
第２回 児童福祉専門分科会

令和３年９月３日（金）

１４：３０～

浜松市役所北館１階 １０１・１０２会議室





令和３年度 第２回浜松市社会福祉審議会 児童福祉専門分科会 

日時 令和３年９月３日（金） 

１４：３０～ 

場所  浜松市役所 １０１・１０２会議室 

次   第 

１ 開会 

２ 会長挨拶 

３ 議事 

《審議》 

 （１）教育・保育施設、地域型保育事業の認可等について（幼児教育・保育課） 

《報告》 

（１）子どもの未来サポートプロジェクト（浜松市子どもの貧困対策計画）（案） 

の意見募集結果について             （子育て支援課） 

４ こども家庭部長挨拶  

５ 閉会 
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№ 所属団体 役職 氏名 ﾌﾘｶﾞﾅ

1 浜松市私立幼稚園協会 会長 荒巻　太枝子 ｱﾗﾏｷ ﾀｴｺ

2 浜松市民生委員児童委員協議会 副会長 井村　元子 ｲﾑﾗ ﾓﾄｺ

3 浜松市母子寡婦福祉会 理事 岩渕　元美 ｲﾜﾌﾞﾁ ﾓﾄﾐ

4 浜松市人権擁護委員連絡協議会 大塚　幸子 ｵｵﾂｶ ｻﾁｺ

5 聖隷クリストファー大学 教授 鈴木　光男 ｽｽﾞｷ ﾐﾂｵ

6 浜松民間保育園長会 会長 中村　勝彦 ﾅｶﾑﾗ ｶﾂﾋｺ

7 浜松市青少年健全育成連絡協議会 理事 名波　弘充 ﾅﾅﾐ ﾋﾛﾐﾂ

8 浜松市立幼稚園ＰＴＡ連絡協議会 副会長 原田　友理 ﾊﾗﾀﾞ ﾕﾘ

9 浜松商工会議所 女性会会長 横田　みどり ﾖｺﾀ ﾐﾄﾞﾘ

10 一般社団法人　浜松市医師会 村山　恵子 ﾑﾗﾔﾏ ｹｲｺ

令和３年度
浜松市社会福祉審議会児童福祉専門分科会　委員名簿（五十音順）
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№ 所属 役職 氏名 ﾌﾘｶﾞﾅ

1 こども家庭部 部長 鈴木　知子 ｽｽﾞｷ ﾄﾓｺ

2 こども家庭部次世代育成課 次長兼課長 野田  志保 ﾉﾀﾞ ｼﾎ

3 こども家庭部子育て支援課 課長 小山　東男 ｺﾔﾏ ﾊﾙｵ

4 こども家庭部児童相談所 所長 鈴木　勝 ｽｽﾞｷ ﾏｻﾙ

5 こども家庭部幼児教育・保育課 課長 松下　直樹 ﾏﾂｼﾀ ﾅｵｷ

6 こども家庭部幼児教育・保育課 幼児教育指導担当課長 井川　宜彦 ｲｶﾜ ﾀｶﾋｺ

7 健康福祉部健康増進課 課長 平野　由利子 ﾋﾗﾉ ﾕﾘｺ

8 学校教育部教育総務課 就学支援担当課長 大西　敏巳 ｵｵﾆｼ ﾄｼﾐ

9 学校教育部教育総務課 学校・地域連携担当課長 齋藤　美苗 ｻｲﾄｳ ﾐﾅｴ

10 こども家庭部次世代育成課 課長補佐 林　欣哉 ﾊﾔｼ ｷﾝﾔ

11 こども家庭部子育て支援課 課長補佐 小林　章吾 ｺﾊﾞﾔｼ ｼｮｳｺﾞ

12 こども家庭部児童相談所 副所長 横井  通文 ﾖｺｲ ﾐﾁﾌﾐ

13 こども家庭部幼児教育・保育課 課長補佐 園田　俊士 ｿﾉﾀﾞ ｼｭﾝｼ

14 こども家庭部次世代育成課青少年育成ｾﾝﾀｰ 所長 足立　敏久 ｱﾀﾞﾁ ﾄｼﾋｻ

15 こども家庭部次世代育成課 管理・育成グループ長 鈴木　智 ｽｽﾞｷ ｻﾄｼ

16 学校教育部教育総務課 放課後対策グループ長 渡邊　仁 ﾜﾀﾅﾍﾞ ｼﾞﾝ

令和３年度
浜松市社会福祉審議会児童福祉専門分科会　事務局名簿

3



4



教育・保育施設、地域型保育事業の認可等について

こども家庭部 幼児教育・保育課

１ 教育・保育施設の認可等について 

（１）施設種別  

幼保連携型認定こども園、保育所型認定こども園、保育所、新制度幼稚園 

（２）施設設置の根拠 

・就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律 

第３条第１項又は第３項並びに第１７条第１項 

   ・児童福祉法第３５条第４項 

（３）意見聴取の根拠 

   ・就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律 

第１７条第３項 

   ・児童福祉法第３５条第６項 

   ・子ども・子育て支援法第３１条第２項 

（４）令和４年度認可等（予定）施設一覧 

ア 幼保連携型認定こども園 

（ア）保育所⇒幼保連携型認定こども園：１施設 

満3歳 3歳 4歳 5歳 計 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 計

（仮）天林寺こども園
（福）真徳会 - 3 3 3 9 12 20 22 22 22 22 120 129

　※天林寺保育園 (0) (120) (120)

合計

1 中 中区下池川町27-1

№ 区
施設名称
設置主体

施設所在地
１号認定　定員（人） ２・３号認定　定員（人）

注）施設名称の下段に※印記載のもの及び定員の下段に括弧書きのものは、現行の施設名称及び定員である

（イ）幼稚園⇒幼保連携型認定こども園：１施設 

満3歳 3歳 4歳 5歳 計 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 計

（仮）遊歩の丘みなみプレスクール
（学）一葉学園 10 24 24 24 82 6 18 24 24 24 24 120 202

　※赤門幼稚園 (400) (0) (400)

２・３号認定　定員（人）
合計

1 南 南区新橋町917

№ 区
施設名称
設置主体

施設所在地
１号認定　定員（人）

注）施設名称の下段に※印記載のもの及び定員の下段に括弧書きのものは、現行の施設名称及び定員である

（ウ）幼保連携型認定こども園新設：２施設 

満3歳 3歳 4歳 5歳 計 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 計

1
（仮）花園こども園
（学）興福寺学園

- - - - 0 12 18 18 24 24 24 120 120

2
（仮）まつばこども園
（福）松寿会

- - - - 0 9 9 9 11 11 11 60 60

№ 区
施設名称
設置主体

施設所在地
２・３号認定　定員（人）

合計

中区西伊場町2334-5

１号認定　定員（人）

中

中区上島一丁目26-14

審議（１） 
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イ 保育所型認定こども園

（ア）保育所⇒保育所型認定こども園：１施設 

満3歳 3歳 4歳 5歳 計 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 計

（仮）あそび西ケ崎こども園
（株）あそび学園 - 2 2 2 6 12 18 18 20 26 26 120 126

　※あそび西ケ崎保育園 (0) (120) (120)

２・３号認定　定員（人）
合計

1 東 東区西ケ崎町1430-1

№ 区
施設名称
設置主体

施設所在地
１号認定　定員（人）

注）施設名称の下段に※印記載のもの及び定員の下段に括弧書きのものは、現行の施設名称及び定員である

ウ 保育所 

（ア）保育所新設：２施設 

0歳 1歳 2歳 3歳 4歳 5歳 計

1 中 5 8 8 13 13 13 60

2 西 9 15 15 17 17 17 90

№ 区
施設名称
設置主体

施設所在地
２・３号認定　定員（人）

（仮）みみ・あんふぁんしゅしゅ
（福）あんじゅの森

中区和合町220-489

（仮）ヒーローズさなるこ保育園
（福）英雄会

西区入野町10659

エ 幼稚園 

（ア）従来型幼稚園⇒新制度幼稚園：２施設 

満3歳 3歳 4歳 5歳 計

1 中 15 20 20 20 75

2 北 12 28 28 28 96

松城幼稚園
（学）松城幼稚園

中区鹿谷町1-1

三松幼稚園
（学）三松学園

北区三ヶ日町三ヶ日432

№ 区
施設名称
設置主体

施設所在地
１号認定　定員（人）
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２ 地域型保育事業の認可について 

（１）事業種別 

小規模保育事業、事業所内保育事業 

（２）事業実施の根拠 

   児童福祉法第３４条の１５第２項 

（３）意見聴取の根拠 

   ・児童福祉法第３４条の１５第４項 

   ・子ども・子育て支援法第４３条第２項 

（４）令和４年度認可（予定）事業一覧 

ア 小規模保育事業所 

（ア）認可外保育施設（企業主導型保育事業）⇒小規模保育事業所：１施設 

0歳 1歳 2歳 計

（仮）nursery　ちいさいおうち
（学）空華学園
　※nursery　こりす

3 9

・なかざわこども園
（中区中沢町58-9）
　※幼稚園機能・保育所機能
・こども園ことり
（浜北区内野5221-5）
　※幼稚園機能・保育所機能

施設所在地
３号認定　定員（人）

連携施設

1 北 北区豊岡町416-4 3 3

№ 区
施設名称
設置主体

注）施設名称の下段に※印記載のものは、現行の施設名称である
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令和 4年度 教育・保育施設等の種類及び施設数（予定） 

＜教育・保育施設＞ 

（単位：施設） 

施設種別 R3 R4 増減 備考 

1
幼保連携型 

認定こども園 
67 71 4

・私立保育所からの移行 1 施設 

・休園中の従来型幼稚園からの移行 1施設 

・新設 2施設 

2
保育所型 

認定こども園 
2 3 1 ・私立保育所からの移行 1 施設 

3 公立保育所 20 20 0

4 私立保育所 43 43 0

・幼保連携型認定こども園への移行 △1施設 

・保育所型認定こども園への移行 △1施設 

・新設 2施設 

5 公立幼稚園 60 60 0

6

私立幼稚園 43 43 0

 新制度 9 11 2 ・従来型幼稚園からの移行 2施設 

 従来型 34 32 △2

・新制度幼稚園への移行 △2施設 

※別途、休園中の 1 施設が幼保連携型認定こ

ども園へ移行 

合計 235 240 5

＜地域型保育事業＞ 

（単位：施設） 

事業種別 R3 R4 増減 備考 

1
小規模 

保育事業 
52 53 1

・認可外保育施設（企業主導型保育事業） 

からの移行 1施設 

2
事業所内 

保育事業 
11 11 0

合計 63 64 1
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子どもの未来サポートプロジェクト

（浜松市子どもの貧困対策計画）（案）

に対するご意見ありがとうございました 

令和３年４月から５月にかけて実施しました子どもの未来サポートプロジェク

ト（浜松市子どもの貧困対策計画）（案）に対する意見募集（パブリック･コメント

の実施）に貴重なご意見をいただきましてありがとうございました。 

意見募集を行った結果、市民 37 人・２団体から 88 件のご意見が寄せられました

ので、それらのご意見とご意見に対する市の考え方を公表いたします。 

ご意見につきましては、項目ごとに整理し、適宜要約し掲載しております。 

また、お寄せいただきましたご意見を考慮して、｢子どもの未来サポートプロジ

ェクト（浜松市子どもの貧困対策計画）｣を策定し、令和３年 10 月からの実施を予

定しています。今後とも、子育て支援に対するご理解とご協力をお願いいたします。 

なお、この内容は、市ホームページ（https://www.city.hamamatsu.shizuoka.jp） 

にも掲載しております。 

令和３年８月                 

浜松市こども家庭部子育て支援課      

〒４３０－０９３３ 浜松市中区鍛冶町１００－１

ザザシティ浜松中央館５階

 ＴＥＬ ０５３－４５７－２７９２ 

ＦＡＸ ０５３－４５７－３０１１ 

Ｅメールアドレス         

kosodate@city.hamamatsu.shizuoka.jp

市民の皆さんからの提出意見と 

その意見に対する市の考え方の公表 

9

(資料１) 報告（１）



1

【実 施 時 期】 令和３年４月 15 日から令和３年５月 14 日 

【意見提出者数】 37 人・２団体 

【提 出 方 法】 持参（０件）郵便（１件）電子メール（24 件） 

ＦＡＸ（０件）説明会等（63 件） 

【意見数内訳】 88 件 

（提案 14 件、要望 33 件、質問 41 件） 

【案に対する反映度】 案の修正  ３件  今後の参考意見 24 件 

盛込み済 21 件  その他   40 件 

第１章 計画の策定にあたって（意見数５件）・・・・・・・・・３ページ 

１ 計画策定の趣旨（意見数０件） 

２ 計画の位置づけ（意見数０件） 

３ 計画の期間（意見数２件） 

４ 計画における支援対象者（意見数１件） 

５ 計画を推進するうえでの配慮事項（意見数０件） 

６ 前プロジェクトの成果と課題（意見数０件） 

（参考）市で把握できている社会資源の推移（２件） 

第２章 子どもの貧困の現状と課題（意見数 18 件）・・・・・・・５ページ 

１ 全国の子どもの貧困の状況（意見数６件） 

２ 本市の子どもの状況（意見数４件） 

３ 各種調査の概要（意見数３件） 

４ 調査結果等からの考察（課題の整理）（意見数５件） 

第３章 計画の基本的な考え方（意見数２件）・・・・・・・・・13 ページ 

１ 子どもの貧困問題の捉え方（意見数０件） 

２ 前プロジェクトからの支援体制の継続（意見数１件） 

３ 計画を推進するうえでの基本的な視点（意見数０件） 

４ 本市の目指す姿（意見数１件） 

５ 分野ごとの基本方針（意見数０件） 

６ 施策の体系（意見数０件）  

目  次

募集結果
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2

第４章 施策の展開（意見数 21 件）・・・・・・・・・・・・・15 ページ 

分野１ 子どもに関する支援 

（施策１）子どもの学びを支える教育支援（意見数１件） 

（施策２）子どもの育ちを支える生活支援（意見数０件） 

（施策３）子どもの将来を支える自立支援（意見数１件） 

分野２ 保護者（家庭）に関する支援

（施策４）生活を安定させる経済的支援（意見数０件） 

（施策５）保護者の就業を支える就労支援（意見数０件） 

（施策６）保護者を孤立させない相談支援（意見数２件） 

分野３ 支援体制づくりに関する支援

（施策７）子どもの貧困を早期発見する仕組みづくり（意見数 11 件） 

（施策８）子ども支援ネットワークの充実（意見数４件） 

（施策９）社会全体で子どもを育む意識の醸成（意見数２件） 

第５章 計画の推進（意見数 14 件）・・・・・・・・・・・・・20 ページ 

１ 計画の推進体制（意見数３件） 

２ 計画の進捗管理（意見数 11 件） 

取り組み一覧（意見数 14 件）・・・・・・・・・・・・・・・・23 ページ 

参考資料（意見数２件）・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 26 ページ

その他（意見数 12 件）・・・・・・・・・・・・・・・・・・  27 ページ 

 １ 行政サービスに係ること（３件） 

 ２ ヤングケアラーに係ること（３件） 

 ３ 障がいのある子どもの支援に係ること（１件） 

 ４ 教育制度に係ること（２件） 

 ５ 支援策に係ること（３件） 
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第１章 計画の策定にあたって（意見数５件） 

第１章 ３ 計画の期間（２件） 

質

問

１

子どもの未来サポートプロジェクト（浜松市子どもの貧困対策計画）

について、５年間はこの計画で進めると考えてよいですか。（計画案２ペ

ージ）

質

問

２

「子どもの未来サポートプロジェクト（浜松市子どもの貧困対策計

画）」は、令和３年 10 月から令和７年３月までが計画期間となっていま

す。計画期間に特別な意味はありますか。（計画案２ページ）

【市の考え方】 その他

本計画は、関連する「浜松市子ども・若者支援プラン」と計画終期を統一させる

必要があることから、令和７年３月までの３年６か月を計画期間としています。今

後は、浜松市子ども・若者支援プランとあわせて、浜松市子どもの貧困対策計画も

進捗を管理しながら推進していきたいと考えています。

第１章 ４ 計画における支援対象者（１件） 

質

問

３

子どもの未来サポートプロジェクトの対象は 18 歳以下の子どもです

か。また、16 ページの「ひとり親に対する実態調査」は、保護者が元気

で働いている家庭の数字ですか。（計画案２ページ、16 ページ） 

【市の考え方】 その他

計画案２ページ「４ 計画における支援対象者」に記載のとおり、対象は妊娠中

から概ね 20 歳前後までの子どもとその保護者です。また、計画案 16 ページ「（２）

ひとり親に対する実態調査」は児童扶養手当の受給者を対象とした調査で、求職中

や障害等の理由で働くことができないひとり親からの回答も含まれています。（子

どもの生活実態調査で把握したひとり親家庭の就労状況については、計画案 70 ペ

ージを参照ください。）

（参考）市で把握できている社会資源の推移（２件）

質

問

４ 

 学習支援事業の会場数について、北区は市委託が２件、民間が１件と

北区で３つ開催されているが、どこにあるのか教えていただきたい。ま

た、子ども食堂は０件だが居場所は１件となっている。これもどこにあ

るのか教えていただきたい。子ども支援コーディネーターについて、何

人ぐらいいて今後何人程度まで拡大しようとしているのか教えていただ

きたい。 

【市の考え方】 その他

北区では市の委託の学習支援事業は三方原協働センターと引佐にある聖隷ケア

センターで開催しています。民間の取り組みとして居場所づくりを気賀小学校にて

行っていることを把握しています。現在、子ども支援コーディネーターについては、

社会福祉法人浜松市社会福祉協議会に委託し１人を配置しており、これを継続した

いと考えていますが、拡充については今後の事業の展開により検討していきます。 

12
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質

問

５ 

天竜区において１か所で行っている学習支援事業は地域からの要望に

より実施しているものですか。 

【市の考え方】 その他

浜松市が委託事業として行っている学習支援事業は、市内の様々な地域で開催さ

れるようにエリアを分けて運営団体を募集しています。会場数は、利用者のニーズ

を踏まえて設定しており、天竜区では１か所で実施しています。 

13
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第２章 子どもの貧困の現状と課題（18件） 

第２章 １ 全国の子どもの貧困の状況（６件） 

提

案

１

計画案の５ページにある「子どもの貧困率の推移」のグラフについて、

表現が少しわかりにくい。グラフにある「大人」はどのような人のこと

を指しますか。（計画案５ページ） 

【市の考え方】 案の修正

グラフに記載の「大人」には、親だけではなく、祖父母や 18 歳以上のきょうだ

いも含まれます。ご指摘のとおり、どのような人を指すか分かりにくいため、グラ

フの注釈に説明を追記します。 

《修正内容》 ５ページ 第２章 子どもの貧困の現状と課題 

１ 全国の子どもの貧困の状況

（１）子どもの貧困率 

＜グラフ下部に注釈として次の説明を追加＞ 

「大人」とは、子どもを扶養する 18 歳以上の世帯員を指すため、「祖父母」や

「18 歳以上の兄姉」などの親以外の世帯員も含まれます。 

（修正前）

－

（修正後）

14
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質

問

６

計画案の５ページにある「子どもの貧困率の推移」のグラフについて、

範囲を浜松に絞ったものを知りたい。浜松は他都市と比べて外国の人の

数が多いため、グラフが大きく変わってくるのではないかと思います。

（計画案５ページ） 

【市の考え方】 盛込み済

グラフは厚生労働省が調査したものであり、同時期に同じ調査を市町村で行って

いないため、比較ができません。本市の状況が分かるデータは、計画案の６ページ

以降に掲載しています。 

質

問

７

計画案５ページの「第２章 子どもの貧困と現状の課題」について、

「子どもの貧困率の推移」のグラフがあります。こういったグラフに対

してあるべき姿、目標値は無いのでしょうか。（計画案５ページ） 

【市の考え方】 その他

計画案５ページの「子どもの貧困率の推移」は、厚生労働省が行っている国民生

活基礎調査における全国の数値をグラフ化したもので、国による目標値の設定はな

く、都道府県や市町村単位での数値は公表されていません。このため、本市独自で

現状値を把握することや目標値を設定することは困難です。

質

問

８

今、浜松市は何人に一人が貧困なのか。そして貧困の家庭は情報収集

能力が低いと思われます。それはパソコンを持っていないとか、ホーム

ページが見られないとか、そういう家庭をどうケアしていきますか。（計

画案５ページ） 

【市の考え方】 その他

国の調査結果を参考に簡易に実施した本市における調査では、子どもの貧困率は

8.6％で、11～12 人に１人が相対的に困窮状態にあると推測されます。 

支援が届きにくい子どもや家庭へのケアについては、計画案の 31 ページ以降に

ある「分野３ 支援体制づくりに関する支援」を充実させることで、地域住民等が

早期発見し、問題が深刻化する前に適切な支援に結びつけることができるように努

めます。 

質

問

９ 

子どもの貧困について、育てる親によっては生活費とか教育費などを

その親の世代の援助を受けている人達もいます。金銭面だけではなく人

工の面でもいろいろ面倒を見てもらって生活が成り立つという話を聞き

ます。ここに表されているデータは、実際そのような家庭も含んだもの

か教えてほしい。（計画案５ページ） 

【市の考え方】 その他

計画案策定時に参考とした子どもの生活実態調査は、郵送によるアンケート調査

であるので、回答した方が親世代からの支援も加味して答えたのか、自分の世帯の

状況だけを考えて書いたのかは、把握できていません。 

15
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質

問

10 

市の貧困のレベルと市民の生活の困窮はイコールか。市民のレベルと

市の統計値からもってきたレベルはどうでしょうか。

【市の考え方】 その他

国が示している一般的な困窮状態の捉え方として、所得の中央値の半分以下の所

得で生活している場合を相対的に貧困している判断の目安としており、本市でもこ

の考え方に基づいています。

第２章 ２ 本市の子どもの状況（４件） 

質

問

11 

この資料におけるひとり親の定義とは。親の長期入院・ＤＶなどでの

ひとり家庭はひとり親ですか。又、養育費の受取状況について踏み込ん

で調査していますか。（計画案７ページ） 

【市の考え方】 その他

「ひとり親」は、配偶者と離婚や死別した者、未婚のひとり親を指しています。

なお、親の長期入院やＤＶでの避難者についても、世帯の状況に応じて支援の対象

に含めています。

養育費の受取状況については、ひとり親に対する実態調査の中で現状を把握しま

した。計画案 16 ページの「子どもの養育費受け取り状況」のグラフに記載のとお

り、「取り決めがされて受け取れている人」が 38.1％、「取り決めがあっても支払

いがされていない人」が 29.6％、「取り決めがされていない人」が 32.3％である結

果が出ています。 

質

問

12 

母子家庭が増加傾向にあります。取り組む施策の中に、母親に特化し

た支援策は盛り込まれていますか。（計画案７ページ） 

要

望

１ 

母子家庭が増えてきているというデータがあるため、母親に対する支

援策を付け加える方が良いと思いました。（計画案７ページ） 

【市の考え方】 盛込み済

母親に特化した支援はありませんが、計画案 28 ページ以降の「分野２ 保護者

（家庭）に関する支援」で、母親を含めたひとり親家庭に対する支援を盛り込んで

います。 

16
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提

案

２ 

計画案６ページ「２ 本市の子どもの状況」では、「児童扶養手当の受

給者数の推移」や「（４）不登校児童生徒の状況」などは、「18 歳以下の

子どもの数に占める割合（％）」もだしてほしかった。（計画案７、８ペ

ージ） 

【市の考え方】 案の修正

ご指摘を受け、児童扶養手当を受けている 18 歳以下の子どもの数及び子どもの

数に占める割合を示したグラフを追加しました。 

また、不登校の状況については、出現率を小学校・中学校別に追記しました。 

《修正内容》 ７ページ 第２章 子どもの貧困の現状と課題

２ 本市の子どもの状況

（２）ひとり親世帯の状況

（４）不登校児童生徒の状況

＜①グラフを追加＞

児童扶養手当の対象となっている子どもの数と人口比率の推移をまとめたグ

ラフを追加しました。

（修正前）

－

（修正後）
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＜ グラフに出現率を追加＞ 

不登校児童生徒の推移を示すグラフに、全児童生徒数に占める不登校児の割合

（不登校児童生徒出現率）を追加しました。 

（変更前） 

■市立小中学校の不登校児童生徒数の推移     （単位：人） 

（変更後） 

■市立小中学校の不登校児童生徒数の推移     （単位：人） 
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第２章 ３ 各種調査の概要（３件）

要

望

２

本計画の策定にあたり、アンケート調査やヒアリングなどの調査対象

に高校生やその保護者を加え、各家庭の事情に寄り添った対応策を計画

に反映させることを要望します。（計画案 11 ページ） 

【市の考え方】 今後の参考意見

平成 29 年３月に策定した前プロジェクトにおいても、市内の小学５年生及び中

学２年生の子どもがいる保護者にアンケートを取っており、前プロジェクトと比較

するため、調査対象を同一にしました。ご意見を受け、次回の計画では、調査対象

に高校生とその保護者を加えるか検討してまいります。 

要

望

３

母子家庭における子どもの貧困率が高いことがわかります。今後、母

子家庭の割合が増加することが予想されます。子どもの貧困対策や支援

に直接関係がないと思われますが、母子家庭が増加している原因から考

えていかなければならないと思います。計画における取り組み内容や目

標値については、適宜見直しをお願いしたい。（計画案 13 ページ） 

【市の考え方】 盛込み済

母子家庭を含むひとり親家庭が困窮する割合が高いことから、計画案 28 ページ

以降の「分野２ 保護者（家庭）に関する支援」の中で、ひとり親家庭に対する経

済的支援や就労支援、子育て支援に取り組むこととしています。ご意見のとおり、

内容等を適宜見直しながら、ひとり親家庭の生活基盤の安定を図ってまいります。

質

問

13

 計画案 16 ページの「ひとり親に対する実態調査」でひとり親向けの支

援サービスの認知度が低いという結果になっていますが、これを踏まえ

て今後どのような対応をされるのか教えてください。（計画案 16 ページ）

【市の考え方】 盛込み済

ひとり親向けの支援サービスのうち認知度が低いものは、ひとり親となって直後

に必要となるサービスではなく、子どもの成長などライフステージの変化に伴って

後から必要となるサービスであると考えられます。児童扶養手当を受給しているひ

とり親の方には、毎年現況を確認する面談の機会があることから、このような機会

を活かして、利用可能な支援制度等の周知に努めます。 

第２章 ４ 調査結果等からの考察（課題の整理）（５件） 

質

問

14 

困っている人ほど困窮していることを表に出さないと記載があり、取

り組む施策が７～９(計画案 32～34 ページ)まであるが、この貧困問題は

どの施策にあたりますか。 

また行政・地域は本人がＳＯＳを出していない家庭に干渉することは

できますか。（計画案 20 ページ）

【市の考え方】 その他

自らＳＯＳを発することができない家庭に対しては、保護者や子どもに関わりを

持つ支援者や地域住民等が、家庭や子ども自身の様子から問題を察知し、深刻化す
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る前に必要な支援に結び付けていく必要があると考えます。計画案 32 ページの

「（施策７）子どもの貧困を早期発見する仕組みづくり」により、早期発見・早期

支援の体制を整えてまいります。 

要

望

４

 本人がＳＯＳを出していないのに行政・地域が干渉できるのか。見過

ごしてしまうと問題になります。貧困家庭をなんとかしなければならな

い。本人が自覚して手を挙げてくれないとなんともならない。最後の最

後に困って手を挙げてきます。その前に相談する所を認識して施策を進

める中で相談できるようにしていただきたい。（計画案 20 ページ） 

【市の考え方】 盛込み済

困窮する保護者ほど周りに相談できる人が少なく、孤立しやすい傾向があること

から、計画案 30 ページ「（施策６）保護者を孤立させない相談支援」により、妊娠

期からの切れ目ない子育て支援、相談窓口や支援制度の周知等に取り組むこととし

ています。 

要

望

５

 家庭が困窮しているのは見えづらい。放課後児童会の先生は家庭の困

窮に気づきやすい。教育と福祉の連携の強化をお願いします。（計画案

20 ページ） 

【市の考え方】 今後の参考意見

 家庭の困窮状況については、児童や保護者にとって周りに知られたくない情報で

ある可能性があり、例え放課後児童支援員が、ある程度、状況を把握できていたと

しても、安易に外部へ情報提供することには難しさがあります。そのため、現在は、

児童の安全確保の観点などから必要と認められる場合に、学校や児童相談所などと

情報を共有し、対応について協議・相談することとしています。 

 今後も、対応が遅れることがないよう注意するとともに、必要があると判断した

場合には、迅速に関係機関による情報共有に努めます。 

質

問

15 

 窓口に相談に来られる方へのアプローチはできると思いますが、困窮

している方ほどＳＯＳを出せないでいます。ＳＯＳを出そうと思った時

には手遅れになってしまったということもあると思いますが、そういっ

た方に対してどのような対応をされていますか。（計画案 20 ページ） 

【市の考え方】 その他

計画案 33 ページの「（施策８）子ども支援ネットワークの充実」に記載のとおり、

学校や行政、地域支援者それぞれの連携により、困窮している方の情報を早めにキ

ャッチし、支援につなげるよう努めてまいります。 

万が一、ＳＯＳを出せずに深刻な状況に陥った家庭を発見した際には、子どもの

最善の利益を確保する観点から、各区社会福祉課家庭児童相談室等において、福祉

サービスの利用に関するコーディネートを行い、必要な福祉サービスに結び付け、

問題の解消に向けて支援します。 
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要

望

６ 

 子どもと関わる中で、困窮しており手を差し伸べてもらいたいが、そ

の手段がわからないと感じている保護者がいると認識しています。外国

人保護者の増加に伴い、各種制度を知らない、誰に相談してよいかわか

らないと感じている保護者も増加しています。 

 子どもの貧困は非常にデリケートな問題であるため、放課後児童会と

学校との連携やそれをサポートする体制や専門家の存在が必要であると

考えています。（計画案 20 ページ）

【市の考え方】 盛込み済

貧困問題は、自らＳＯＳを発信しにくく、問題を抱えたまま誰にも相談できない

ケースがあります。 

計画案 34 ページ「（施策９）社会全体で子どもを育む意識の醸成」においても、

地域全体で子どもの貧困問題を支援していくことを示しており、計画を推進する中

で強化していきます。
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第３章 計画の基本的な考え方（２件） 

第３章 ２ 前プロジェクトからの支援体制の継続（１件）

提

案

３ 

「地域で子どもを支える体制イメージ」の図で、子どもと地域支援者

の関わりで、地域支援者から子どもへの矢印も必要ではありませんか。

現実に双方向で関わっています。（計画案 21 ページ） 

【市の考え方】 案の修正

寄せられたご意見を踏まえ、学校、行政、地域支援者が子どもを支えるイメージ

図としました。

《修正内容》 21 ページ 第３章 計画の基本的な考え方 

２ 前プロジェクトからの支援体制の継続 

■地域で子どもを支える体制イメージ

（修正前） 子ども（家庭）から地域支援者への矢印

（修正後） 地域支援者から子ども（家庭）への矢印の変更

（修正前）■地域で子どもを支える体制イメージ
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（修正後）■地域で子どもを支える体制イメージ

第３章 ４ 本市の目指す姿（１件）

質

問

16 

「困窮の世代連鎖」について、お子さんの将来的な問題がたくさん出て

くると思うので、気になっていたところでしたが、全国に先駆けて子ども

たちのために取り組んでいただきたいと思います。新たな計画の策定にお

いて、今までの取り組みの中で何が一番のポイントになったのか、教えて

ください。（計画案 23 ページ） 

【市の考え方】 その他

今回のポイントは、計画案 25 ページ「第４章 施策の展開」に記載のとおり、

経済的な困窮等に直接対応する事業や制度に限定することなく、すべての子どもや

家庭を対象とした「子育て支援」、「母子保健」、「幼児教育・保育」、「学校教育」な

どによる予防的な効果も子どもの貧困対策に資する重要な取り組みとして捉え、困

窮状態にある子どもと家庭を支える施策と、困窮を発生させにくくする予防的な施

策を総合的に展開することとしました。 
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第４章 施策の展開（21件） 

（施策１） 子どもの学びを支える教育支援（１件）

質

問

17 

 計画案 25 ページには、「予防的な施策」を展開すると記載があります。

また、「幼児教育・保育」や「学校教育」について全体的には、子どもの

貧困について早期発見がベースとなっているように思われます。ここで、

「予防的な施策」と「早期発見」との関連について教えてほしい。（計画

案 25 ページ） 

【市の考え方】 その他

「予防的な施策」とは、困窮世帯に限らず、すべての子どもや家庭を対象に行わ

れる「子育て支援」、「母子保健」、「幼児教育・保育」、「学校教育」などにより、孤

立防止や学力・生活習慣・社会性の習得ができるなど、将来的に困窮を発生させに

くくする取り組みを指します。 

一方で、「早期発見」は、貧困の問題を抱える家庭について、保護者や子どもに

関わりを持つ支援者等が、困窮した家庭が表出するＳＯＳを察知し、問題が深刻化

する前に適切な支援に結びつけることを指しています。 

「予防的な施策」により困窮発生防止を、「早期発見」により困窮の深刻化の未

然防止を図ります。 

（施策３） 子どもの将来を支える自立支援（１件）

要

望

７ 

 中学生以上の当事者（子ども本人）に、様々な支援制度など直接伝え

る手段が必要。保護者自身が制度を知らないということがアンケート結

果にもでており、そのため子ども自身が進学をあきらめていたケースが

あります。（計画案 27 ページ） 

【市の考え方】 今後の参考意見

学習支援事業や子ども食堂など子どもの居場所となっている場において、様々な

支援制度があることを子ども本人にも伝わるよう周知していきます。 

（施策６） 保護者を孤立させない相談支援（２件）

要

望

８ 

 社会福祉課などの窓口で、公平性を強調され支援団体のリーフレット

の配架を断る職員がたまにいらっしゃいました。浜松市だけの施策だけ

でなく、県や民間からの情報も必要な人に手渡せる情報力を窓口は持っ

ていただきたいと思います。（計画案 30 ページ） 

【市の考え方】 その他

ご意見として承ります。関係各課に周知してまいります。 

質

問

18 

 子どもの貧困はひとり親の家庭が多いが、安易な結婚・出産・離婚が１

つの原因になっていると思います。そのことについての対策は考えていま

すか。（計画案 31 ページ） 
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【市の考え方】 盛込み済

計画案 48 ページ「（施策６）保護者を孤立させない相談支援 ①妊娠期からの切

れ目ない子育て支援」に記載の取り組みのとおり、未来のパパママ講座等により、

これから親としての役割を担う青年期の男女に対して、妊娠・出産等の正しい知識

の普及啓発を行っています。なお、ひとり親になった方に対する支援の一つとして、

令和３年度は養育費を確保するための支援事業を実施します。 

（施策７） 子どもの貧困を早期発見する仕組みづくり（11 件）

質

問

19 

 子どもの貧困対策コーディネーター事業ではどのような事をしている

のか。（同様の意見 他２件）（計画案 32 ページ） 

質

問

20 

子どもの貧困は見えにくく、早期発見が必要です。そこで、浜松市社会

福祉協議会に配置された「子ども支援コーディネーター」の役割が大切で

あると考えています。その組織や天竜区における活動実態などを教えてほ

しい。（計画案 32 ページ） 

【市の考え方】 その他 

子どもの貧困対策コーディネーター事業では、支援が必要な児童を地域で支える

体制づくりのため、委託先の社会福祉法人浜松市社会福祉協議会に「子ども支援コ

ーディネーター」を１人配置しています。コーディネーターは、地域の支援団体等

の社会資源の把握と活用・周知に加え、行政機関、支援団体及びサポートに関心の

ある企業等との地域支援ネットワークの構築・強化などに取り組んでいます。天竜

区での活動は、二俣協働センターで行われている学習支援教室の運営団体と連携す

ることで、子どもへの支援の充実に取り組んでいます。 

要

望

9 

子どもの貧困対策コーディネーター事業について、ニーズはあっても

対応できないということがないようにと思います。（計画案 32 ページ） 

要

望

10 

 コーディネーターの人数が足りない。人数の増を考えてください。（計

画案 32 ページ） 

要

望

11 

子ども第一主義を市長が掲げているので、子ども支援コーディネータ

ーの専任を置いて欲しい。もうちょっと人的に厚くした方がいい。（計画

案 32 ページ） 

【市の考え方】 今後の参考意見

体制については今後の事業の展開により必要な人数を検討していきます。 
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質

問

21 

子どもの支援者への啓発や研修体制の充実で研修会の開催や講師派遣

はよいが、計画案 32 ページ「（施策７）子どもの貧困を早期発見する仕

組づくり ①子どもの支援者への啓発や研修体制の充実」に記載の「婦

人相談員研修」とは何か。婦人とはどんな人を想定していますか。（計画

案 50 ページ女性相談保護事業にも「婦人相談員」が出ている）。女の人

を指すのであれば、女性とする方向が一般的ではないでしょうか。（計画

案 32 ページ） 

【市の考え方】 その他

 婦人相談員は売春防止法により規定されており、要保護女子等の発見、相談、指

導等を行っています。また配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律

の規定により、配偶者からの暴力被害者の相談、必要な指導等を行っています。 

要

望

12 

 貧困かどうか判らないのが問題であると思います。自分の家庭が貧困

かどうかを判断することができ、また貧困の段階に応じてどんな支援を

受けることができるかがわかる一覧表を作成することが必要ではないで

しょうか。（計画案 32 ページ） 

【市の考え方】 盛込み済

計画案の 32 ページ「②子どもの貧困問題への気づきを促すツールの作成」に記

載のとおり、子どもや保護者の貧困の表れについて、子どもに関わる支援者等が気

づくツールを作成し、早期の発見につなげます。 

支援の一覧につきましては、ホームページのほか、はままつ子育てガイドや、ひ

とり親に対する支援制度のチラシ等で案内してまいります。 

要

望

13 

子どもの貧困は、親が相談しない限り見えてこない現状から、教員・

生活保護のワーカーなどから支援機関につなぐことが必要になります

が、それがほとんどできていない。 

こうした生活困窮家庭の子どもに関わる職員に対し、子どもの貧困に

関する理解を促すツールの使用など働きかけの強化が必要。（計画案 32

ページ）

【市の考え方】 盛込み済

自ら相談しにくい貧困の問題に関しては、保護者や子どもに関わりを持つ支援者

や地域住民等が問題に気づき、深刻化する前に適切な支援先につなぐことが必要で

す。支援者等の子どもの貧困に関する理解を促すチェックリストを作成することで、

早期発見し、支援機関につなげてまいります。 
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質

問

22 

 「メールやＳＮＳを活用した相談窓口を設置する」とありますが、困

窮世帯は電話などの支払いが出来なかったとの記載があります。運用は

どのようにしていますか。 

また計画案 51 ページ「③つながりやすい相談窓口の設置」の取り組み

に若者相談支援窓口「わかば」で「ＳＮＳを活用した相談（期間限定）」

と記載があるが、何故期間限定なのか通年ではないのですか。（計画案

32、51 ページ）

【市の考え方】 その他

市の相談窓口では、電話のほか対面による相談を行っています。また、相談者の

利便性を考え、メールやＳＮＳを通じた相談窓口の設置も行っています。電話が止

められてしまった場合には、家庭に携わる様々な主体の協力により、ＳＯＳを拾い

上げるようにいたします。 

若者相談支援窓口「わかば」は、電話、メール、面接による相談を通年受け付け

るとともに、ＳＮＳ相談は期間限定で運用しています。 

なお、ＳＮＳを活用した期間限定の相談は、令和元年度に２週間試行したことから

始まり、令和３年度には、受付日数を 75 日間に拡大して実施しています。 

（施策８） 子ども支援ネットワークの充実（４件） 

質

問

23 

 スクールソーシャルワーク事業のスクールソーシャルワーカーは何人

で、どのような活動をしていますか。（同様の意見 他１件）（計画案 33

ページ） 

質

問

24 

 子ども支援コーディネーターの活動成果は、計画案３ページ「６ 前

プロジェクトの成果と課題 （２）支援機関を増やす」に掲載されてい

ます。スクールソーシャルワーカー・スクールカウンセラーの活動成果

には具体的にどのような内容がありますか。（計画案 33 ページ） 

【市の考え方】 その他

スクールソーシャルワーカーは小中学校全体で 16 名配置され、不登校児童の相

談、虐待の早期発見等、深刻化を防止する相談に関わっています。 

スクールソーシャルワーカーが家庭環境の悪化等により不登校になった児童の

保護者との面談を実施することにより、保護者の困難状況を把握し行政や支援団体

へのつなぎを行い、その家庭の経済的困窮の解消や虐待の早期対応・深刻化防止等

が図られた事例があります。 

要

望

14 

 専門的な機関との連携も図りやすいので、スクールソーシャルワーカ

ーの地位を向上し、設置については、各学校１人にしてもらいたい。（計

画案 33 ページ） 

【市の考え方】 今後の参考意見

生徒指導上における問題の未然防止や早期発見のため、人員の増員や配置の工夫

をしていきます。 
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（施策９） 社会全体で子どもを育む意識の醸成（２件） 

要

望

15

 母子家庭の貧困の根底にあるのは、昔から根付いている男性と女性の

役割分担や仕事上で女性を下に見る意識が強い傾向があると思います。

このような意識改革を進めていかないと、子どものことを女性に全部押

し付けてしまうような比率が非常に多いという現状を打破できない。こ

ういった関連性についても考えていただきたい。（計画案 34 ページ） 

【市の考え方】 その他

母子家庭の貧困については、様々な要因があり、性別で役割を決めてしまう固定

的性別役割意識もその要因の一つと考えられます。 

本市では、固定的性別役割分担意識の解消のため、男女共同参画に関する啓発や

人材育成講座開催、情報発信、相談等の事業を実施し、市民の男女共同参画意識の

向上を図るとともに、母子家庭も働きやすい環境を整えるよう努めてまいります。 

要

望

16 

 子どもの貧困は、何らかのアクションをしないと減らない。少しでも

原因を減らしていくために、現状を広く社会に伝えるための方法を検討

していただきたいと思います。（計画案 34 ページ） 

【市の考え方】 盛込み済

計画案 34 ページ 「（施策９）社会全体で子どもを育む意識の醸成 ①子どもの

貧困問題に関する理解の促進」に記載があるように引き続き市民向けの研修や講座

等において、市民等への啓発を図ってまいります。 
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第５章 計画の推進（14件） 

第５章 １ 計画の推進体制（３件） 

質

問

25 

子どもの貧困対策に関して、市にはさまざまな担当課や窓口がありま

す。どのようにして、情報交換などの連携を図っているか教えてほしい。

（計画案 35 ページ） 

要

望

17 

さまざまな施策が整理されていますが、それらを効果的に機能させる

仕組みが明確に作られていません。そのために当然必要になる庁内関係

部署間での情報や課題は共有されるようですが、その具体的な方法はど

のようなものでしょうか。例えば関係部署でその目的をもった「定例会

議」を開かれるのでしょうか。（同様の意見 他１件）（計画案 35 ページ）

【市の考え方】 今後の参考意見

子どもの貧困対策の推進については、子育て支援課が総合的な窓口となっていま

す。計画の策定では、関係部署による作業部会を設けました。事業の推進において

も、必要に応じてこうした部会等により、関係部署とそれぞれの課題の共有や事業

にどのように生かすことができるか情報交換を行い、計画を推進してまいります。 

第５章 ２ 計画の進捗管理（11 件） 

提

案

４

管理指標を設定することは大変有意義と考えますが、展開する施策が

１～９まであるにも関わらず管理指標が３つしかないとすれば疑問に感

じます。少なくとも施策ごとに管理指標は必要ではないでしょうか。（計

画案 35 ページ） 

【市の考え方】 盛込み済

本計画案では、子ども、保護者（家庭）、支援体制の３つの分野において、各課

の様々な事業の相乗的な効果により、状況の改善・充実を図っていく計画としてい

ることから、３つの分野での指標を設定しています。それぞれ、各課の事業につき

ましては、政策・事業シートにおいて進捗管理しています。 

質

問

26 

各施策についての目標や進捗管理の責任はどこの部署にありますか。

９つの施策について、全てを子育て支援課で管理しているわけではない

のでしょうか。（同様の意見 他１件）（計画案 35 ページ） 

【市の考え方】 その他

子どもの貧困対策には、様々な部署の事業が関連するため、子育て支援課がとり

まとめを行い、施策ごとに分類をしています。各施策の進捗については、子育て支

援課が全体の統括しながら、それぞれの事業担当部署との連携を図り、把握してま

いります。 

質

問

27 

管理指標の各「目標値」の目標設定の考え方を教えてください。（同様

の意見 他１件）（計画案 35 ページ） 
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【市の考え方】 その他

計画案 25 ページ以降の「第４章 施策の展開」に記載の「分野１ 子どもに関

する支援」の指標について、国の大綱の基本方針として「貧困の連鎖を断ち切り全

ての子どもが夢や希望を持てる社会を目指す」とあります。また、子どもへの支援

で関連が深い「浜松市総合教育計画」の成果指標の１つにも「将来の夢を持ってい

る子どもの割合」が設定されていることから、これを管理指標とし、目標値も統一

することで連携して対応していきます。 

「分野２ 保護者（家庭）に関する支援」は、今回実施したアンケートの中の設

問にある保護者の悩み事がない割合を指標としました。現状値は、アンケート結果

の全体値である 25.6％、目標値は、この内「一般群」の数字である 28.8％とし、

「困窮群」が「一般群」並みの状況に改善されることを目標としました。 

「分野３ 支援体制づくりに関する支援」については、市の委託事業で実施して

いる学習支援事業のボランティアの数としました。現状値は、令和元年度の実績で

あり、事業の周知等によりボランティア数が増加するよう今後努めてまいります。 

提

案

５

計画の進捗管理については、９つある施策の進捗具合を確認するため

に、各管理指標が必要ではないかと思いました。別途把握する指標があ

るとのことだが、明記したほうが良いのではないでしょうか。（計画案

35 ページ） 

【市の考え方】 盛込み済

 計画案１ページ「第１章 ２ 計画の位置づけ」に記載のとおり、本計画と関連

した他の計画があり、その中の指標により進捗管理をしています。また、計画案

36 ページに記載の「子供の貧困対策の大綱に定める国の指標との比較」等で、総

合的な形で進捗管理をしていきたいと考えています。 

要

望

18

計画案 35 ページに記載の「２ 計画の進捗管理」について、分野３の

管理指標をボランティアの数にするのは、施策推進をボランティア頼み

にしていると誤解される恐れがあります。子ども支援の基盤はしっかり

とした公的制度です。たった３つしかない指標の一つにボランティア数

を入れないでほしい。 

また進捗管理の指標とするならば、36 ページの項目に従ってもよいの

ではないでしょうか。（計画案 35 ページ） 

提

案

６

子どもを支援するボランティアの数を増やす、ということはＮＰＯの

役割であって行政の役割ではありません。公助としての指標を掲げても

らいたい。地域の支え合いを強化するために企業や民間団体の活動保障

にかかわる指標を願います。（計画案 35 ページ） 

【市の考え方】 今後の参考意見

ご意見として承ります。「分野３ 支援体制づくりに関する支援」では、子ども

の貧困対策を行政だけで行うのではなく、地域の支援団体や地域住民の参画により、

社会全体で子どもの支える意識や体制を整えることを目指しています。子どもの貧

困問題を地域の課題として捉え、支援に携わろうとする住民が増えることが望まし

いことから、ボランティアとして参画する人数を指標に加えております。 
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提

案

７

計画実施後のビジョンの変化は指標になると思うが、進捗管理は３年

後ではなく、せめて年ごとに確認してはいかがでしょうか。（計画案 35

ページ） 

【市の考え方】 その他

計画案 35 ページの「２ 計画の進捗管理」に記載のとおり、計画の進捗管理の

ため、最終年度に向け、今回の計画策定時の実態調査と同様の手法等で状況把握を

行います。 

また、計画期間中は毎年把握可能な内容については、計画案 36 ページに記載の

「子供の貧困対策の大綱に定める国指標との比較」にある全国値と本市の状況の比

較等を行いながら、子育て世帯の状況把握に努めてまいります。

提

案

８ 

令和６年度が計画の最終年度ということは、令和７年まで、事業の見

直しを行わないということですが、間があきすぎの印象があります。算

出根拠、目標値の設定等もあわせて精査し、施策の進捗状況を的確に把

握し検討を行うべきと思います。（計画案 35 ページ） 

【市の考え方】 その他

本計画は、子どもの貧困対策を総合的に推進するために、各担当課の事業を施策

ごとに分類整理したものです。施策については、計画期間中は継続して取り組む必

要があることから、令和７年３月まで見直しは行いませんが、各担当課の事業の内

容については、効果的な成果が得られるよう必要に応じて毎年度見直しを行います。

質

問

28 

計画案 36 ページには、平成 30 年度における市のスクールカウンセラー

配置率 100％と示されています。これは、常駐されているという意味では

なく、すべての学校へ配置されていると捉えてよろしいでしょうか。（計

画案 36 ページ） 

【市の考え方】 その他

令和３年度の配置人数は、55 人です。拠点校や単独校の、市立小・中学校、高

等学校に配置することにより、いじめや不登校などの児童・生徒の問題行動に対応

しています。すべての学校に１人配置しているわけではありません。 
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取り組み一覧（14件） 

質

問

29 

取り組み一覧を見ると膨大な、やらなければならない事があります。そ

の中で、子育て支援課自体はどのくらいの規模でやっているのでしょう

か。（計画案 37 ページ） 

【市の考え方】 その他

子育て支援課では子どもの貧困対策事業だけでなく、様々な子育て支援の関連事

業を所管しており、現在 27 名が従事しています。なお、取り組み一覧にある関連

事業には、区役所にて申請や相談に対応している事業もあり、数多くの職員が子ど

もの貧困対策事業に関与しています。 

質

問

30 

浜松市は全国に先駆けて１年生～３年生まで 30 人学級、小学４年生～

中学３年生まで 35 人学級を実施しています。ただ、教室不足の時は実施

しないとなっています。教室不足で実施できない場合、そのほかの方法

（教員の加配とか、担任以外に専科教員を配置するとか等）で、30 人学

級相当の手厚い支援をしていますか。（計画案 37 ページ） 

【市の考え方】 盛込み済

はままつ式少人数学級の該当であっても教室不足や学校運営上の判断等で学級

を増やさない場合には、該当の学年に担任外の教員等を配置し、きめ細やかな指導

ができるように対応しています。 

はままつ式 30 人学級編制については、令和２年度に小学校１～３年生まで拡充

したところなので、今後はその効果を検証していきます。 

要

望

19 

中学を卒業して進学をしない、あるいは高校を中途退学したこどもの

支援があまりないように感じます。また、そうした子ども（親も含め）

の学び直しの機会が制度として保障されると良いと思います。（同様の意

見 他２件）（計画案 41 ページ） 

要

望

20 

取り組み一覧をみると、あきらかに義務教育から外れた高校生等や青

年が対象となる支援策が手薄であることがわかります。そのためには柔

軟な対応が可能なＮＰＯなどの民間資源との協働をすすめることが必要

ではないでしょうか。（同様の意見 他１件）（計画案 41 ページ） 

【市の考え方】 今後の参考意見 

中学卒業後の進路は、高校への進学や就業等進路が様々にわたるため、一律の支

援は難しいですが、困難を抱える若者に対しては、関係機関、ＮＰＯ等と協力して

対応していく必要があります。ご意見につきましては、今後の参考にさせていただ

きます。 
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提

案

９ 

事業規模がこれだけではわかりません。事業費数十万円も数千万円も

同じひと枠で掲載されているが、公的資金がどれほど投入されるのかは

効果の検証で必要と思います。 

また、従来から実施されているものと新たに創設されたものなど、事

業の経年数が併記されてほしい。年数の重みや新鮮さから、取り組みの

方針がわかりやすいと思います。（計画案 37 ページ）

【市の考え方】 その他

 ご意見として承ります。予算は毎年度金額が変わるため、今後３年半の計画に掲

載することは難しいと考えます。ただし、ご指摘のとおり効果の検証の際は、事業

費を踏まえた上で検証していきます。 

質

問

31 

子どもの貧困対策として、全国でさまざまな取り組みがなされている中

で、市の独自性はあるか教えてほしい。（計画案 37 ページ） 

【市の考え方】 その他

 計画案 37 ページから、関係各課における取り組み一覧を示していますが、表中

には国からの補助を受け実施しているもののほか、市が独自に進める取り組みも含

んでいます。計画を推進する中でどのような取り組みが必要であるか見極め、市独

自の支援ができるかを含め検討していきます。 

要

望

21 

学習支援事業で、アウトリーチ型（その他の項目）が民間で実施され

ているが、学習支援の形の一つとして公的支援に組み入れてはどうでし

ょうか。多くの人と関われない、決められた場所に行けない児童生徒が

います。（計画案 38 ページ） 

【市の考え方】 今後の参考意見

浜松市で行っている学習支援事業は、子どもの居場所としての機能もあるため、

一定の場所に集まって学習支援を行っています。多くの人と関われない、決められ

た場所に行けない児童生徒もいることを把握していますので、今後の参考にさせて

いただきます。 

提

案

10 

計画案 41 ページ「② 子どもの進学や就労を支援する取り組み」、計

画案 52 ページ「② 支援団体と行政機関の連携強化」に対する企業経営

者や採用担当者の理解が深まるように、また障がいのある子どもたちへ

温かい支援が広がるように、関連事業に地元企業の参加を求めることは

できますか。（計画案 41 ページ４） 

【市の考え方】 盛込み済

すべての学校に配置した発達支援コーディネーターが中心となり様々な進路情

報を保護者に提供しているほか、一部の中学校では、企業から内職の仕事をいただ

き作業学習を行うなど、将来子ども一人一人がより豊かに生きる力を身につけるた

めの取り組みを実施しています。 
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要

望

22 

親はどうあれ子どもは医療も教育も与えられるのがあるべき姿ではな

いのでしょうか。子どもが自ら声を挙げられ子どもの考えに沿った環境

を創るようにしていただきたい。（計画案 43 ページ） 

【市の考え方】 今後の参考意見

  医療費については、子ども医療、母子家庭等医療費助成により、通院・入院に係

る医療費の負担の軽減を行っています。教育についても、経済的理由により就学困

難な小・中学生に対しましては就学援助により支援を行っています。 

学校等と協力し、子ども自身がＳＯＳの声を挙げやすくなるよう連携してまいり

ます。 

要

望

23

不登校児や外国人子ども、発達支援教育が必要な子ども支援の事業等、

子どもだけでなく家庭へも支援は必要と思われますが、各現場で対応を

任されているのが現状です。それは、対応する人により支援が厚くも薄

くもなるということです。制度化を希望します。（計画案 43 ページ） 

【市の考え方】 盛込み済

計画案 43 ページ以降の取り組み一覧で「【分野２】保護者（家庭）に関する支援」

に記載のとおり、家庭へ引き続き支援を行ってまいります。 

要

望

24 

子どもの貧困対策に貸付事業はそぐわないのではないかと考えてい

る。将来の「貧困の連鎖」を防ぐため、予算に限りはあるが、給付型の

取り入れを検討できないか。（計画案 45 ページ） 

【市の考え方】 今後の参考意見

児童扶養手当の給付や保護者の資格取得に係る給付事業などについては継続し

て実施します。貸付事業については、条件により返済免除の条件付貸付事業もあり

ます。給付型助成制度は、国の事業をもとに実施していく中で今後の参考にさせて

いただきます。
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参考資料（２件） 

質

問

32 

ダイジェスト版の生活困窮群について、計画案の 57 ページ以降にアン

ケート調査があるが、どのような状態でアンケートを取ったのでしょう

か。（計画案 57 ページ） 

【市の考え方】 その他

困窮群の規定値については、調査対象となった方々を所得の高い順に並べ、その

中央の方の所得の１／２に満たなかった方を困窮群として捉えています。額は平成

30年の国民生活基礎調査時の所得中央値の253万円を基準値として使っています。

アンケートの実施については、小学５年生、中学２年生を対象として無作為に抽出

し、郵送によって実施した結果です。 

要

望

25 

保護者アンケートの学習支援のニーズからは、生活困窮家庭で約 60％

が使ってみたいと答えていますが、それと同時に困窮群・ひとり親は帰

宅時間が遅い。学習支援教室までの送迎が難しいことは明らかです。各

中学校区に２か所以上無料の学習支援教室ができていないのであれば、

送迎は必須と思います。（計画案 65 ページ） 

【市の考え方】 今後の参考意見

ご意見として承ります。ひとり親家庭では、保護者が夜遅くまで仕事をしている

場合があるため、学習支援事業で送迎の支援も検討します。 
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その他（12件） 

その他 行政サービスに係ること（３件） 

質

問

33 

行政からの説明が難しく相談や支援にたどり着く機会が少なくなって

いると思います。書類の作成が難しい場合に市の職員がサポートするよ

うなことはしていますか。 

【市の考え方】 その他

書類の作成については、記載例を用意するなど受付窓口で職員が丁寧な説明をす

るように努めています。 

質

問

34 

福祉サービスは申請をしないといただけないし申請後の手順を伴走型

で見守っていただきたいが、対策はどのように考えていますか。

【市の考え方】 盛込み済

「生活自立相談支援センターつながり」や「ひとり親サポートセンター」では生

活困窮世帯やひとり親世帯の抱える課題に応じ、課題解決に向けた支援計画を立て

ながら、相談者に寄り添った支援を行っています。 

また、心身の状況等により、保護者が福祉サービスの利用申請を自力で行うこと

が難しい場合には、子どもの最善の利益を確保する観点から、各区社会福祉課の家

庭児童相談室等において、福祉サービスの利用に関するコーディネートを行い、必

要な福祉サービスに結び付けています。 

質

問

35 

市民の収入は行政で把握していると思いますが、その中で収入が少な

く困窮しているのではないかと思われる家庭について把握されているの

か、行政側からアプローチしているのか、その辺の連携は可能なのか教

えてください。

【市の考え方】 その他

個人情報保護の関係で、行政では、本人の承諾なしに所得等を確認することはで

きません。行政からの困窮家庭へのアプローチについては、児童扶養手当受給者へ

の通知発送にあわせて、支援サービスのチラシを同封するなど、支援を必要とする

世帯に情報が届くようにしています。 

その他 ヤングケアラーに係ること（３件） 

提

案

11 

ヤングケアラー（本来大人が担うと想定されている家事や家族の世話

などを日常的に行っている児童等）に対する支援が計画に記載されてい

ないことについて（同様の意見 他１件）

【市の考え方】 今後の参考意見

ヤングケアラーについては、国が支援に向けたプロジェクトチームを立ち上げた

ところであり、現在のところ取り組みの方針等が示されていないため、本計画には
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記載しておりません。今後の国の動向等を注視しながら、ヤングケアラーへの支援

を検討してまいります。 

質

問

36 

スクールソーシャルワーカーのヤングケアラーに対する対応状況につ

いて伺いたい。

【市の考え方】 その他

今までネグレクトとしてかかわってきたケースの中で親の介護や兄弟の世話に

追われヤングケアラーとなっていると思われる事例に対し、各区社会福祉課や支援

機関等と連携して支援を行っています。 

その他 障がいのある子どもの支援に係ること（１件） 

提

案

12 

一般の方や企業に対して障がいのある子どもたちへの理解を得られる

ような支援があるかを伺いたい。

【市の考え方】 今後の参考意見

本計画の関連計画として、「浜松市障がい者計画」があり、計画を所管する部署

と今後も連携を図り、対策を検討してまいります。 

その他 教育制度に係ること（２件） 

要

望

26 

子どもの貧困に差がつくのは教育制度に問題がある。誰もが教育を無

償で受けられるように改革していく必要がある。

【市の考え方】 盛込み済

義務教育においては、授業料が無償であることに加え、法律に基づき教科書を無

償で給与しています。また、困窮世帯に対しては、学用品費や給食費を援助する就

学援助制度を設けています。 

要

望

27 

外国人児童生徒については、学力についての保障だけでなく、日本文

化への理解をすすめ、生活習慣等への支援をしていかなければ、学校生

活になじみにくいと思います。生活への支援が必要と感じます。また、

保護者への支援の視点も必要かと思います。

【市の考え方】 盛込み済

外国人児童生徒が小中学校へ通うことができるよう支援員を配置したり、日本語

が理解できない新１年生とその保護者に対し、就学前に初期適応指導を行ったりし

ています。新入学や編転入の際には学校生活のきまりや保護者の心構え等、通訳を

交えて就学ガイダンスを実施しています。また、学校において保護者面談で通訳が

必要な場合には派遣をしています。さらに教育総合支援センターに常駐しているバ

イリンガル相談員が、外国人児童生徒の保護者の問い合わせに対応しています。 
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その他 支援策に係ること（３件） 

提

案

13 

取り組みの文言が「母子家庭」「ひとり親家庭」と表記がまちまちなた

め、文言は統一された方がいいのではと思います。また、「ひとり親家庭」

になる経緯には「離婚」「死別」等が考えられますが、浜松市の離婚率が

高まっているのであれば、「ひとり親家庭」になる前の段階での家庭支援

等が行き届くと「生活困窮家庭」を生み出さない事に繋がると思うので

すが、「離婚率」と「生活困窮家庭の増加」の関係性があれば教えてくだ

さい。

【市の考え方】 その他

本計画においては、「ひとり親家庭」の表記で統一しています。ただし、「母子家

庭」と「父子家庭」を区別して言う場合と、「母子家庭等医療費助成制度」、「母子

家庭等就業自立支援事業」など制度の名称が、「母子家庭」と決められている場合

には、「母子家庭」の表記にしています。 

本計画では、ひとり親世帯の所得状況は示していますが、「離婚率」と「生活困

窮家庭の増加」の関連は分析していません。 

要

望

28 

確定申告書の項目においては「寡婦・ひとり親控除」がある。しかし、

国の施策は十分とは言えない。浜松市独自の優遇措置を検討できないか。

【市の考え方】 盛込み済

浜松市独自の制度としては、児童扶養手当を受給している受給者に対し、第２子

以降の加算となるひとり親家庭等自立支援手当や母子家庭等医療費助成事業など、

浜松市独自の優遇措置を実施しています。 

要

望

29 

家庭学習について、パソコンが無い人はどうするのか議論になりまし

た。他の子ども達にそういう子どもの家庭環境を気付かせないことも大

切ではないでしょうか。

【市の考え方】 盛込み済

困窮世帯の支援を行う際には、他の児童等に家庭の困窮状況を悟られない配慮が

必要です。市では、困窮世帯の子どもを対象とした学習支援事業を実施しています

が、対象世帯に絞った利用案内を行うなど、子どもが参加しやすいように配慮をし

ています。 
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39

(資料２)



目 次 

第１章 計画の策定にあたって ........................................................................ 1
１ 計画策定の趣旨 ................................................................................ 1 
２ 計画の位置づけ ................................................................................ 1 
３ 計画の期間 ...................................................................................... 2 
４ 計画における支援対象者 ..................................................................... 2 
５ 計画を推進するうえでの配慮事項 ......................................................... 2 
６ 前プロジェクトの成果と課題 ............................................................... 2 

第２章 子どもの貧困の現状と課題 .................................................................. 5
１ 全国の子どもの貧困の状況 .................................................................. 5 
２ 本市の子どもの状況 .......................................................................... 6 
３ 各種調査の概要 ............................................................................... 11 
４ 調査結果等からの考察（課題の整理） ................................................... 18 

第３章 計画の基本的な考え方 ...................................................................... 21
１ 子どもの貧困問題の捉え方 ................................................................. 21 
２ 前プロジェクトからの支援体制の継続 ................................................... 21 
３ 計画を推進するうえでの基本的な視点 ................................................... 22 
４ 本市の目指す姿 ............................................................................... 23 
５ 分野ごとの基本方針 ......................................................................... 23 
６ 施策の体系 ..................................................................................... 24 

第４章 施策の展開  .................................................................................. 25
分野１ 子どもに関する支援  ..................................................................... 25 
（施策１）子どもの学びを支える教育支援  ................................................. 25 
（施策２）子どもの育ちを支える生活支援  ................................................. 26 
（施策３）子どもの将来を支える自立支援  ................................................. 27 

分野２ 保護者（家庭）に関する支援 ........................................................... 28 
（施策４）生活を安定させる経済的支援  .................................................... 28 
（施策５）保護者の就業を支える就労支援  ................................................. 29 
（施策６）保護者を孤立させない相談支援  ................................................. 30 

分野３ 支援体制づくりに関する支援  .......................................................... 31 
（施策７）子どもの貧困を早期発見する仕組みづくり ..................................... 32 
（施策８）子ども支援ネットワークの充実 ................................................... 33 
（施策９）社会全体で子どもを育む意識の醸成  ............................................ 34 

第５章 計画の推進 .................................................................................... 35
１ 計画の推進体制 ............................................................................... 35 
２ 計画の進捗管理 ............................................................................... 35 

取り組み一覧 ............................................................................................. 37 
参考資料 ................................................................................................... 55 

40



第１章 計画の策定にあたって
１ 計画策定の趣旨                            
平成 26 年１月に「子どもの貧困対策の推進に関する法律」（以下「法律」という。）が施行さ

れたことを受け、同年 8月に「子供の貧困対策に関する大綱」（以下「前大綱」という。）が閣
議決定されました。 
本市では、「第１期浜松市子ども・若者支援プラン（平成 27 年 3月策定）」において前大綱で

示された子どもの貧困対策に関する 4つの重点施策を掲げ、子どもの貧困対策支援体制整備計
画として「子どもの未来サポートプロジェクト（平成 29 年 3 月策定）」（以下「前プロジェクト」
という。）により、地域と連携した子どもの支援に取り組んできました。 
令和元年 6月には法律が改正され、その目的に子どもの将来だけでなく現在も含めた対策を

図り、貧困解消に向けて児童の権利に関する条約の精神にのっとり推進することが明記されまし
た。そして、同年 11 月には新たな「子供の貧困対策に関する大綱」（以下、「大綱」という。）
が閣議決定され、これまで以上に効果的な取り組みを進めていくことが求められました。 
これを受けて、本市では、すべての子どもたちが前向きな気持ちで夢や希望を持つことのでき

る社会を目指すとともに、子育てや貧困の問題を家庭のみの責任とするのではなく、社会全体で
支えることができる地域づくりを目指した施策を推進していくため、前プロジェクトを見直し、
改定することとしました。 

２ 計画の位置づけ                            
本計画は、「第 2期浜松市子ども・若者支援プラン（令和 2年 3 月策定）」に記載の「子供の

貧困対策の充実」を総合的に推進するために、必要な施策を整理するもので、法律第 9条に定
める本市の子どもの貧困対策計画として位置づけます。 
なお、推進にあたっては、法律や大綱の方針等との整合性を取り、他の関連計画との連携を図

ります。 

浜 松 市 総 合 計 画

浜松市子ども・若者支援プラン

子どもの未来サポートプロジェクト
（浜松市子どもの貧困対策計画）

浜松市障がい者計画

浜松市健康増進計画

浜松市地域福祉計画

浜松市教育総合計画
関
連
計
画

整合性

連
携

（関連法令等）
■子どもの貧困対策の推進に関する法律

■子供の貧困対策に関する大綱
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３ 計画の期間                              
上位計画の「浜松市総合計画」や「第 2期浜松市子ども・若者支援プラン」の終期が令和 6

年度末であることを踏まえ、令和 3年 10 月から令和７年 3月までを計画期間とします。 

４ 計画における支援対象者
（１）年齢層等 

概ね 20 歳前後までの子どもとその保護者及び妊娠中の親 

（２）家庭状況等 
①経済的困窮状態にある又は困窮するおそれのある家庭 
②経済的な困窮の状況に関わらず、保護者の疾病等により支援が必要な家庭 

５ 計画を推進するうえでの配慮事項                   
（１）児童の権利に関する条約の精神にのっとった計画の推進 

令和元年 6月に成立した「子どもの貧困対策の推進に関する法律の一部を改正する法律」
において、子どもの貧困の解消に向けて、児童の権利に関する条約の精神にのっとり、対策
を総合的に推進することが目的として明記されました。 
本計画においても、児童の権利に関する条約の精神にのっとり、子どもの最善の利益が優

先して考慮されるよう努めるものとします。 

（２）SDGｓ（持続可能な開発目標）の視点を踏まえた計画の推進 
平成 27 年 9 月に国連総会決議において持続可能な開発目標（SDGs）が採択され、「誰一

人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現を目指して 169 のターゲット
を伴う 17 の目標が定められました。 
本市では平成 30 年 6 月に「SDGs 未来都市」に選定されており、本計画の取り組みも SDGs

の視点を踏まえて各施策を推進します。 

（３）新型コロナウイルス感染症の影響に配慮した計画の推進 
新型コロナウイルス感染症の感染拡大に起因する経済状況や生活の変化等により、これま

で以上に子どもや保護者が困窮してしまう可能性があることから、支援対象者の生活状況の
把握等に努め、制度の柔軟な運用や変化に対応した支援策の検討などにより、計画を推進し
ます。 
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６ 前プロジェクトの成果と課題                      
本市における子どもの貧困問題の実態把握をするため、平成 28 年 8月に子どもの生活実態調

査等を行い、その結果を踏まえ、「子どもの未来サポートプロジェクト」を平成 29 年 3 月に策
定しました。 
前プロジェクトでは、地域で子どもを支える体制づくりに必要な取り組みとして、「（１）連携

を強化する」「（２）支援機関を増やす」「（３）理解者を増やす」の 3つの柱を立て、具体的な
事業を展開しました。 

（１）連携を強化する 
①成果 
・地域での子ども支援の活動を促進させる調整役として、子ども支援コーディネーターを
市社会福祉協議会に配置したことで、支援団体間の連携が図られ、地域活動が活性化さ
れました。 

・地域で活動する団体との連絡会の開催や、各地域での活動の情報収集を行い関係機関に
周知するなど、連携しやすい環境整備を行いました。 

②課題 
・地域の支援者が関わった児童の情報を行政や学校等と共有したうえでの連携については、
個人情報保護の観点等から課題が残っています。 

（２）支援機関を増やす 
①成果 
・子ども支援コーディネーターの配置により、学習支援や子ども食堂などの運営に関する
助言や連携先の情報提供を行うことで、地域で子ども支援に取り組む団体が 20 会場以上
増加し、地域の社会資源が充実しました。 

・民間団体等への委託により、市民ニーズの高かった学習支援事業を 21 会場 22 教室で実
施することができました。 

②課題 
・学習支援の会場数は増加したものの、設置されていない地域もあることから、より通い
やすいエリアへの増設が求められています。 

（３）理解者を増やす 
①成果 
・子どもの貧困をテーマにした講演会の開催等により、子どもへの支援の必要性や子ども
の貧困が与える影響等について発信し、市民の関心を高めることができました。 

・子どもの貧困問題に関心を持った市民や企業等から、子ども食堂等への支援の申し出が
増加し、子ども支援コーディネーターを経由し、活動団体へ提供することができました。 
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②課題 
・民間企業等への啓発等の働き掛けについては、好事例を上手く情報発信するなど、さら
に取り組みを強化し、地域の活動団体が地元の企業等によるバックアップを受けながら、
持続的な活動ができる仕組みの構築が求められます。 

（参考）市で把握できている社会資源の推移 
【1】学習支援事業の会場数 

※その他は、アウトリーチ型で実施。 

※民間は、現在活動休止中の団体も含む。 

【2】子ども食堂・居場所の数 

※子ども食堂は、現在活動休止又は配食に転換して実施の会場も含む。 

※居場所は、民間が実施している無償又は低額で子どもが安心して利用できる地域の場所。 

【前プロジェクト策定時（H28.11時点）】
中区 東区 西区 南区 北区 浜北区 天竜区 計

子ども食堂 2 1 0 0 0 0 0 3
居場所 0 0 0 0 0 0 0 0
計(A) 2 1 0 0 0 0 0 3

【現状（R3.1時点）】
中区 東区 西区 南区 北区 浜北区 天竜区 計

子ども食堂 2 3 1 3 0 1 0 10
居場所 2 0 0 1 1 0 0 4
計(B) 4 3 1 4 1 1 0 14

中区 東区 西区 南区 北区 浜北区 天竜区 計
差（B-A) 2 2 1 4 1 1 0 11

【前プロジェクト策定時（H28.11時点）】
中区 東区 西区 南区 北区 浜北区 天竜区 その他 計

市委託 3 2 0 0 0 0 0 0 5
民間 4 3 0 2 0 0 0 1 10
計(A) 7 5 0 2 0 0 0 1 15

【現状（R3.1時点）】
中区 東区 西区 南区 北区 浜北区 天竜区 その他 計

市委託 10 2 3 2 2 2 1 0 22
民間 5 7 0 2 1 0 0 1 16
計(B) 15 9 3 4 3 2 1 1 38

中区 東区 西区 南区 北区 浜北区 天竜区 その他 計
差（B-A) 8 4 3 2 3 2 1 0 23
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第２章 子どもの貧困の現状と課題

１ 全国の子どもの貧困の状況                       
（１）子どもの貧困率※

国の調査における平成 30 年の「子どもの貧困率」は 13.5％で、約 7人に 1 人の子どもが
相対的貧困の状態にあります。 
また、「大人が１人の貧困率」は 48.1％で、約 2 人に 1 人が相対的貧困の状態にあり、

「大人が２人以上の貧困率」の 10.7％に比べて大幅に高くなっています。 

■子どもの貧困率の推移（抜粋） 

出典）令和元年国民生活基礎調査（厚生労働省） 

※ 子どもの貧困率  
厚生労働省の「国民生活基礎調査」で示される指標で、相対的貧困の状態にある 17 歳以下の
子どもの割合を指します。相対的貧困とは、国民を等価可処分所得額（世帯の可処分所得を世
帯人員の平方根で割って調整した所得額）の順で並べて、真ん中にいる人の額（所得中央線）
の半分の額（貧困線）に満たない額で生活している状態を指します。 
（ P.12【参考】等価可処分所得から困窮群を設定する方法（貧困線等の設定の考え方）を参照）

14.2 15.7 16.3
13.9 13.5

54.3
50.8

54.6
50.8

48.1

10.2
12.7 12.4 10.7 10.7

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

H18 H21 H24 H27 H30

子どもの貧困率 大人が１人 大人が２人以上

（％）

注）「大人」とは、子どもを扶養する 18 歳以上の世帯員を指すため、「祖父母」や

「18 歳以上の兄姉」などの親以外の世帯員も含まれます。 

大人が１人

子どもの貧困率

大人が２人以上
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２ 本市の子どもの状況                          
（１）生活保護世帯に属する子どもの状況 

被保護実人員、19 歳以下の被保護実人員及び 19 歳以下の人口に対する比率は、減少傾向
にあります。 
生活保護世帯に属する中学校卒業者の進学率は全中学校卒業者を下回っており、就職など

の割合が高くなっています。 

■19歳以下の被保護実人員及び人口比率の推移 

出典）被保護者調査（厚生労働省）・浜松市人口統計 

■中学校卒業後の進学率及び就職率（平成 29 年度） 

出典）浜松市健康福祉部福祉総務課・学校基本調査（文部科学省） 

91.5

99.0

1.7

0.1

6.8

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生活保護世帯に属する

中学校卒業者

全中学校卒業者

進学率 就職率 その他

7,325 7,223 7,211 7,149 7,002 

1,057 996 967 898 827 

0.70% 0.67% 0.65%
0.61%

0.57%

0.00%

0.10%

0.20%

0.30%

0.40%

0.50%

0.60%

0.70%

0.80%

0

1,000

2,000
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5,000

6,000

7,000

8,000
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被保護実人員数 被保護実人員数（19歳以下） 19歳以下人口に対する比率

（人）

19
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（２）ひとり親世帯の状況 
母子家庭の世帯数は増加傾向にあり、平成 17 年から平成 27 年の対比で 12.6％増となっ

ています。一方、父子家庭の世帯数は緩やかな減少傾向にあります。 
児童扶養手当受給世帯数については、年々減少傾向にありますが、18 歳以下の児童人口に

占める児童扶養手当対象の子どもの割合の推移は、ほぼ横ばいとなっています。 

■母子家庭・父子家庭の世帯数の推移 

※平成 12 年度以前の世帯数は、合併前の旧浜松市の数値。 
出典）国勢調査 

■児童扶養手当受給世帯数の推移 

出典）福祉行政報告例（厚生労働省） 

2,242 2,515 
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5,000
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※ ※ 
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■児童扶養手当受給世帯の子どもの数の推移 

出典）浜松市こども家庭部子育て支援課・浜松市人口統計 

（３）就学援助受給者の状況 
就学援助受給者数及び援助率は増加傾向にあります。 

■就学援助受給者数の推移 

出典）浜松市教育委員会・就学援助実施状況等調査結果（文部科学省初等中等教育局修学支援
プロジェクトチーム）
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（４）不登校児童生徒の状況 
市立小中学校における不登校児童生徒数は小学校、中学校ともに増加傾向にあります。 

■市立小中学校の不登校児童生徒数の推移 

（５）発達支援学級在籍児童生徒の状況 
市立小中学校における発達支援学級在籍児童生徒数は小学校、中学校ともに増加傾向にあ

ります。 

■市立小中学校の発達支援学級在籍児童生徒数の推移 
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（６）外国人児童生徒数等の状況 
市立小中学校における外国籍児童生徒数は増加傾向にあり、日本語指導が必要な児童生徒

数も増加しています。 

■市立小中学校に在籍する外国籍児童生徒数及び日本語指導が必要な児童生徒数の推移 

（７）児童養護施設等入所児童等の状況 
児童養護施設等の施設入所児童数は減少傾向にあり、平成 26 年度と平成 30 年度の対比で

20％減となっています。一方、里親委託児童数は増加傾向であり、平成 26 年度と平成 30
年度の対比で 19％増となっています。 

■児童養護施設等入所児童数等の推移（各年度末時点） 
（人） 

出典）福祉行政報告例（厚生労働省） 
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■（参考）平成 30 年度における中学校卒業後の進路（全国） 

出典）厚生労働省家庭福祉課調べ・学校基本調査 

３ 各種調査の概要                            
（１）子どもの生活実態調査 

保護者の経済的状況などが子どもの生活等に与える影響や保護者が抱える困りごとなど、
子どもの貧困による課題等の把握するための調査を以下のとおり実施しました。 

①調査の概要 
ア 調査項目 

保護者調査 子ども調査
・あなたと世帯のことについて 
・お子さんの両親について 
・家計状況について 
・お子さんとの関わりやお子さんの将来について 
・子育ての悩みや子育て支援の制度について

・あなたのことについて 
・健康や食事のことについて 
・ふだんの生活のことについて 
・学校生活や勉強のことについて 
・ふだん感じていることについて

イ 調査対象 
  ・市内の小学 5年生の子ども及び保護者 3,000 世帯（無作為抽出） 
 ・市内の中学 2年生の子ども及び保護者 3,000 世帯（無作為抽出） 
ウ 調査方法 

  ・郵送配布、郵送回収 
エ 調査期間 
 ・令和 2 年 9 月 7日 令和 2年 9 月 25 日 
オ 回収状況 

  ・発送数 6,000 世帯 ・有効回収数 3,071 世帯 ・有効回収率 51.18％
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②分析結果 
ア 群設定 
調査結果の分析にあたり、世帯の所得状況と世帯構成による群設定をします。 

ⅰ．所得に基づく群設定  
世帯所得と世帯人員から次のとおり 3群に分類しました。 

※1 世帯の所得等を「世帯人数の平方根」で除した値（国民生活基礎調査の基準）。 
本調査では、平成 30 年の国民生活基礎調査で算出された中央値 253万円を参考に、回答者を 3
群に分類しました。

■各群の割合（所得状況）            （有効回答数 2,779 世帯） 

生活困窮群 （困窮群） 238 世帯 8.6％
生活困窮予備群（予備群） 385 世帯 13.8％
一般群 （一般群） 2,156 世帯 77.6％
有効回答数 2,779 世帯 100％

注）この群設定は目安であり、困窮群・予備群に該当した世帯が必ずしも実際の生活で困窮しているとは限りません。 
また、可処分所得の算出等を簡便に行っていることから、国が公表する相対的貧困率との単純比較はできません。 

【参考】等価可処分所得から困窮群等を設定する方法（貧困線等の設定の考え方） 

 生活困窮群 （困窮群） : 等価可処分所得※1が中央値の 1/2 以下相当
 生活困窮予備群（予備群） : 等価可処分所得が中央値の 1/2 超 3/4 以下相当
 一般群 （一般群） : 等価可処分所得が中央値の 3/4 超相当

困窮群

8.6%
予備群

13.8%
一般群

77.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

等
価
可
処
分
所
得

中央値

中央値の3/4

中央値の1/2

所得中央線

困窮群

人数

相対的貧困率 ＝ X ÷ ｎ × 100（％）

ｎ１ ｎ/2（中央の人）

②「等価可処分所得」を低い順に並べる。１番目 ｎ番目

①「等価可処分所得」を算出
世帯の「可処分所得」を
「世帯員数」の平方根で割る。

③「ｎ/2」の特定
【真ん中の人】

④「所得中央値」の算出
【真ん中の人の
等価可処分所得】⑤「貧困線」の算出

【所得中央値の50％】

⑥貧困線を下回る
人数（X人）を特定

X

H30国調査時の
所得中央値

【253万円】
（※本市調査での世帯区分
の基準額とした）

一般群

貧困予備線

貧困線

困窮予備群
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ⅱ．世帯構成に基づく群設定  
保護者がひとり親、ふたり親の２群に分類しました。 

■各群の割合（ひとり親・ふたり親）         （有効回答数3,059世帯） 

ひとり親世帯（ひとり親） 324 世帯 10.6%
ふたり親世帯（ふたり親） 2,735 世帯 89.4%
有効回答数 3,059 世帯 100％

■ひとり親世帯の所得状況               （有効回答数288世帯）

生活困窮群 （困窮群） 120 世帯 41.7%
生活困窮予備群（予備群） 70 世帯 24.3%
一般群 （一般群） 98 世帯 34.0％
有効回答数 288 世帯 100％

注）この群設定は目安であり、困窮群・予備群に該当した世帯が必ずしも実際の生活で困窮しているとは限りません。 
また、可処分所得の算出等を簡便に行っていることから、国が公表する相対的貧困率との単純比較はできません。 
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イ 調査結果の概要 
ⅰ．困窮群、予備群、ひとり親の子どもの状況について 

【学習面】 
  ・授業が「いつもわかる」、「だいたいわかる」の合計の割合が一般群、ふたり親の子どもが

約７割であるのと比べて、困窮群、ひとり親の子どもは約５割でした。授業が分からなく
なった時期は、「小学 3・４年生」からとする子どもの割合が高くなっています。（参考資
料 P.57-1-（1）-①-ア、P.58-1-（1）-①-イ） 

  ・一般群、ふたり親の子どもに比べて、家庭に集中して勉強できる環境が「ない」の割合が
高く、放課後に勉強や宿題をする時間が短い傾向にあります。（参考資料 P.59-1-（1）-
①-エ、P.59-1-（1）-②-ア） 

  ・子ども自身が望む将来の進学希望では、一般群、ふたり親の子どもに比べて、「高校まで」
を希望する割合が高く、「大学・大学院まで」を希望する割合が低い傾向にあります。（参
考資料 P.58-1-（1）-①-ウ） 

 【生活面】 
  ・就寝時間が遅く、決められた時間に起きられない割合が高い傾向にあり、遅刻を経験した

割合も高くなっています。（参考資料 P.60-1-（1）-②-イ・ウ・エ） 

 【健康・食事】 
  ・困窮群、ひとり親の子どもで、健康状態が「良い」の割合が低い傾向にあり、困窮群の子

どもは通院・投薬の割合も低い傾向にあります。（参考資料 P.61-1-（1）-③-ア・イ） 
  ・毎日朝食を食べる割合が低く、給食以外の食事で毎日野菜を食べる割合も低い傾向にあり

ます。（参考資料 P.61-1-（1）-③-ウ、P.62-1-（1）-③-エ） 

 【こころ】 
  ・「学校に行きたくないことがよくあった」の割合が高い傾向にあります。（参考資料 P.62-1-

（1）-④-ア） 
  ・「自分には長所がある」、「自分のことが好きだ」、「孤独を感じることはない」の「とても

思う」の割合が低く、「あまり思わない」、「思わない」の割合が高い傾向にあります。（参
考資料 P.62-1-（1）-④-イ、P.63-1-（1）-④-ウ・エ） 

  ・困っていることや悩んでいること、誰かに相談したいことは、「家・学校での生活のこと」、
「勉強・進学のこと」、「自分自身のこと」が多い傾向にあります。（参考資料 P.64-1-（1）
-④-オ） 

 【支援サービスの利用ニーズ】 
  ・どの群の子どもも、「使ってみたい」、「興味がある」の合計の割合が、学習支援は約 5割、

子ども食堂は 3割以上となっています。（参考資料 P.65-1-（1）-⑤-ア・イ） 
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ⅱ．困窮群、予備群、ひとり親の保護者の状況について 
【経済状況】 

  ・子どもにお小遣いを渡す、学習塾や習い事の利用が「経済的にできない」の割合や、子ど
もの将来のために「貯蓄したいが、できていない」の割合が高い傾向にあります。（参考
資料 P.66-1-（2）-①-ア・イ・ウ、P.67-1-（2）-①-エ） 

  ・子どもの進路について、希望する進路は「大学まで」の割合が高い傾向にありますが、保
護者が考える現実的な進路は「高校まで」の割合が高い傾向にあります。（参考資料P.68-1-
（2）-①-オ） 

  ・経済的な理由から衣食住や「理髪店や美容院」、「趣味やレジャー」への支出ができなかっ
た割合が高い傾向にあります。（参考資料 P.69-1-（2）-①-カ） 

 【就労状況】 
  ・困窮群で「複数の仕事をしている」、「休職中」の割合が高く、「正社員・正規社員」の割

合が低い傾向にあります。（参考資料 P.70-1-（2）-②-ア、P.71-1-（2）-②-イ） 
  ・母親の帰宅時間がひとり親（母子家庭）で、「18 時より前」の割合が低く、「18 時 20

時」の割合が高い傾向にあります。（参考資料 P.72-1-（2）-②-ウ） 

 【悩みごと】 
  ・困窮するほど悩みごとがある割合が高い傾向にあり、経済的なこと、健康、子どもの進路・

学力についての悩みが多い傾向にあります。（参考資料 P.74・75-1-（2）-③-イ） 
  ・心配ごとや悩みごとを親身になって聞いてくれる人がいない割合が高い傾向にあり、相談

窓口などの支援制度を知らない割合も高い傾向にあります。（参考資料 P.76-1-（2）-③-
ウ・エ） 

 【支援サービスの利用ニーズ】 
  ・「使ってみたい」、「興味がある」の合計の割合が、学習支援は 8割以上、子ども食堂は約

6割、食糧支援は約 5割以上となっています。（参考資料 P.77-1-（2）-④-ア・イ・ウ） 

ⅲ．情報の入手方法 
・現在の子どもの支援情報の入手経路は、「学校からのおたより」、「広報誌」、「家族や友人」
が多くなっています。今後受け取りたい方法は、「SNS」や「浜松市公式ホームページ」
の活用希望が高くなっています。（参考資料 P.78-1-（2）-⑤） 

※調査結果（抜粋）は、参考資料（P.57 以降）に掲載しています。 
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（２）ひとり親に対する実態調査 
  ひとり親家庭が抱える困りごとや施策のニーズなどを把握するための調査を以下のとおり
実施しました。 

①調査の概要 
ア 主な調査項目 
・ひとり親や子どもの修学を支援する制度ついて 
・生活や子育ての悩みについて 
・養育費について

イ 調査対象 
  ・児童扶養手当受給者（子どもの年齢を問わず、広く調査への協力を依頼） 
ウ 調査方法 

  ・オンライン又は各区の窓口での回答 
エ 調査期間 

  ・令和 2年 8月 3 日 令和 2 年 8月 31 日 
オ 回答数 
 ・オンライン 177 窓口 280 合計 457 

②調査結果 
ア ひとり親支援制度の認知 （参考資料 P.79-2-（1）-①-ア） 
・児童扶養手当、母子家庭等医療費助成の認知度は高いですが、他の事業等の認知度は
低い傾向にあります。 

イ 子どもの就学関係のひとり親支援制度の認知 （参考資料 P.79-2-（1）-①-イ） 
・就学援助制度の認知度が 4割を超える以外は、いずれも低い認知度となっています。 
・選択肢のすべて知らないと答えた人が 3割いました。 

ウ 子どもの養育費の確保状況 （参考資料 P.80-2-（1）-②-ア・イ・ウ） 
・養育費について、約 3割の人が取り決めをしていません。 
・取り決めがある人の半数以上が、養育費を受け取っています。 
・実際に養育費を受け取っている人は 38.1％となっています。 

※調査結果（抜粋）は、参考資料（P.79 以降）に掲載しています。  

■子どもの養育費受け取り状況

養育費の 
取り決め 
【無し】 
32.3％ 

養育費の 
取り決め 
【有り】 

支払い《無し》 
29.6％

養育費の 
取り決め 
【有り】 

支払い《有り》 
38.1％ 
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（３）支援者アンケート 
支援者から見た子どもや保護者の様子や、支援の実態等を把握するための調査を以下のとおり

実施しました。 

①調査の概要 
ア 主な調査項目 
・活動内容 
・支援者対象者が抱えている課題 
・今後、必要と考える支援

イ 調査対象 
 ・市内で学習支援や子ども食堂などを実施している支援団体 

   ・つなぎ役を担っている民生委員児童委員やスクールソーシャルワーカー 
ウ 調査方法 

  ・メール又はＦＡＸ 
エ 調査期間 
 ・令和 2 年 9 月 15 日 令和 2 年 9 月 30 日 
オ 回収状況 
 ・発送数 36 団体 ・有効回収数 25 団体 ・有効回収率 69.44％

②主な意見 
ア 支援対象者の状況 （参考資料 P.81-3-（1）・（2）） 
・服装など外見からは困窮していることが分からないが、困っている子どもがいる。 
・困窮している保護者は、情報を得る力が弱いため支援に結びつきにくい。 

イ 今後、必要と考える支援 （参考資料 P.82-3-（3）） 
・子どもが困ったら、地域の大人に気軽に相談できる環境づくりが必要。 
・学習支援教室や子ども食堂の取り組みをバックアップする仕組みや支え手が必要。 

※調査結果（抜粋）は、参考資料（P.81 以降）に掲載しています。 
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４ 調査結果等からの考察（課題の整理）                   
各種の調査結果等から把握した本市の子どもと家庭の状況から見えてきた課題を、「子ども自

身に関すること」、「保護者や家庭に関すること」、「支援体制に関すること」の３分野に分類し、
整理しました。 

（１）子どもについて 
①子どもの教育に関する課題 
困窮群及び予備群（以下、「困窮する家庭」という）の子どもは、家庭内で学習する環境が

整いにくく、学校外の学習機会も得にくいことから、帰宅後に勉強や宿題をする時間が短い
傾向があります。加えて、授業の理解度も「わからない」と答える割合が増え、家庭の経済
状況と学力面での不振が重なって、大学等への進学意欲にも不利な影響を与えています。 
小学校5年生の授業がわからなくなった時期は、小学校３ ４年生から目立ち始めており、

学習面の遅れが早期に起きていることが分かりました。 

②子どもの育ちに関する課題 
困窮する家庭の子どもほど「健康である」と回答する割合が低く、病気やけが等で体調が

悪い際に、通院や投薬をせずに「何もしないことが多い」と答える割合が、一般群の子ども
に比べ高くなっています。 
生活習慣では、「就寝時間の遅さ」、「遅刻の経験」などが、困窮する家庭の子どもほど目立

ち、「朝食の欠食の多さ」や「給食以外で野菜や果物を食べる機会が少ない」など、食育面で
の課題も見られます。 
また、困窮する家庭の子どもほど相談したい悩みごとを抱えており、「勉強や進学・進路の

こと」、「自分自身のこと」、「学校や家での生活のこと」に関して、一般群に比べ悩みを抱え
ている割合が高いことが分かりました。 

③子どもの社会的自立に関する課題 
子どもの社会的自立には、様々な体験や周囲の大人などとの関わりから、年齢相応の社会

性（他者と関わる力、自制心、勤勉性など）を習得していく必要がありますが、困窮する家
庭においては、経済的な状況や保護者の病気、不在等の理由により、十分な経験を得る機会
が与えられないことや、身近にロールモデルを得にくいなど、将来の自立を難しくしていま
す。 
また、困窮する家庭では生活費や子どもの教育費についての悩みがあり、子どもの将来の

ために貯蓄ができない場合が多く、子供の将来が家庭の経済的状況により影響を受けてしま
う可能性があります。 
特に、児童養護施設等に入所している児童等は、自立に際して家庭の支援を受けにくいこ

とから、入所中から退所後まで自立に向けた支援が必要です。

対応する施策  施策１（P.25） 

対応する施策  施策２（P.26） 

対応する施策  施策３（P.27） 
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（２）保護者（家庭）について 
①家庭の経済状況に関する課題 
困窮する家庭では、「必要な食料品や衣料品を購入できない」、「公共料金を滞納した」など、

日常生活の中で生活費の不足を経験している割合が、一般群の家庭に比べて高くなっていま
す。家計のひっ迫により、「毎月お小遣いを渡すことができない」、「子どもの学習塾・習いご
との利用を断念している」、「子どもの将来のための貯蓄ができない」と答える割合が高く、
生活費の不足が子どもの現在の生活に加え、将来にも影響を与えていることが分かりました。 
また、子どもの養育費については、離婚したひとり親家庭のおよそ３割で取り決めがされ

ておらず、取り決めがされた場合でも支払いが行われていない家庭がおよそ３割となってい
ることから、ひとり親家庭の経済的な安定を図りにくくする一因となっていると考えられま
す。 

②保護者の就労状況に関する課題 
保護者の就労状況は、困窮する家庭ではその他の家庭に比べ、複数の仕事を掛け持ちして

いる割合が高く、求職中あるいは無職と仕事に就いていない人の割合も高くなっていました。
雇用形態では、正規雇用の割合が一般群と比べると低く、就労していても低所得となりやす
い状況にあります。 
また、ひとり親家庭のうち母子家庭の保護者は、仕事から帰宅する時間が遅くなる傾向が

みられるなど、ひとり親家庭での仕事と子育てとの両立の難しさが見られました。 
家計を支える保護者の就労状況を改善するとともに、就労と子育てを両立させる支援策の

充実が求められます。 

③保護者が抱える悩みに関する課題 
困窮する家庭の保護者は、その他の保護者と比較して、身近に相談相手がいない傾向があ

り、地域で孤立している可能性があります。一方で、困窮するほど悩みを抱えている実態が
あり、子どもに関しては「学力」「進学・進路」といった学習面と、「生活習慣」や「友人関
係」についての悩みが多く、保護者自身の悩みとしては「子どもの教育費」や「生活費」な
ど経済面での悩みが多いことが分かりました。 
支援窓口となる「生活困窮者の自立支援相談窓口」や「母子家庭等就業・自立支援センタ

ー」等の制度については知らない割合が高く、利用につながっていない対象者が一定数いる
ことも分かりました。 
また、保護者自身の健康状態も、困窮しているほど悪化する傾向が見られることから、困

窮する家庭の保護者は、健康維持に関しても課題を抱えていることが分かりました。 

対応する施策  施策４（P.28） 

対応する施策  施策５（P.29） 

対応する施策  施策６（P.30） 
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（３）支援体制について 
①早期支援体制に関する課題 
困窮している保護者やその子どもの多くは、困難な状況を自ら表に出さず、むしろ困って

いることを隠しながら過ごしています。地域で子どもに携わる支援者からは、問題が深刻な
状況になってから支援機関につながることが多く、早期支援の難しさが課題として挙げられ
ています。一方で、子どもに関わる大人の理解不足から、子どもが相対的な貧困を背景とし
た困り感を示しているにも関わらず、気づくことができずに見過ごされてしまうことがある
ことも課題となっています。 
また、困っている子どもや家庭を発見しても、どこに相談してよいか相談先が分からずに

支援につながらない実態も見られます。 

②関係機関の連携体制に関する課題 
子ども食堂や学習支援教室を運営するなど、地域で子どもを支える市民団体等が増える中、

活動する団体からは、子どもへの支援に関して、行政の支援機関や学校等との連携を図りた
いとの声が上がっています。各団体は保護者から支援の求めが無ければ関わることが難しい
ため、保護者からの相談を受ける行政機関や、子どもが在籍する学校等が地域の支援団体と
連携して、子どもとその家庭を支えていく仕組みの構築が求められています。 
また、活動する団体間においても、子どもへの効果的な支援方法等を共有することで、対

応するスタッフの資質を高めていく必要があるとの声も上がっています。 

③市民への啓発に関する課題 
依然として、貧困の問題は自己責任であるとの考えが残っており、このような風潮は、困

難に直面する子どもや保護者から SOS の声を上げにくくしてしまっています。 
一方で、実際に子どもに関わる中で、貧困問題の解消に関心を持ち、地域で活動を始める

団体等は着実に増加しており、活動団体への寄付やボランティア参加により、子ども支援の
行動を起こす市民も増えています。 
子どもの貧困の問題について、正しい理解が進むように広く啓発するとともに、地域住民

や地元企業等が子どもの支援に参画しやすい環境を整える必要があります。 

対応する施策  施策７（P.32） 

対応する施策  施策８（P.33） 

対応する施策  施策９（P.34） 
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第３章 計画の基本的な考え方 
１ 子どもの貧困問題の捉え方                       
「子どもの貧困」の問題は、所得の低さなど経済的な状況が大きな要素ですが、経済的困窮だ

けでなく、就労時間の長さや保護者の心身の不調などにより、子どもの養育に十分な時間がかけ
られず、本来であれば家庭内で保護者からも伝えたい生活習慣や学習習慣、社会性等を子どもが
習得できないことにもあります。その結果として、経済面・養育面で課題のある家庭の子どもほ
ど、自立に必要な力が養われにくく、貧困が親から子へ連鎖しやすいことが大きな問題となって
います。 
このため、経済的な状況のみを課題として対策を行うのではなく、経済的な問題に関連する家

庭の養育力の低下などについても課題として認識し、対策を講じていく必要があります。 

２ 前プロジェクトからの支援体制の継続                   
前プロジェクトでは、地域と行政が連携した支援を行えるように、『地域で子どもを支える』

体制整備を進め、行政と子どもに携わる様々な主体（学校等、地域支援者・団体、企業・事業者、
市民など）が協力して、子どもとその家庭に関わることで、学習のサポートや地域での孤立の防
止などに取り組んできました。 
本計画においても、前プロジェクトで培った支援体制は継続し、行政と子どもに関わる様々な

主体とが積極的に連携を図りながら、子どもとの関わりや体験機会の提供等により、自立に必要
な力を育んでいくこととします。 

■地域で子どもを支える体制イメージ
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３ 計画を推進するうえでの基本的な視点
大綱において、子どもの貧困対策に対し、分野横断的に取り組む基本的な方針が示されたこと

から、その方針を踏まえた以下の３つの視点を持って、本計画を推進します。 

視点Ⅰ 親から子どもへの貧困の世代間連鎖を防止する 
将来を見据えた子どもへの支援とともに、保護者（家庭）の生活も支えることで、貧

困問題の子どもへの連鎖を防止します。 

視点Ⅱ 親の妊娠期から子どもの社会的自立まで、切れ目ない支援体制を構築する 
子どものライフステージに応じて、問題発見と支援を切れ目なくつなげていくために、

様々な支援機関が連携して、重層的な支援体制を構築します。 

視点Ⅲ 支援が届きにくい子ども、家庭に配慮した対策を講じる 
貧困の問題は自ら声を上げにくく、支援が届きにくいことを踏まえた早期発見・早期

支援の体制を構築します。 

■地域と連携した支援で実現する自立のイメージ 

2262



４ 本市の目指す姿                            

家庭の生活困窮がもたらす生活環境の悪化や教育機会の制限、体験機会の喪失などは、子ども
の頑張ろうとする意欲や社会的つながりを弱め、学力、生活習慣、社会性などの将来を切り開く
力の習得に影響を及ぼし、子どもの将来の自立を難しくしてしまいます。 
これらは子ども自身や家庭の力のみで解決することが難しいため、行政や学校等、そして地域

など、子どもに関わる様々な主体が連携して、困難な状況にある子どもとその家庭を支援する必
要があります。 
本計画では、上記の目指す姿を掲げ、子どもの生活や成長を『ひと（子どもに関わる大人）』

や『まち（行政、学校等、支援機関、地域など）』が支えることで、家庭の状況に関わらず、す
べての子どもたちが未来に向かって自分の可能性を広げることができるまちづくりを目指しま
す。 

５ 分野ごとの基本方針                          
重点的に取り組む３つの分野ごとに基本方針を設け、目指す姿の実現に取り組みます。 

【分野１】子どもに関する支援

＜具体的施策＞（施策１）子どもの学びを支える教育支援 
（施策２）子どもの育ちを支える生活支援 
（施策３）子どもの将来を支える自立支援 

【分野２】保護者（家庭）に関する支援

＜具体的施策＞（施策４）生活を安定させる経済的支援 
（施策５）保護者の就業を支える就労支援 
（施策６）保護者を孤立させない相談支援 

【分野３】支援体制づくりに関する支援

＜具体的施策＞（施策７）子どもの貧困を早期発見する仕組みづくり 
（施策８）子ども支援ネットワークの充実 
（施策９）社会全体で子どもを育む意識の醸成  

目指す姿 

基本方針 子どもの社会的自立に向けた「生きる力」の育成

基本方針 生活基盤の安定に向けた保護者への経済・就労・子育て支援

基本方針 行政・地域・関係機関等の連携による子ども支援体制の構築

すべての子どもが、ひと
・ ・
とまち
・ ・
に支えられ、 

夢と希望を持って、自分の可能性を広げることができる社会
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６ 施策の体系
以下の体系により、具体的な支援に取り組みます。 

【分野１】子どもに関する支援
 《基本方針》子どもの社会的自立に向けた「生きる力」の育成
（施策１）子どもの学びを支える教育支援

（施策２）子どもの育ちを支える生活支援
①子どもの健康を支える取り組み
②基本的生活習慣の定着に向けた取り組み
③子どもの悩みに寄り添い支える取り組み

（施策３）子どもの将来を支える自立支援
①社会性習得のための体験や活動機会の提供
②子どもの進学や就労を支援する取り組み
③社会的養護を必要とする子どもへの自立支援

【分野２】保護者（家庭）に関する支援
 《基本方針》生活基盤の安定に向けた保護者への経済・就労・子育て支援
（施策４）生活を安定させる経済的支援

①手当・助成制度による子育てに伴う経済的負担の軽減
②生活困窮家庭への経済的課題の解消支援
③ひとり親家庭への経済的課題の解消支援

（施策５）保護者の就業を支える就労支援
①家庭と就業との両立支援
②生活困窮家庭への就労支援
③ひとり親家庭への就労支援

（施策６）保護者を孤立させない相談支援
①妊娠期からの切れ目ない子育て支援
②相談窓口や支援制度の周知
③ひとり親家庭への生活支援

【分野３】支援体制づくりに関する支援
 《基本方針》行政・地域・関係機関等の連携による子ども支援体制の構築
（施策７）子どもの貧困を早期発見する仕組みづくり

①子どもの支援者への啓発や研修体制の充実
②子どもの貧困問題への気づきを促すツールの作成
③つながりやすい相談窓口の設置

（施策８）子ども支援ネットワークの充実
①教育と福祉の連携強化
②支援団体と行政機関の連携強化
③支援する人材・体制づくり

（施策９）社会全体で子どもを育む意識の醸成
①子どもの貧困問題に関する理解の促進
②子ども支援活動の情報発信
③民間企業と地域活動の連携強化

目指す姿 すべての子どもが、ひととまちに支えられ、
夢と希望を持って、自分の可能性を広げることができる社会

①質の高い幼児教育・保育の提供
②学校教育等における学力保障
③地域と連携した学びを支える取り組み

・ ・ ・ ・
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第4 章 施策の展開 
本計画では、経済的な困窮等に直接対応する事業や制度に限定することなく、すべての子ども

や家庭を対象とした「子育て支援」、「母子保健」、「幼児教育・保育」、「学校教育」などによる予
防的な効果も、子どもの貧困対策に資する重要な取り組みとして捉え、困窮状態にある子どもと
家庭を支える施策と、困窮を発生させにくくする予防的な施策を総合的に展開します。 

すべての子どもが、生まれ育った家庭の環境や経済状況に左右されることなく、夢や希望
を持って成長することができるように、子どもの現在の生活環境等を改善するとともに、子
ども自身の能力や可能性を広げるために必要な「学び」や「経験」等を積み重ねることので
きる機会を提供するなど、将来の自立に向けた「生きる力」の育成に努めます。 

（施策１）子どもの学びを支える教育支援                
家庭内で学習環境が整いにくく、学校外の学びの機会も得にくい困窮する家庭の子どもも

いることから、幼児教育・保育の中で学びの基礎となる力を養うとともに、学校や地域にお
いて、学力を定着させる又は学習意欲を高めていく様々なサポートを充実させることで、将
来の進路を広げていくための確かな学力の育成に努めます。 

① 質の高い幼児教育・保育の提供 
幼児期に育まれる基本的な生活習慣や人・物事に関わる力はその後の学びの土台となる

ため、年齢や発達に合わせた質の高い幼児教育・保育が提供されるよう、支援員等の配置
などにより教育・保育体制を整えます。 
また、公私の別や施設種を超えて幼児教育を推進する体制を構築し、幼児教育・保育施

設の教職員等への研修会の実施や小学校教育との接続の推進を図ります。 

② 学校教育等における学力保障 
学校に通うすべての子どもの学力が保障されるよう、少人数指導の実施や支援員等の配

置などにより、きめ細かな指導を推進します。 
また、不登校の児童生徒や障がいのある子ども、外国人児童生徒等が、適切な指導や必

要な支援が受けられるよう配慮した指導環境を整えることで、一人ひとりの課題に応じた
学力の定着に取り組みます。 

基本方針 子どもの社会的自立に向けた「生きる力」の育成

教育指導支援員の配置 私立保育所等事業費助成 など

主な取り組み 取り組み一覧（P.37）参照

分野１ 子どもに関する支援
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③ 地域と連携した学びを支える取り組み 
学校・家庭・地域の協働の基盤となるコミュニティ・スクールや、地域住民の参画を得

て行う放課後子供教室などの取り組みを推進する中で、地域と連携・協働して学びの機会
を提供し、信頼できる大人との出会いや多様な体験や学びの充実を図ります。 
また、家庭での学習環境が整わない子どもに対し、地域のボランティアが実施している

学習支援教室については、より利用しやすい環境が整うように体制の充実を図ります。 

（施策２）子どもの育ちを支える生活支援                 
家庭において身体的・精神的に安定して過ごすことができる環境が整いにくく、基本的な

生活習慣を身に付けにくい困窮する家庭の子どもに対し、健康増進のための支援や生活習慣
の定着などの働きかけを行うとともに、生活上の悩みについて相談しやすい体制を整えるこ
とで、安心して生活ができる環境づくりに取り組みます。 

① 子どもの健康を支える取り組み 
健康は子どもの発育・発達の基盤となることから、妊娠期から母子保健事業による関わ

りの中で、子どもの発育状況や健康状態を把握し、必要に応じて相談対応することや、母
子保健・保育・教育の中で、子どもが食に関する知識と望ましい食習慣を身に付けられる
よう食育を行うことなどにより、子どもの心身の健やかな成長を促します。 
また、医療を必要とする子どもがもれなく受診できるように、医療費の助成を行います。 

② 基本的生活習慣の定着に向けた取り組み 
子どもたちが、将来自立して生活するうえで必要となる基本的な生活・学習習慣等を身

に付けることができるように、幼稚園・保育所等、学校、地域など、子どもの様々な生活
場面で働きかけを行うとともに、保護者に対して啓発することで、家庭内での生活・学習
習慣定着のための適切な関わりを促します。 

不登校児支援事業 外国人子供教育支援推進事業 など

主な取り組み 取り組み一覧（P.37）参照

 コミュニティ・スクール推進事業  放課後子供教室推進事業 など

主な取り組み 取り組み一覧（P.38）参照

乳幼児健康診査事業 食育講座  歯科相談 など

主な取り組み 取り組み一覧（P.38）参照

 家庭教育推進事業 家庭地域教育力向上事業

主な取り組み 取り組み一覧（P.40）参照
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③ 子どもの悩みに寄り添い支える取り組み 
困窮する家庭の子どもは、孤立感や不安感を抱えやすい傾向があることから、スクール

カウンセラーの活用や教育総合支援センターでの電話相談など、学校の内外で悩みごとを
相談しやすい体制を整えます。 

（施策３）子どもの将来を支える自立支援                
困窮する家庭の子どもに対し、家庭内では得られにくい社会体験や支援者との関わる機会

を提供することで、社会性の習得を図り、将来の自立に必要な力を養います。 
また、義務教育を修了した子どもや社会的養護を必要とする子どもの社会的自立を後押し

するため、就学・就労に関する支援の充実を図ります。 

① 社会性習得のための体験や活動機会の提供 
家庭において十分な社会経験が得られない子どもは、自立生活で求められる生活スキル

や他者との関わる力などの習得が十分になされていないことから、地域の支援団体等と連
携して、学習支援や子ども食堂などの子どもの居場所づくりの活動を充実させ、家族以外
の多様な大人との関わりや様々な体験活動を通じて社会性を高める取り組みを提供し、自
立に必要な力を育成します。 

② 子どもの進学や就労を支援する取り組み 
経済的な理由で進学をあきらめてしまうことがないように、世帯の経済状況等に応じた

進学・就学の支援制度の周知を図り、子どもの進学を支援します。 
また、義務教育を修了後に就職をする子どもについては、就労の安定が図られるよう支

援や相談先の充実を図ります。 

 スクールカウンセリング事業  教育相談支援事業 など

主な取り組み 取り組み一覧（P.40）参照

 子どもの貧困対策コーディネーター事業  学習支援事業 など

主な取り組み 取り組み一覧（P.40）参照

浜松市奨学金 地域若者サポートステーションはままつ事業 など

主な取り組み 取り組み一覧（P.41）参照

27 67



③ 社会的養護を必要とする子どもへの自立支援 
児童養護施設等に入所する児童やその退所者などは、自立に際して保護者や家庭を頼る

ことが難しいことから、高校卒業以降の生活をこれまで入所していた施設や自立支援機関
等が支える体制の充実を図り、施設等を離れても子どもたちが社会的に孤立しない環境を
整えます。 
また、里親委託の推進や児童養護施設等の小規模化、地域分散化を推進することで、よ

り家庭的な養育環境を整えます。 

困窮する保護者に対し、手当・助成・貸付等の支援により子育てにかかる経済的な負担の
軽減を図るとともに、就業状況の改善に伴う収入の確保や、子育ての不安を解消する相談支
援の充実に取り組むことで、子どもの生活の拠り所である家庭の機能を改善させ、生活基盤
の安定につなげます。 

（施策４）生活を安定させる経済的支援                  
ひとり親家庭や要保護世帯など困窮する家庭においては、不安定な就労環境等が影響し、

安定した収入の確保が難しい状況にあることから、児童扶養手当や生活保護費の給付や資金
の貸付等の経済的支援により生活基盤を安定させるとともに、各支援機関での相談支援の充
実を図り、世帯の経済状況に伴う子どもの生活への影響を解消します。 

① 手当・助成制度による子育てに伴う経済的負担の軽減 
子育て家庭に対する児童手当や医療費助成などの各種制度により、子育てに伴う経済的

な負担を軽減するとともに、家庭の収入に応じた保育料や教育費負担の軽減等により、子
育て家庭の生活の安定を図ります。 

基本方針 生活基盤の安定に向けた保護者への経済・就労・子育て支援

施設等退所者自立支援事業 退所児童等アフターケア事業 など

主な取り組み 取り組み一覧（P.42）参照

児童手当支給事業 子ども医療費助成事業  幼児教育・保育の無償化 など

主な取り組み 取り組み一覧（P.43）参照

分野２ 保護者（家庭）に関する支援
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② 生活困窮家庭への経済的課題の解消支援 
債務の問題や生活資金の不足などの経済的課題を抱えている困窮家庭に対し、生活自立

相談支援センターにて支援計画を作成し、債務解消に向けた専門機関への相談や貸付機関
への申請等を伴走型でサポートをすることで、生活基盤を整えるための支援を行います。 
また、資産や能力等すべてを活用しても生活に困窮する場合には、生活保護法の規定に

沿って、困窮の程度に応じて必要な保護を行い、健康で文化的な最低限度の生活を保障し
ます。 

③ ひとり親家庭への経済的課題の解消支援 
ひとり親家庭の生活安定を図る手当や貸付金制度の活用により、家計改善を支援します。 
また、離婚等により、ひとり親となった子どもに支払われるべき養育費の確保を支援す

るため、ひとり親サポートセンターにて養育費に関する相談に応じるとともに、養育費の
取り決めを促進するため、取り決めに要する費用や養育費立替サービスの保証料について
も支援を行います。 

（施策５）保護者の就業を支える就労支援                 
困窮する保護者の多くは、就労と子育ての両立の難しさを抱えながら生活していることか

ら、保護者が安心して就労できる保育環境等の整備を行います。 
また、就労状況の改善が必要な保護者については、安定した形態での就業が可能となるよ

う、相談者に寄り添った支援を行い、職業生活の安定を図ります。 

① 家庭と就業の両立支援 
保育施設や放課後児童会の計画的な整備により、就労により保育や放課後を安全・安心

に過ごせる子どもの居場所を必要とする保護者のニーズに対応するとともに、ショートス
テイ事業やファミリー・サポート・センター事業などにより子どもの預かり先を確保する
ことで、保護者が安心して就労できる環境を整え、子育てと就労の両立を支援します。 

生活保護扶助事業 生活困窮者自立支援事業

主な取り組み 取り組み一覧（P.44）参照

児童扶養手当支給事業 ひとり親家庭等自立支援手当支給事業 など

主な取り組み 取り組み一覧（P.44）参照

私立認定こども園・認可保育所の整備 病児・病後児保育事業 など

主な取り組み 取り組み一覧（P.45）参照
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② 生活困窮家庭への就労支援 
非正規雇用、低賃金、失業等の就労面・生活面での困難を抱える相談者には、ジョブサ

ポートセンターにて、市の生活支援とハローワークの職業相談・職業紹介等を一体的に実
施し、家庭の状況に応じた就労支援を行います。 
また、すぐに仕事に就くことが難しい課題を多く持つ相談者には、生活自立相談支援セ

ンターにて、健康・生活意識の向上や社会参加能力の取得などの就労準備を行いながら、
就労につなげる支援を実施します。 

③ ひとり親家庭への就労支援 
ひとり親家庭等の経済的自立を図るため、ひとり親サポートセンターにて、就業に関す

る相談をはじめ、職業紹介や資格取得のための講習等を実施します。就労に向けて長期的
な支援が必要な相談者には、自立支援プログラムを策定し、計画的な就労支援を行います。 
また、資格取得や起業する際の資金貸付制度の活用により、ひとり親家庭の経済的な自

立を支援します。 

（施策６）保護者を孤立させない相談支援                 
困窮する保護者ほど、生活面での悩みを抱えていますが、周りに相談できる人が少ないこ

とから、不安を抱えたまま孤立してしまう傾向にあります。このため、子育てサービスを切
れ目なく提供する体制を整えることで、孤立防止や不安解消に努めます。 
また、支援窓口や支援制度を知らないと答える困窮者が一定程度いるため、相談窓口等の

周知方法の改善を図り、必要な人に支援を届けられる環境を整えます。 

① 妊娠期からの切れ目ない子育て支援 
家庭の経済的状況に関わらず、安心して妊娠・出産ができ、子どもを健やかに育成でき

るように、産前産後の母親の心身のケアや育児ヘルパー等により負担軽減を図るなど、子
育てしやすい環境の確保に努めます。 
また、子育て世代包括支援センターが健診時や訪問時に子育ての状況を把握し、必要な

支援を行うことで、妊娠・出産・子育て期に切れ目なく支える体制を整え、孤立した子育
てを防止します。 

生活困窮者自立支援事業 ジョブサポートセンター

主な取り組み 取り組み一覧（P.47）参照

母子家庭等就業・自立支援事業 母子父子寡婦福祉資金貸付事業 など

主な取り組み 取り組み一覧（P.47）参照

母子保健相談支援事業 児童家庭相談事業  産後ケア事業 など

主な取り組み 取り組み一覧（P.47）参照
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② 相談窓口や支援制度の周知 
支援を必要とする人に支援が結びつかない状況があることから、支援機関や相談窓口に

ついての周知方法の改善を図ります。 
また、必要となる支援制度は、子どものライフステージごとに変わっていくため、適切

な時期に必要な情報を提供できる方法を検討します。 

③ ひとり親家庭への生活支援 
ひとり親家庭では、家計の維持と家事や育児をひとりで行わなければならないことによ

る心身の負担が大きく、生活面等で不安や悩みを抱えやすい状況にあることから、ひとり
親サポートセンターでの生活相談や、母子・父子福祉団体によるひとり親家庭の親同士の
交流機会の提供などにより、悩みを相談しやすい環境を整えます。 
また、親権、面会交流、仕事や家庭などのトラブルの相談や、将来の資金計画に関する

相談など、弁護士やファイナンシャルプランナー等の専門家の助言が得られる相談体制を
充実させ、ひとり親家庭の悩みに寄り添った支援を行います。 

生活に困難を抱えている家庭の問題解決のため、子どもや家庭に身近な地域や学校等で困
りごとを早期に発見し、関係機関や行政等の専門機関と連携して、支援や公的制度につない
でいく体制を整えます。子どもの将来に大きな影響を与える貧困問題について、正しい理解
が進むように広く啓発するとともに、地域住民や地元企業が子どもの支援に参画しやすい環
境の整備を行います。 

基本方針 行政・地域・関係機関等の連携による子ども支援体制の構築

子育て情報センター管理運営事業 子育て情報発信事業

主な取り組み 取り組み一覧（P.50）参照

母子家庭等就業・自立支援事業 ひとり親家庭等日常生活支援事業 など

主な取り組み 取り組み一覧（P.50）参照

分野３ 支援体制づくりに関する支援
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（施策７）子どもの貧困を早期発見する仕組みづくり            
自ら SOSを発しにくい貧困の問題に関しては、保護者や子どもに関わりを持つ支援者や地

域住民等が、家庭や子ども自身の状況から抱えている問題を察知し、問題が深刻化する前に
適切な支援に結び付けていくことが重要となるため、支援者等の子どもの課題を発見する力
を高めるとともに、発見後の子どもや家庭への関わり方や支援機関へのつなぎ方等の具体例
を示すことで、早期発見・早期支援の体制を整えます。 

① 子どもの支援者への啓発や研修体制の充実 
子どもに関わる支援者等の子どもの貧困問題に関する見識を高め、早期の発見や支援先

へのつなぎを担うことができるように、研修会の開催や各支援者研修への講師の派遣等に
より、資質向上に取り組みます。 

② 子どもの貧困問題への気づきを促すツールの作成 
子どもや保護者が表出させる子どもの貧困の現れについて、子どもに関わる支援者等の

気づきを促すチェックリスト等を作成し、学校等の教育機関や子どもに関わる支援機関等
で利用することで、子どもの貧困問題への意識を高めるとともに、早期の発見につなげま
す。 
また、問題を発見した支援者がひとりで抱え込まないように、適切な関わり方やつなぎ

先を周知する必要があるため、発見後の支援方法等をまとめたリーフレット等を作成し、
地域の社会資源や相談機関の活用促進を図ります。 

③ つながりやすい相談窓口の設置 
対面の相談窓口だけでなく、メールや SNS 等を活用した相談窓口を設置するなど、困窮

する子どもや保護者が SOS を上げやすい環境を整え、子どもやその保護者が持つ問題を早
期に発見し、適切な支援制度等へつなげる体制を検討します。 

子どもの貧困対策コーディネーター事業 婦人相談員研修 など

主な取り組み 取り組み一覧（P.51）参照

子どもの貧困対策コーディネーター事業

主な取り組み 取り組み一覧（P.51）参照

若者相談支援窓口「わかば」 児童家庭支援センター設置運営事業 など

主な取り組み 取り組み一覧（P.51）参照
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（施策８）子ども支援ネットワークの充実                 
地域で子どもや家庭に関わる支援機関の活動内容は様々であることから、それぞれの強み

や専門性を活かした行政との役割分担や各機関との協働により支援が行われるよう、活動状
況の把握や課題の共有など、連携強化の取り組みを進めます。 
また、新たに支援に携わる団体や人材を確保していくことも重要であることから、支援事

業の立ち上げ支援や人材育成などにより、支援ネットワークの充実に努めます。 

① 教育と福祉の連携強化 
学校が把握した福祉的課題を抱える子どもや保護者に対して、行政の福祉サービスの活

用や地域の支援団体との連携により支えることができるスクールソーシャルワーカーを活
用した支援に取り組み、教育と福祉の連携強化を図ります。 

② 支援団体と行政機関の連携強化 
支援団体と行政による連絡会議の開催や要保護児童対策地域協議会の活用など、官民連

携の取り組みを進めるとともに、支援対象児童等見守り強化事業により、子ども食堂や学
習支援等を実施する団体が、地域で把握している見守りが必要な子どもや行政が支援対象
者とした子どもの家庭を訪問して状況把握を行うなど、支援団体と行政機関が連携して子
どもの支援に取り組みます。 

③ 支援する人材・体制づくり 
子ども食堂や学習支援教室などを含めた地域の子どもの居場所づくりに関心のある市民

や団体を支援するために、子ども支援コーディネーターを配置し、立ち上げ支援やボラン
ティア養成、資質向上等に取り組むなど、支援団体や支援人材の拡充に努めます。 
また、地域での子ども支援の拠点となりえる子どもの居場所の開設を促す取り組みにつ

いて、検討を進めます。 

スクールソーシャルワーク事業 要保護児童対策地域協議会の開催

主な取り組み 取り組み一覧（P.52）参照

主な取り組み 取り組み一覧（P.52）参照

子どもの貧困対策コーディネーター事業

主な取り組み 取り組み一覧（P.53）参照
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（施策９）社会全体で子どもを育む意識の醸成               
子どもの貧困は、子ども自身や保護者の努力のみで解決が難しいことが多いことから、社

会全体の問題として市民全体で解決に取り組んでいく機運を高め、地域社会で子どもを支え
ていく意識を定着させる必要があります。子どもの貧困に関する正しい理解を促す情報提供
とともに、地域で活動している団体等の取り組みを紹介することで、市民や企業が支援活動
に賛同し活動を共に支えていく環境を整え、地域における子ども支援の充実を図ります。 

① 子どもの貧困問題に関する理解の促進 
市民全体で子どもの貧困問題の解決に取り組んでいくためには、子どもの貧困問題に対

する正しい理解の普及が必要であるため、市民向けの研修や講座等において子どもの貧困
対策についての理解促進を図るなど、市民等への啓発を行います。 

② 子ども支援活動の情報発信 
支援団体等が地域で活動を継続していくためには、地域住民等に活動を知ってもらい、

活動への協力者が増えることが必要です。支援を必要とする子どもや家庭が、地域の支援
活動に結び付きやすくなるためにも、子どもの支援に取り組む民間団体等の活動について
情報収集を行い、幅広く発信します。 

③ 民間企業と地域活動の連携強化 
民間企業に対し、企業の社会貢献として、子ども支援への関わりを促す働きかけを行う

とともに、地域の支援団体との連携等の橋渡しを行うなど、地域の支援活動を民間企業が
バックアップする体制構築を目指します。 

子どもの貧困対策コーディネーター事業

主な取り組み 取り組み一覧（P.53）参照

子どもの貧困対策コーディネーター事業  子育て情報発信事業

主な取り組み 取り組み一覧（P.53）参照

子どもの貧困対策コーディネーター事業

主な取り組み 取り組み一覧（P.53）参照
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第５章 計画の推進 
１ 計画の推進体制                            
本計画により、生活に困窮する子どもやその保護者を支えるためには、教育、福祉、健康、子

ども・若者支援など庁内関係部署が相互に連携して、関連する施策を総合的に推進する必要があ
ります。庁内関係部署において、子どもの貧困に関する情報や課題を共有し、各施策の充実を図
るとともに、部署間の効果的な連携を進め、子どもの貧困対策の充実に取り組みます。 
また、取り組みを進めるにあたり、子どもが生活する地域で支援に携わる関係機関等との連携

を十分に図り、子どもの見守りや予防的な関わりなど役割分担する等、市民協働による施策の推
進を図ります。 

２ 計画の進捗管理                           
本計画の取り組みの効果等を把握するため、以下の3つ指標により進捗管理を行うとともに、

計画により子どもとその家庭に生じた変化を捉えるため、計画の最終年度（令和６年度）に向け、
今回の実態調査と同様の手法等で状況の把握を行います。 
また、計画期間中は子どもの貧困に関して調査・把握できる項目について、情報を定期的に収

集するほか、大綱に定める国指標と本市の状況の比較等も行いながら、子育て世帯の状況把握に
努め、事業の見直しを行います。 

管理指標 【現状値】 【目標値】
令和6年度

分
野
１

将来の夢を持っている子どもの割合 85.2％ 
（令和 2年度） 90％ 

分
野
２

「生活についての悩みがない」と答える 
保護者の割合 

25.6％ 
（令和２年度） 

28.8％ 
（令和5年度） 

分
野
３

子どもを支援するボランティアの数 242 人 
（令和元年度） 300 人 
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子供の貧困対策の大綱に定める国指標との比較 

93.7% 平成30年4月1日現在 91.5% 平成29年度

4.1% 平成30年4月1日現在 -

36.0% 平成30年4月1日現在 -

95.8% 平成30年5月1日現在 100% 令和元年5月1日現在

30.8% 平成30年5月1日現在 25.0% 令和元年5月1日現在

81.7% 平成30年5月1日現在 -

95.9% 平成28年11月1日現在 -

58.5% 平成28年11月1日現在 -

1.4% 平成30年度 -

48,594人 平成30年度 -

50.9% 平成30年度

58.4% 平成30年度

67.6% 平成30年度 100% 平成30年度

89.0% 平成30年度 100% 平成30年度

65.6% 平成29年度 実施している

47.2% 平成30年度 実施している

56.8% 平成30年度 実施している

- -

- -

- -

- -

電気料金 14.8%

ガス料金 17.2%

水道料金 13.8%

電気料金 5.3%

ガス料金 6.2%

水道料金 5.3%

食料が買えない経験 34.9% 6.5%

衣服が買えない経験 39.7% 10.5%

食料が買えない経験 16.9% 1.7%

衣服が買えない経験 20.9% 2.4%

重要な事柄の相談 8.9% 15.1%

いざという時のお金の援助 25.9% 31.2%

重要な事柄の相談 7.2% -

いざという時のお金の援助 20.4% -

80.8% 平成27年 -

88.1% 平成27年 -

44.4% 平成27年 -

69.4% 平成27年 -

13.9% 平成27年

7.9% 平成26年

50.8% 平成27年

47.7% 平成26年

42.9% 平成28年度

20.8% 平成28年度

69.8% 平成28年度

90.2% 平成28年度

令和2年度児童扶養手当受
給者アンケート（※）

令和2年度児童扶養手当受
給者アンケート（※）

平成30年度
スクールソーシャルワーカーによる対応実績のある学校
の割合

小学校

専門学校

「-」は本市で集計を行っていないもの。

令和2年度実態調査（※）

短期大学

中学校

小学校

中学校

就学援助制度に関する周知状況
（入学時及び毎年度の進級時に学校で就学援助制度の書類を配付している市町村の割合）

母子世帯

父子世帯

高等学校中退率

高等学校中退者数

小学校

全世帯の子供

88.7%
中学校

平成29年

平成29年

スクールカウンセラーの配置率

新入学児童生徒学用品費等の入学前支給の実施状況

ひとり親世帯

子供がある全世帯

電気、ガス、水道料金の未払い経験

高等教育の修学支援新制度の利用者数

大学

高等学校等卒業後の進学率

就園率

中学校卒業後の進学率

高等学校等卒業後の進学率

生活保護世帯に属する子供

児童養護施設の子供

ひとり親家庭の子供

子供がある世帯の世帯員で頼れる人がいないと答えた人
の割合

平成29年

平成29年

ひとり親世帯

子供がある全世帯

等価可処分所得第
Ⅰ~Ⅲ十分くらい

食料又は衣服が買えない経験

平成29年

平成29年

ひとり親世帯

保護者に対する職業生活の安定と向上に資するための就労の支援

母子世帯

母子世帯

父子世帯
ひとり親家庭の親の正規の職員・従業員の割合

経済的支援

子供の貧困率

ひとり親世帯の貧困率

国民生活基礎調査

全国消費実態調査

国民生活基礎調査

全国消費実態調査

ひとり親家庭の親の就業率

ひとり親家庭のうち養育費についての取決めをしている
割合

67.7%

全 国 本 市

令和2年度実態調査（※）

令和2年度実態調査（※）

5.6%

1.8%

令和2年度実態調査（※）

令和2年度実態調査（※）

教育の支援

高等学校等進学率

高等学校等中退率

大学等進学率

指 標

高等専門学校

生活の安定に資するための支援

中学校卒業後の進学率

※ 令和２年度に本市が実施した調査によるもので、全国とは調査対象、世帯所得などの把握方法が異なるため、正確な比較はできない。

8.6% 令和2年度実態調査（※）

41.7% 令和2年度実態調査（※）

父子世帯

母子世帯

父子世帯
ひとり親家庭で養育費を受け取っていない子供の割合 61.9%
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取り組み一覧

【分野１】 子どもに関する支援
《基本方針》子どもの社会的自立に向けた「生きる力」の育成
（施策1）子どもの学びを支える教育支援
①質の高い幼児教育・保育の提供

妊婦 乳幼児 小学生 中学生
高校生等
( 18歳
未満)

青年
（18歳 ）

保護者

教育指導支援員の配
置

個々の成長に合わせたきめ細かな教
育を実施することを目的として、市
立幼稚園にキッズサポーターを配置

幼児教育・保育課 ○

私立保育所等事業費
助成

私立保育所等に入所している児童の
うち支援が必要な児童の保育に要す
る経費を助成

幼児教育・保育課 ○

幼児教育推進協議会
幼児教育・保育施設の代表者等が幼
児教育の在り方について協議する協
議会を設置

幼児教育・保育課 ○

②学校教育等における学力保障

妊婦 乳幼児 小学生 中学生
高校生等
( 18歳
未満)

青年
（18歳 ）

保護者

はままつ式30人（小
1 小3）・35人（小
4 中3）学級編制の
実施

教員が児童一人一人にしっかり向き
合える環境を整えるため、少人数指
導を実施

教職員課 ○ ○

学習支援員・複式学
級支援員・発達支援
教室支援員・スクー
ルヘルパーの配置

多様な専門性を持つ人材を配置し、
きめ細やかな指導・支援を実施

教職員課 ○ ○

不登校児支援事業

不登校児童生徒のため、対策推進協
議会の開催や、適応指導教室の設置
を通して、不登校児童生徒の学校復
帰や将来の社会的自立を支援

指導課 ○ ○

外国人子供教育支援
推進事業

外国人児童生徒への支援のため次の
事業を実施
・浜松市外国人子ども支援協議会の
開催
・教科指導員の配置
・児童生徒の母語が分かる支援者の
派遣
・ライフコースを見据えた支援
・母国語支援業務委託
・日本語・学習支援業務委託
・プレスクール業務委託

指導課 ○ ○

発達支援教育推進事
業

発達支援教育のニーズに対応する発
達支援学級の新設

指導課 ○ ○

外国人の子どもの不
就学ゼロ作戦事業

就学に課題を抱える外国人の子ども
の学びの場を確保や、教育機関への
就学につなげるための支援を実施

国際課 ○ ○

対象

取り組み 内容 担当課
対象

取り組み 内容 担当課
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③地域と連携した学びを支える取り組み

妊婦 乳幼児 小学生 中学生
高校生等
( 18歳
未満)

青年
（18歳 ）

保護者

コミュニティ・ス
クール推進事業

保護者、地域住民などが参画する学
校運営協議会を設置し、「社会に開
かれた教育課程」と「地域とともに
特色ある学校づくり」を推進

教育総務課 ○ ○

放課後子供教室推進
事業

児童が放課後などを安全・安心に過
ごし、多様な体験・活動を行うこと
ができる居場所を確保

教育総務課 ○

学習支援事業

ひとり親家庭や生活保護世帯など生
活困窮を抱える家庭の概ね小学4年生
から中学3年生までの児童生徒を対象
に、大学生や教員OB等のボランティ
アによる学習支援を実施

子育て支援課 ○ ○

（施策2）子どもの育ちを支える生活支援
①子どもの健康を支える取り組み

妊婦 乳幼児 小学生 中学生
高校生等
( 18歳
未満)

青年
（18歳 ）

保護者

乳幼児健康診査事業

乳幼児の疾病の早期発見及び適切な
保健指導を図るために内科健診・歯
科健診・栄養相談・心理相談などを
実施（4か月児・10か月児・1歳6か
月児・3歳児）

健康増進課 ○ 〇

未熟児医療と育児の
相談交流会

未熟児を養育する保護者がその不安
を解消できるよう医師や保健師に相
談するとともに、保護者同士が交流
し情報交換できる場を設け、未熟児
の育児が適切に行われるよう支援す
ることを目的として実施

健康増進課 ○ 〇

食育講座

地域の育児グループや保育園、幼稚
園、学校等の母子に関する団体等に
対し、望ましい食習慣の定着に向け
た食育講座の実施

健康増進課 ○ ○ 〇

もぐもぐ元気っこ教
室

保護者が望ましい食習慣の基礎をつ
くり乳児の健やかな成長を促すこと
ができるよう、食習慣や親子関係の
形成、心身の発達に必要な知識を普
及するための教室を実施

健康増進課 ○ 〇

学校（園）における
食育の推進

・「浜松市学校における食育推進検
討会」を開催し、そこで話し合われ
たことを受け、栄養教諭、学校栄養
職員が食育の授業を実施
・各学校で、児童・生徒の実態に合
わせた「食に関する指導に係る全体
計画」を作成し、児童・生徒の発達
に応じた系統性のある食育を推進

健康安全課 ○ ○

対象

取り組み 内容 担当課
対象

取り組み 内容 担当課
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妊婦 乳幼児 小学生 中学生
高校生等
( 18歳
未満)

青年
（18歳 ）

保護者

保育園給食における
食育の推進

食事のマナーなど給食を生かした食
に関する指導に取り組む。栄養士を
中心とし、全職員が連携・協力して
子どもの食への関心を高め、｢食を営
む力｣の基礎を培うことを目的として
実施

幼児教育・保育課 ○

保育園等における家
庭と連携した食育の
推進

保護者と連携をとりながら、個別対
応の給食の実施や栄養相談などを実
施

幼児教育・保育課 ○

離乳食教室
保護者に離乳の進め方と咀嚼機能の
健全な発達に関する正しい知識を普
及するために講話と調理実習を実施

健康増進課 ○ 〇

かむかむ教室

歯（口）と食に関する知識の普及・
啓発を行い、う蝕予防に有効なフッ
化物の適切な利用の推進及び、かむ
ことの大切さや望ましい食習慣の定
着に向けた食育を推進

健康増進課 ○

歯科相談

歯科医師及び歯科衛生士が、口腔の
健康に関する個別の相談に応じ、歯
科疾患予防・口腔機能向上等につい
ての必要な助言及び指導を実施

健康増進課 ○ ○ ○ ○ ○ 〇

2歳児歯科健康診査事
業

乳臼歯萌出直後の時期である2歳児に
対し、乳臼歯のう蝕を早期発見する
こと、う蝕の発症予防及び重症化予
防を図るため、無料でフッ化物塗
布、歯科健康診査、歯科保健指導を
実施

健康増進課 ○ 〇

母子予防接種事業

予防接種法に定められた、ヒブ・小
児用肺炎球菌・4種混合・BCG・B型
肝炎・麻しん・風しんなどの定期予
防接種を医師の協力のもと個別接種
にて実施

健康増進課 ○ ○ ○ ○ ○

子ども医療費助成事
業

0歳から中学生までの児童を対象に、
入院及び通院における保険診療に係
る自己負担の一部を助成

子育て支援課 ○ ○ ○

高校生世代医療費助
成事業

中学校卒業から18歳年齢到達の年度
末までの高校生世代の入院・通院医
療費の保険診療に伴う自己負担分の
一部を助成

子育て支援課 ○

母子家庭等医療費助
成事業

20歳までのひとり親家庭の児童及び
その児童を扶養しているひとり親等
の医療費の保険診療に伴う自己負担
分の一部を助成

子育て支援課 ○ ○ ○ ○ ○ 〇

取り組み 内容
対象

担当課
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②基本的生活習慣の定着に向けた取り組み

妊婦 乳幼児 小学生 中学生
高校生等
( 18歳
未満)

青年
（18歳 ）

保護者

家庭教育推進事業
乳幼児の保護者に対し、健全な家庭
教育の支援を行うための講座を開催

次世代育成課 ○

家庭地域教育力向上
事業

小学校1年生等の保護者に対し、「家
庭の教育力」の重要性を啓発するた
めの講座の開催

教育総務課 ○

③子どもの悩みに寄り添い支える取り組み

妊婦 乳幼児 小学生 中学生
高校生等
( 18歳
未満)

青年
（18歳 ）

保護者

スクールカウンセリ
ング事業

心理相談業務等に関して、豊かな知
識・経験を有するスクールカウンセ
ラーを配置することにより、いじめ
や不登校・問題行動の児童生徒の問
題行動や保護者の要望に対応

指導課 ○ ○

教育相談支援事業

教育総合支援センターで電話及び来
所による相談に対応
・相談員の配置
・心理専門相談員の配置
・24時間いじめホットラインの設置

指導課 ○ ○

若者相談支援窓口
「わかば」

不安や悩みに応じた専門の支援機関
を紹介するため、おおむね15歳から
40歳未満の若者とその家族の相談に
対応
・電話、面接、メール相談（通年）
・SNSを活用した相談（期間限定）

次世代育成課
（青少年育成
センター）

○ ○ ○ ○

（施策３）子どもの将来を支える自立支援
①社会性習得のための体験や活動機会の提供

妊婦 乳幼児 小学生 中学生
高校生等
( 18歳
未満)

青年
（18歳 ）

保護者

子どもの貧困対策
コーディネーター事
業

支援が必要な児童を地域で支える体
制づくりのため、「子ども支援コー
ディネーター」を配置し、地域の支
援団体間の連携促進を図るととも
に、市民の意識啓発や、支援者の資
質向上など団体活動支援を実施

子育て支援課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇

学習支援事業（再
掲）

ひとり親家庭や生活保護世帯など生
活困窮を抱える家庭の概ね小学4年生
から中学3年生までの児童生徒を対象
に、大学生や教員OB等のボランティ
アによる学習支援を実施

子育て支援課 ○ ○

児童館の運営
遊びや体験を通して、子どもが健や
かに成長することを目的として実施

子育て支援課 ○ ○ ○ ○

取り組み 内容

取り組み 内容

関連事業 事業内容

事業対象

担当課
対象

担当課

担当課
対象
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妊婦 乳幼児 小学生 中学生
高校生等
( 18歳
未満)

青年
（18歳 ）

保護者

児童遊園等整備支援
事業

児童に健全な遊びを与え、その健康
を増進し、自主性、社会性、創造性
を高め、情操を豊かにすることを目
的として実施

子育て支援課 ○ ○ ○ ○

赤ちゃんとのふれあ
い体験事業

中学生が乳幼児とふれあうことで、
家族の大切さを理解するとともに、
親になる準備教育を実施

子育て支援課 ○ ○

青少年支援体験活動
事業

不安や悩みなどを抱える青少年の自
立に向けたきっかけづくりを支援す
るため、地域企業・事業所等の協力
を得て、職場体験活動やボランティ
ア活動等を実施

次世代育成課
（青少年育成
センター）

○ ○ ○

②子どもの進学や就労を支援する取り組み

妊婦 乳幼児 小学生 中学生
高校生等
( 18歳
未満)

青年
（18歳 ）

保護者

浜松市奨学金
優秀な学生等で経済的理由のため修
学困難な学生に対し、修学に必要な
学資の一部を無利子貸与

教育総務課 ○ ○

地域若者サポートス
テーションはままつ
事業

働くことに不安や悩みを持つ15歳か
ら49歳までの無職の方に対して、個
別相談のほか、ソーシャル・スキ
ル・トレーニング、職場見学、職場
体験などを実施

産業総務課 ○ ○

中学生に対するキャ
リア形成支援事業

生活保護世帯及び生活困窮世帯の中
学3年生を対象に、民間の委託によ
り、キャリア形成支援員による 進
路相談・生活相談会を定期的に提供
し、対象世帯の生活支援及び高校進
学支援を実施。また、対象者の就業
意識の向上・醸成を図るため職業体
験会や職場見学会等を開催

福祉総務課 ○

不登校やひきこもり
等の悩みに個別に応
じる合同相談会

不登校など悩みを抱えた若者とその
家族の相談に、相談機関、学習支援
団体、就労支援団体、親の会等が
ブースを設置し個別相談に対応

次世代育成課
（青少年育成
センター）

○ ○ ○ ○

対象
取り組み 内容 担当課

取り組み 内容 担当課
対象
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③社会的養護を必要とする子どもへの自立支援

妊婦 乳幼児 小学生 中学生
高校生等
( 18歳
未満)

青年
（18歳 ）

保護者

退所児童等アフター
ケア事業

家庭を離れて生活する児童に対し、
退所前から就労や進学に向けた生活
全般にわたる相談や情報提供を行
い、退所後も安定した生活が継続さ
れるように相談支援を実施

子育て支援課 ○ ○ ○ ○

社会的養護推進事業
施設等退所者自立支
援事業
（退所時自立支援事
業）

保護者等からの支援が見込めない施
設等退所児童が就労や進学により独
居生活を始める際に「就職支度金・
大学進学等自立生活支度費」では賄
いきれない所要経費を扶助費として
加算

児童相談所 ○ ○

未成年後見人支援事
業

親権者のいない未成年者（被後見
人）のために、児童相談所申し立て
による未成年後見人が監護・財産管
理を行った際、その報償を被後見人
の代わりに支給

子育て支援課 ○ ○ ○ ○ ○

社会的養護推進事業
施設等退所者自立支
援事業
（大学等進学就学支
援事業）

大学等進学のため児童養護施設等を
退所して独居生活を始める児童等へ
の円滑かつ安定的な自立に向けた支
援を実施

児童相談所 ○

身元保証人確保対策
事業

施設退所児の住居賃貸借の連帯保証
や就職時身元保証に伴う保険加入

子育て支援課 ○ ○ ○ ○ ○

児童養護施設の実家
的機能による自立支
援事業

施設退所児が離職した際、元施設で
の生活及び再就職支援の実施

子育て支援課 ○ ○

児童福祉施設運営助
成事業

民間児童養護施設等における入所者
の処遇向上及び施設職員の処遇改善
を図るため、市内の児童福祉施設を
対象に、職員配置基準の職員配置に
要する人件費の一部を助成

子育て支援課 ○ ○ ○ ○

児童福祉施設専門機
能強化助成事業

児童養護施設入所児童の心理ケアの
質の向上を図るため、国の配置基準
を上回る加配職員（心理療法担当職
員）配置に要する人件費の一部を助
成

子育て支援課 ○ ○ ○ ○

児童養護施設等の職
員人材確保事業

将来、児童養護施設等に就職する人
材確保のため、実習生の受入等実施

子育て支援課 ○ ○ ○ ○

社会的養護推進事業
里親支援事業

社会的養護が必要な児童が、家庭的
な養育環境のもとで育てられるよう
フォスタリング機能を充実し里親委
託を実施

児童相談所 ○ ○ ○ ○ ○ ○

取り組み 内容 担当課
対象
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【分野２】保護者（家庭）に関する支援
《基本方針》生活基盤の安定に向けた保護者への経済・就労・子育て支援
（施策４）生活を安定させる経済的支援
①手当・助成制度による子育てに伴う経済的負担の軽減

妊婦 乳幼児 小学生 中学生
高校生等
( 18歳
未満)

青年
（18歳 ）

保護者

児童手当支給事業
中学校修了前の児童を養育する者に
対し、児童手当を支給

子育て支援課 ○ ○ ○

子ども医療費助成事
業（再掲）

0歳から中学生までの児童を対象に、
入院及び通院における保険診療に係
る自己負担の一部を助成

子育て支援課 ○ ○ ○

高校生世代医療費助
成事業（再掲）

中学校卒業から18歳年齢到達の年度
末までの高校生世代の入院・通院医
療費の保険診療に伴う自己負担分の
一部を助成

子育て支援課 ○

遺児・交通遺児等福
祉手当支給事業

父母等が交通事故又は病気等により
死亡し、又は障がいの状態となった
児童を監護する保護者に対し、手当
を支給

子育て支援課 ○ ○ ○ ○

幼児教育・保育の無
償化

3 5歳及び保育の必要な住民税非課
税世帯の0 2歳の保育料を無償化

幼児教育・保育課 ○

認証保育所利用者へ
の助成

認証保育所に入所する3歳未満の児童
の保護者に対し、保育料の負担を軽
減するため助成を実施

幼児教育・保育課 ○

実費徴収に係る補足
給付を行う事業

・生活保護世帯等の児童が特定教
育・保育等の提供を受けた場合に保
護者が支払うべき実費の一部を補助
・年収360万円未満相当世帯の児童が
保育所等で昼食の提供を受けた場合
に保護者が支払うべき実費（副食
費）の一部を補助

幼児教育・保育課 ○

保育料の多子軽減
特定教育・保育施設等に通う、多子
世帯の児童の保育料を軽減

幼児教育・保育課 ○

就学援助
経済的理由により就学困難な小・中
学生の保護者に対し、学用品費、学
校給食費等を援助

教育総務課 ○ ○

発達支援教育就学奨
励費

発達支援学級に在籍する児童生徒の
保護者に対し、校外学習の旅費や学
用品代などを補助

教育総務課 ○ ○

市営住宅の提供

住宅に困窮する低額所得者に対し
て、低廉な家賃で市営住宅を提供。
同居者に中学校就学前の者がある世
帯については、裁量階層として市営
住宅への入居収入基準を緩和

住宅課 ○ ○

助産施設保護事業

保健上必要があるにも関わらず、経
済的な理由で入院助産を受けられな
い妊産婦を助産施設へ入所させ、本
人に代わり出産費用の全部又は一部
を負担

子育て支援課 ○

対象
取り組み 内容 担当課
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妊婦 乳幼児 小学生 中学生
高校生等
( 18歳
未満)

青年
（18歳 ）

保護者

妊娠高血圧症候群等
医療費助成

妊娠高血圧症候群等により、入院加
療を必要とする妊産婦に対して、公
費による医療の給付を実施

健康増進課 ○

自立支援（育成）医
療費支援事業

18歳未満の身体に障害のある児童が
生活能力を得るために必要な医療に
対して、健康保険が適用された後の
自己負担分を助成

健康増進課 ○ ○ ○ ○

小児慢性特定疾病対
策事業

18歳未満の児童で対象慢性疾患の治
療に係る医療費のうち、健康保険が
適用された後の自己負担分を助成
（全部又は一部）

健康増進課 ○ ○ ○ ○

未熟児養育医療費支
援事業

未熟児が満１歳までに入院養育を必
要とする場合、医療費のうち健康保
険が適用された後の自己負担分を助
成

健康増進課 ○

②生活困窮家庭への経済的課題の解消支援

妊婦 乳幼児 小学生 中学生
高校生等
( 18歳
未満)

青年
（18歳 ）

保護者

生活保護扶助事業

困窮のため最低限度の生活を維持す
ることのできない者に対して、法で
定める範囲内において、生活扶助、
教育扶助、住宅扶助、医療扶助、介
護扶助、出産扶助、生業扶助、葬祭
扶助の支給を実施

福祉総務課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

生活困窮者自立支援
事業

相談に応じて関係窓口へつなぐとと
もに複合的な課題を抱える方につい
ては、支援計画を策定し課題解決に
向けた寄り添い支援を実施
また、家計管理に課題を抱える方に
対して、家計表の作成や多重債務解
消、公的給付の相談援助といった家
計改善支援を実施

福祉総務課 ○ ○

③ひとり親家庭への経済的課題の解消支援

妊婦 乳幼児 小学生 中学生
高校生等
( 18歳
未満)

青年
（18歳 ）

保護者

母子父子福祉協力員
の活動

母子父子寡婦福祉資金制度の趣旨普
及及び貸付を受けた者に対する償還
指導を実施

子育て支援課 ○

児童扶養手当支給事
業

18歳に達する日以後の最初の3月31
日までの間にある児童をもつひとり
親家庭に対し、児童扶養手当を支給

子育て支援課 ○ ○ ○ ○

ひとり親家庭等自立
支援手当支給事業

2人以上の児童を養育する児童扶養手
当受給者に対し、児童扶養手当の支
給事由に該当してから3年を経過する
までの間手当を支給

子育て支援課 ○ ○ ○ ○

保育料のひとり親世
帯等の軽減

特定教育・保育施設等に通う、ひと
り親世帯等の児童の保育料を軽減

幼児教育・保育課 ○

関連事業 事業内容 担当課
対象

対象
取り組み 内容 担当課

取り組み 内容 担当課
対象
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妊婦 乳幼児 小学生 中学生
高校生等
( 18歳
未満)

青年
（18歳 ）

保護者

母子家庭等医療費助
成事業（再掲）

所得税非課税世帯の母子・父子・両
親がいない世帯の子等に対し、保険
診療に係る自己負担の一部を助成

子育て支援課 ○ ○ ○ ○ ○ ○

市営住宅への優先入
居

15歳以下の子どもを扶養しているひ
とり親家庭について、入居選考時に
必要な配慮を実施

住宅課 ○ ○ ○

母子父子寡婦福祉資
金貸付事業

母子家庭及び父子家庭等並びに寡婦
に対し生活の安定や扶養する児童の
福祉の増進を達成するため、資金の
貸し付けを実施

子育て支援課 ○ ○ ○ ○ ○ ○

養育費相談
ひとり親サポートセンター等で養育
費に関する相談を実施し、養育費の
取得を支援

子育て支援課 ○

養育費確保支援事業

養育費の取決めを行っていないひと
り親家庭の親が養育費の取決めや未
払い養育費の確保に要する費用を助
成

子育て支援課 ○ ○ ○ ○ ○ ○

（ひとり親家庭）生
計相談

ファイナンシャルプランナーによる
生計相談を行い、各種福祉制度の利
用も含めた長期的な生計の見込みを
立て、計画的な自立を支援

子育て支援課 ○

寡婦（寡夫）控除等
のみなし適用

幼稚園、保育所等の保育料、市営住
宅使用料、母子家庭医療費等につい
て負担軽減を図るため、非婚のひと
り親世帯への寡婦（夫）控除のみな
し適用を実施

関係各課 ○ ○ ○ ○ ○ ○

就学援助（再掲）
経済的理由により就学困難な小・中
学生の保護者に対し、学用品費、学
校給食費等を援助

教育総務課 ○ ○

母子家庭等就業・自
立支援事業

ひとり親サポートセンターにおいて
就業に関する相談、就業情報の提供
等、ひとり親家庭の就業に関する総
合的な支援

子育て支援課 ○

（施策５）保護者の就業を支える就労支援
①家庭と就業との両立支援

妊婦 乳幼児 小学生 中学生
高校生等
( 18歳
未満)

青年
（18歳 ）

保護者

認定こども園・認可
保育所の整備

保育需要に応えるため、第2期浜松市
子ども・若者支援プランに基づき、
認定こども園や認可保育所の整備を
実施

幼児教育・保育課 ○

病児・病後児保育事
業

保護者の子育てと就労の両立を支援
するため、病気又は病気回復期の子
どもを専用スペースにおいて保育を
実施

幼児教育・保育課 ○ ○

子育て短期支援事業
（ショートステイ）

保護者が、仕事その他の理由により
児童の養育が困難となった場合等
に、児童養護施設など保護を適切に
行うことができる施設において児童
の預かりを実施

子育て支援課 ○ ○ ○ ○

取り組み 内容 担当課
対象

担当課
対象

取り組み 内容
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妊婦 乳幼児 小学生 中学生
高校生等
( 18歳
未満)

青年
（18歳 ）

保護者

子育て短期支援事業
（トワイライトステ
イ）

平日の夜間又は休日に仕事その他の
理由により児童の養育が困難となっ
た場合等に、児童養護施設など保護
を適切に行うことができる施設にお
いて児童の預かりを実施

子育て支援課 ○ ○ ○ ○

ファミリー・サポー
ト・センター運営事
業

保護者の仕事と子育ての両立を支援
するため、放課後児童会までの送迎
など子育ての援助を行いたい会員
（提供会員）と援助を受けたい会員
（依頼会員）による相互援助活動を
実施

子育て支援課 ○ ○

認定こども園・私立
保育所等の特別保育
の実施

多様化する保育ニーズに応えるた
め、認定こども園・私立保育所等が
実施する特別保育（延長保育、一時
預かり、要支援児保育、外国人児童
保育、食物アレルギー等調理）に対
する助成を実施

幼児教育・保育課 ○

保育ママ事業
天竜区における保育ニーズに応える
ため、市から認定を受けた保育ママ
が小学4年生までの預かりを実施

幼児教育・保育課 ○ ○

幼稚園型一時預かり
事業

乳幼児の保育環境を確保するため、
幼稚園型一時預かり事業を実施する
私立幼稚園等に対し、補助金を交付

幼児教育・保育課 ○

認証保育所への助成
認証保育所の保育水準の向上、児童
の処遇改善を図るため、保育に要す
る経費の一部を助成

幼児教育・保育課 ○

認定こども園・私立
保育所等への施設型
給付費等

認定こども園や幼稚園、保育所な
ど、教育・保育施設等を利用する子
どもの保育に要する経費を支弁

幼児教育・保育課 ○

保育士再就職支援研
修会

保育士確報対策として、潜在保育士
を対象に保育士として再就職を支援
する研修会を実施

幼児教育・保育課 ○

市立保育所の管理運
営

保護者の就労等により、保育を必要
とする認定を受けた子どもを、保護
者に代わって保育を行うとともに、
延長保育や障害児保育、一時預かり
の実施により、多様化する保育ニー
ズに対応

幼児教育・保育課 ○

保育士修学資金等貸
付事業

保育人材の確保を推進するため、保
育士資格取得を目指す学生や潜在保
育士等を対象に修学資金や就職準備
金等の貸付を実施

幼児教育・保育課 ○

放課後児童会健全育
成事業

就労などの理由で保護者が昼間家庭
にいない児童の健全な育成を図るた
め、放課後児童会を運営

教育総務課 ○ ○

対象
取り組み 内容 担当課
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②生活困窮家庭への就労支援

妊婦 乳幼児 小学生 中学生
高校生等
( 18歳
未満)

青年
（18歳 ）

保護者

生活困窮者自立支援
事業（再掲）

ハローワーク等と連携し、早期就労
による自立を目指した就労支援を実
施
直ちに一般就労が困難な方に対して
は、健康・生活管理の意識向上や社
会参加能力の習得、継続的な就労経
験の場の提供といった就労活動に向
けた準備支援を実施

福祉総務課 ○ ○ ○

ジョブサポートセン
ター

障がい者や生活保護受給者を対象に
市の生活支援とハローワークの職業
相談・職業紹介を一体的に実施

産業総務課 ○ ○

③ひとり親家庭への就労支援

妊婦 乳幼児 小学生 中学生
高校生等
( 18歳
未満)

青年
（18歳 ）

保護者

母子家庭等就業・自
立支援事業（再掲）

ひとり親サポートセンターにおいて
就業に関する相談、就業情報の提供
等、ひとり親家庭の就業に関する総
合的な支援

子育て支援課 ○

母子父子寡婦福祉資
金貸付事業（再掲）

母子家庭及び父子家庭等並びに寡婦
に対し生活の安定や扶養する児童の
福祉の増進を達成するため、資金の
貸し付けを実施

子育て支援課 ○

母子自立支援プログ
ラム策定事業

就業経験がない、長期間仕事から離
れていたなど就職にあたりきめ細か
な支援を必要とするひとり親家庭に
対し、個別のプログラムを策定し、
計画的な就業支援

子育て支援課 ○

（ひとり親家庭）自
立支援教育訓練給付
金事業

ひとり親家庭の親が市指定の講座を
受講した場合、受講費用の一部を補
助し、資格・技能の取得を促進

子育て支援課 ○

（ひとり親家庭）高
等職業訓練促進給付
金事業

看護師等ひとり親家庭の親が市指定
の資格を取得するため、養成機関で
修業する場合給付金を支給

子育て支援課 ○

（ひとり親家庭）高
校卒業認定試験合格
支援事業

ひとり親家庭の親子の学び直しを支
援するため、高等学校卒業認定試験
講座受講費の一部支給

子育て支援課 ○ ○ ○

（施策６）保護者を孤立させない相談支援
①妊娠期からの切れ目ない子育て支援

妊婦 乳幼児 小学生 中学生
高校生等
( 18歳
未満)

青年
（18歳 ）

保護者

母子保健相談支援事
業

助産師・保健師の専門職が妊娠期か
ら出産・子育て期の相談に対応し、
支援が必要な妊産婦を関係機関につ
なぐ等切れ目のない支援を実施

健康増進課 ○ ○ 〇

取り組み 内容 担当課
対象

取り組み 内容 担当課

取り組み 内容 担当課
対象

対象
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妊婦 乳幼児 小学生 中学生
高校生等
( 18歳
未満)

青年
（18歳 ）

保護者

児童家庭相談事業
育児負担の軽減や児童虐待の防止の
ため、関係機関との連携及び各区で
の家庭児童相談の対応

子育て支援課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

産後ケア事業

助産師等が母子に対して母親の身体
的回復と心理的な安定を促進すると
ともに、母親自身がセルフケア能力
を育み母子とその家族が、健やかな
育児ができるように支援を実施

健康増進課 ○ ○

養育支援訪問事業

養育支援が特に必要な家庭に対し、
助産師・保育士等の資格を持つ訪問
員が養育に関する指導や技術的援助
を実施し、子への適切な養育を確保

子育て支援課 ○ ○ ○ ○ ○

子育て短期支援事業
（ショートステイ）
（再掲）

保護者が、仕事その他の理由により
児童の養育が困難となった場合等
に、児童養護施設など保護を適切に
行うことができる施設において児童
の預かりを実施

子育て支援課 ○ ○ ○ ○ ○

子育て情報センター
管理運営事業

子育てを行う市民を支援するため、
子育て関連情報の収集や提供、子育
てを支援する人材の育成等、子育て
に関わる市民の拠点として子育て情
報センターを指定管理により運営

子育て支援課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

児童家庭支援セン
ター設置運営事業

児童家庭相談支援体制を強化し、子
ども・子育て家庭へ専門的でよりき
め細やかな支援を行い、社会的養護
の推進を図るため、児童家庭相談セ
ンターを運営

子育て支援課 ○ ○ ○ ○ ○ ○

子育て支援ひろば、
中山間地域親子ひろ
ばの開催

子育て親子が気軽に集い仲間づくり
ができる場所を開設し、地域の子育
て支援の充実を図り、子育ての不安
感等を緩和し、子どもの健やかな育
ちを促進するため、子育て支援ひろ
ば及び中山間地域親子ひろばを開催

子育て支援課 ○ ○ ○

多世帯住まい支えあ
い事業

新たに同居する子世帯・親世帯に対
し、多世帯住まいに必要な新築・取
得・増築・改修・引越移転費用の一
部を補助

住宅課 ○ ○ ○ ○

未来のパパママ講座
これから親としての役割を担う青年
期の男女に対して、性・妊娠・出産
等についての正しい知識の普及啓発

健康増進課 ○ ○ ○

対象
担当課内容取り組み
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妊婦 乳幼児 小学生 中学生
高校生等
( 18歳
未満)

青年
（18歳 ）

保護者

はじめてのパパママ
レッスン

妊婦とその夫が新たな家族を迎える
準備として、母性・父性意識を育
み、夫婦で協力して妊娠、出産、育
児に臨むことができるよう、必要な
知識の提供

健康増進課 ○

こんにちは赤ちゃん
訪問

子育てに関する情報提供等を行うこ
とにより、乳児家庭が地域社会から
孤立することを防ぎ、乳児の健全な
育成環境の確保を図るため、生後4か
月までの乳児のいるすべての家庭を
訪問し、母子の心身の状況や養育環
境等の把握及び助言を実施

健康増進課 ○ ○

親子すこやか相談

保護者が安心して育児ができるよ
う、乳幼児の心身の発育発達、栄
養、育児について保健師等専門職が
助言、指導を実施

健康増進課 ○ ○ ○

健やか親子グループ
活動事業

保護者の育児における精神面に焦点
を当て、他者との交流やグループの
力で自分自身を見つめ、育児不安・
ストレス等の軽減や育児への支援

健康増進課 ○ ○

はますくヘルパー利
用事業

妊娠中又は出産後心身の不調等によ
り日中家事を行うことができず支援
が必要な世帯に対し、家事・育児支
援を実施

子育て支援課 ○ ○

特定妊婦と疑われる
者に対する産科受診
等支援

思いがけない妊娠により悩む女性
が、何らかの事情により医療機関に
未受診のまま出産に至る状況を防止
するため、産科受診支援に係る費用
を支援

健康増進課 ○

妊婦健康診査事業

安全な分娩と健康な児の出産のた
め、委託医療機関、助産所におい
て、公費負担による妊婦健康診査を
実施

健康増進課 ○ ○

妊産婦乳幼児訪問

妊娠・出産・育児期において支援が
必要な妊産婦、養育者、乳幼児に対
して、直接家庭に訪問し、対象に
あった個別指導を実施

健康増進課 ○ ○ ○

対象
取り組み 内容 担当課
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②相談窓口や支援制度の周知

妊婦 乳幼児 小学生 中学生
高校生等
( 18歳
未満)

青年
（18歳 ）

保護者

子育て情報センター
管理運営事業（再
掲）

子育てを行う市民を支援するため、
子育て関連情報の収集や提供、子育
てを支援する人材の育成等、子育て
に関わる市民の拠点として子育て情
報センターを指定管理により運営

子育て支援課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

子育て情報発信事業

浜松市内の子育て家庭や子育て支援
関係者などに子育て支援に関する施
策や制度をはままつ子育てガイドや
子育て情報サイトで発信

子育て支援課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

③ひとり親家庭への生活支援

妊婦 乳幼児 小学生 中学生
高校生等
( 18歳
未満)

青年
（18歳 ）

保護者

母子家庭等就業・自
立支援事業（再掲）

ひとり親サポートセンターにおいて
就業に関する相談、就業情報の提供
等、ひとり親家庭の就業に関する総
合的な支援

子育て支援課 ○

ひとり親家庭等日常
生活支援事業

一時的に生活援助、子育て支援を行
う者を得ることが困難な世帯に対
し、家庭生活支援員を派遣するな
ど、その生活を支援

子育て支援課 ○ ○ ○

女性相談保護事業
要保護女子の自立を支援するため、
婦人相談員による相談対応及び一時
保護を実施

子育て支援課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

母子生活支援施設保
護事業

配偶者のいない女子、又はこれに準
じる事情にある女子とその監護すべ
き児童を母子生活支援施設で保護
し、生活の自立を支援

子育て支援課 ○ ○ ○ ○ ○

ひとり親家庭等生活
向上事業

ひとり親家庭が日ごろ直面している
諸問題の解決や児童の精神的安定を
図ることを目的として、相談事業や
講習会事業を実施

子育て支援課 ○

（ひとり親家庭）生
計相談（再掲）

ファイナンシャルプランナーによる
生計相談を行い、各種福祉制度の利
用も含めた長期的な生計の見込みを
立て、計画的な自立を支援

子育て支援課 ○

ひとり親家庭の貧困
対策に向けた情報収
集

ひとり親家庭を対象としたＷｅｂア
ンケートを児童扶養手当現況時に実
施

子育て支援課 ○

内容 担当課
対象

取り組み 内容 担当課
対象

取り組み
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【分野３】支援体制づくりに関する支援
《基本方針》行政・地域・関係機関等の連携による子ども支援体制の構築
（施策７）子どもの貧困を早期発見する仕組みづくり
①子どもの支援者への啓発や研修体制の充実

妊婦 乳幼児 小学生 中学生
高校生等
( 18歳
未満)

青年
（18歳 ）

保護者

子どもの貧困対策
コーディネーター事
業（再掲）

支援が必要な児童を地域で支える体
制づくりのため、「子ども支援コー
ディネーター」を配置し、地域の支
援団体間の連携促進を図るととも
に、市民の意識啓発や、支援者の資
質向上など団体活動支援を実施

子育て支援課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

婦人相談員研修
婦人相談員の資質向上のため、庁内
研修会を実施

子育て支援課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

はままつオレンジリ
ボン運動広報啓発事
業

はままつオレンジリボン応援大使と
共に、虐待防止を啓発する講演会、
街頭キャンペーンを実施

子育て支援課 ○ ○ ○ ○ ○

施設職員研修事業
児童福祉施設職員の資質向上のた
め、市外研修に参加

子育て支援課 ○ ○ ○ ○

②子どもの貧困問題への気づきを促すツールの作成

妊婦 乳幼児 小学生 中学生
高校生等
( 18歳
未満)

青年
（18歳 ）

保護者

子どもの貧困対策
コーディネーター事
業（再掲）

支援が必要な児童を地域で支える体
制づくりのため、「子ども支援コー
ディネーター」を配置し、地域の支
援団体間の連携促進を図るととも
に、市民の意識啓発や、支援者の資
質向上など団体活動支援を実施

子育て支援課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

③つながりやすい相談窓口の設置

妊婦 乳幼児 小学生 中学生
高校生等
( 18歳
未満)

青年
（18歳 ）

保護者

若者相談支援窓口
「わかば」（再掲）

不安や悩みに応じた専門の支援機関
を紹介するため、おおむね15歳から
40歳未満の若者とその家族の相談に
対応
・電話、面接、メール相談（通年）
・SNSを活用した相談（期間限定）

次世代育成課
（青少年育成
センター）

○ ○ ○ ○

児童家庭支援セン
ター設置運営事業
（再掲）

児童家庭相談支援体制を強化し、子
ども・子育て家庭へ専門的でよりき
め細やかな支援を行い、社会的養護
の推進を図るため、児童家庭相談セ
ンターを運営

子育て支援課 ○ ○ ○ ○ ○ ○

児童虐待等休日夜間
電話対応業務

的確かつ迅速な対応を可能とするこ
とにより、休日夜間電話対応業務を
強化

児童相談所 ○ ○ ○ ○ ○ ○

担当課
対象

取り組み 内容

取り組み 内容 担当課
対象

担当課
対象

取り組み 内容
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（施策８）子ども支援ネットワークの充実
①教育と福祉の連携強化

妊婦 乳幼児 小学生 中学生
高校生等
( 18歳
未満)

青年
（18歳 ）

保護者

スクールソーシャル
ワーク事業

いじめ、不登校、問題行動、児童虐
待など生徒指導上の課題に対応する
ため、スクールソーシャルワーカー
が、教育分野だけでなく、社会福祉
等の専門的な知識・ネットワークを
生かし、環境に働き掛けたり、関係
諸機関とつなげたりといった支援を
実施

指導課 ○ ○ ○

要保護児童対策地域
協議会の開催

児童福祉法に基づき、要保護児童等
の適切な保護又は要支援児童若しく
は特定妊婦への適切な支援を図るた
め、関係機関が情報共有し、連携協
力の下で対応できるよう協議会を設
置

子育て支援課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

②支援団体と行政機関の連携強化

妊婦 乳幼児 小学生 中学生
高校生等
( 18歳
未満)

青年
（18歳 ）

保護者

子どもの貧困対策
コーディネーター事
業（再掲）

支援が必要な児童を地域で支える体
制づくりのため、「子ども支援コー
ディネーター」を配置し、地域の支
援団体間の連携促進を図るととも
に、市民の意識啓発や、支援者の資
質向上など団体活動支援を実施

子育て支援課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

支援対象児見守り強
化事業

支援団体と行政機関が連携して見守
りが必要な子ども等（特定妊婦を含
む）について、居宅を訪問するなど
して状況把握を実施

子育て支援課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

発達障害児者支援推
進会議の開催

発達障害者支援法に基づき、発達障
害児者を支援する市の施策の推進を
図るため、医療保健、福祉、教育及
び労働等の関係部局、大学、当事者
団体、親の会等からなる会議を開催

子育て支援課 ○ ○ ○ ○ ○

若者支援地域協議会
の開催

子ども・若者育成支援推進法に基づ
き、不安や悩みを抱える若者とその
家族を、関係支援機関や団体が連携
しながら支援体制を構築する協議会
を設置

次世代育成課
（青少年育成
センター）

○ ○ ○ ○

要保護児童対策地域
協議会の開催（再
掲）

児童福祉法に基づき、要保護児童等
の適切な保護又は要支援児童若しく
は特定妊婦への適切な支援を図るた
め、関係機関が情報共有し、連携協
力の下で対応できるよう協議会を設
置

子育て支援課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

取り組み 内容 担当課
対象

対象
取り組み 内容 担当課

5292



③支援する人材・体制づくり

妊婦 乳幼児 小学生 中学生
高校生等
( 18歳
未満)

青年
（18歳 ）

保護者

子どもの貧困対策
コーディネーター事
業（再掲）

支援が必要な児童を地域で支える体
制づくりのため、「子ども支援コー
ディネーター」を配置し、地域の支
援団体間の連携促進を図るととも
に、市民の意識啓発や、支援者の資
質向上など団体活動支援を実施

子育て支援課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（施策９）社会全体で子どもを育む意識の醸成
①子どもの貧困問題に関する理解の促進

妊婦 乳幼児 小学生 中学生
高校生等
( 18歳
未満)

青年
（18歳 ）

保護者

子どもの貧困対策
コーディネーター事
業（再掲）

支援が必要な児童を地域で支える体
制づくりのため、「子ども支援コー
ディネーター」を配置し、地域の支
援団体間の連携促進を図るととも
に、市民の意識啓発や、支援者の資
質向上など団体活動支援を実施

子育て支援課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

②子ども支援活動の情報発信

妊婦 乳幼児 小学生 中学生
高校生等
( 18歳
未満)

青年
（18歳 ）

保護者

子どもの貧困対策
コーディネーター事
業（再掲）

支援が必要な児童を地域で支える体
制づくりのため、「子ども支援コー
ディネーター」を配置し、地域の支
援団体間の連携促進を図るととも
に、市民の意識啓発や、支援者の資
質向上など団体活動支援を実施

子育て支援課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

子育て情報発信事業
（再掲）

浜松市内の子育て家庭や子育て支援
関係者などに子育て支援に関する施
策や制度をはままつ子育てガイドや
子育て情報サイトで発信

子育て支援課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

③民間企業と地域活動の連携強化

妊婦 乳幼児 小学生 中学生
高校生等
( 18歳
未満)

青年
（18歳 ）

保護者

子どもの貧困対策
コーディネーター事
業（再掲）

支援が必要な児童を地域で支える体
制づくりのため、「子ども支援コー
ディネーター」を配置し、地域の支
援団体間の連携促進を図るととも
に、市民の意識啓発や、支援者の資
質向上など団体活動支援を実施

子育て支援課 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

取り組み 内容 担当課
対象

対象

関連事業 事業内容 担当課
対象

関連事業 事業内容 担当課

対象
関連事業 事業内容 担当課
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参考資料 
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１ 浜松市子どもの生活実態調査結果（抜粋）
（１）子どもの状況（学習面・生活習慣等） 
①学習面  
ア 授業の理解度（子どもの回答） 
一般群と比べて困窮群、予備群の子どもで、「いつもわかる」と「だいたいわかる」の合

計の割合が低い傾向にあります。 
《全体》 

《小学５年生》 

《中学 2年生》 

7.3 

17.4 

26.6 

43.1 

51.2 

49.4 

37.4 

24.9 

19.0 

5.7 

2.8 

2.5 

2.4 

1.9 

0.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

いつもわかる だいたいわかる 教科によってはわからない

わからないことが多い ほとんどわからない 無回答

15.2 

9.4 

17.8 

30.4 

40.6 

42.6 

38.4 

38.2 

31.3 

8.0 

2.9 

4.9 

3.6 

5.3 

1.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

いつもわかる だいたいわかる 教科によってはわからない

わからないことが多い ほとんどわからない 無回答

10.9 

13.8 

22.5 

20.9 

13.3 

36.6 

46.2 

46.2 

46.2 

39.8 

37.4 

30.6 

24.7 

25.6 

33.0 

6.7 

2.9 

3.6 

3.8 

4.6 

2.9 

3.4 

1.1 

1.2 

4.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

ふたり親

ひとり親

いつもわかる だいたいわかる 教科によってはわからない

わからないことが多い ほとんどわからない 無回答
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イ 「ア 授業の理解度」で「教科によってはわからない」、「わからないことが多い」、「ほ
とんどわからない」を選んだ子どもの、授業が分からなくなった時期（子どもの回答） 

小学５年生の子どもは小学 3・4年生から、中学 2年生の子どもは中学 1年生からわか
らなくなった割合が高い傾向にあります。中学 2年生の子どものうち、およそ 3割が小学
生からわからなくなっている傾向にあります。 

《小学 5年生》 

《中学 2年生》 

ウ 子ども自身が望む将来の進学希望（子どもの回答） 
   一般群、ふたり親と比べて困窮群、予備群、ひとり親の子どもで、「高校まで」を希望す

る割合が高く、「大学・大学院まで」を希望する割合が低い傾向にあります。 

0.8 

1.6 

0.2 

0.3 

1.9 

21.4 

20.8 

13.5 

14.5 

20.7 

19.7 

17.9 

15.9 

15.6 

21.3 

27.3 

27.8 

42.2 

39.2 

34.6 

26.9 

30.4 

26.8 

28.8 

19.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

ふたり親

ひとり親

中学校まで 高校まで 短大・高専・専門学校まで 大学・大学院まで まだわからない 無回答

7.1 

9.5 

6.6 

44.6 

44.4 

48.8 

35.7 

31.7 

29.5 

-

1.6 

0.4 

12.5 

6.3 

12.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

小学1・2年生 小学3・4年生 小学5年生 小学6年生 その他 いつからかがわからない 無回答

3.6 

1.3 

1.9 

14.3 

7.6 

6.4 

8.9 

13.9 

11.7 

8.9 

6.3 

6.9 

41.1 

34.2 

46.9 

14.3 

21.5 

13.6 

8.9 

11.4 

10.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

小学1・2年生 小学3・4年生 小学5年生
小学6年生 中学1年生 中学2年生
その他 いつからかがわからない 無回答

5898



エ 集中して勉強できる環境（子どもの回答） 
一般群と比べて困窮群、予備群、ひとり親の子どもで、勉強できる環境が「ある」の割

合が低い傾向にあります。 

オ 放課後に塾や習い事で過ごす頻度（子どもの回答） 
「過ごさない」の割合が一般群、ふたり親と比べて困窮群、予備群、ひとり親の子ども

で高い傾向にあります。 

②生活習慣  
  ア 学校がある日の放課後に勉強や宿題をする時間（子どもの回答） 

一般群、ふたり親と比べて困窮群、予備群、ひとり親の子どもで、「しない」、「30 分未
満」の割合が高く、「1時間 2 時間」の割合が低い傾向にあります。 

73.1 

77.9 

83.4 

82.0 

74.7 

14.7 

12.7 

10.7 

11.0 

15.4 

7.6 

8.1 

4.2 

5.0 

8.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

ふたり親

ひとり親

ある ないが、ほしい ないが、ほしくない 無回答

5.0 

3.4 

1.8 

1.9 

7.4 

20.6 

19.7 

13.0 

14.0 

20.1 

40.8 

45.2 

45.5 

45.8 

39.8 

19.3 

21.8 

27.5 

26.4 

21.6 

8.4 

6.2 

8.4 

7.9 

8.3 

1.7 

2.3 

2.0 

2.0 

1.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

ふたり親

ひとり親

しない 30分未満 30分～1時間 1時間～2時間 2時間～3時間 3時間以上 無回答

1.7 

2.6 

3.3 

3.2 

2.8 

5.0 

10.9 

14.3 

13.6 

7.4 

29.0 

24.7 

29.6 

29.4 

23.8 

56.7 

54.3 

45.2 

46.2 

56.8 

7.6 

7.5 

7.5 

7.7 

9.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

ふたり親

ひとり親

毎日 週に3～4日 週に1～2日 過ごさない 無回答

59 99



イ 学校がある日の前日の就寝時間（子どもの回答） 
「午後 11 時 午前 0時」、「午前 0時より遅い時間」に就寝する子どもの割合が、一般

群、予備群、ふたり親と比べて困窮群、ひとり親の子どもで高い傾向にあります。 

ウ 学校がある日に決められた時間に起床できるか（子どもの回答） 
一般群、ふたり親と比べて困窮群、予備群、ひとり親の子どもで、「起きることができる」

割合が低く、「起きることができない」割合が高い傾向にあります。 

エ 遅刻の経験（子どもの回答） 
一般群、ふたり親と比べて困窮群、予備群、ひとり親の子どもで「よくあった」、「とき

どきあった」の割合が高い傾向にあります。 

7.1 

10.1 

7.7 

8.2 

5.6 

43.7 

44.9 

44.1 

44.4 

41.4 

24.4 

27.3 

31.0 

30.4 

24.4 

16.0 

14.3 

12.9 

12.8 

20.7 

5.9 

1.8 

2.9 

2.6 

6.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

ふたり親

ひとり親

午後9時より早い時間 午後9時～午後10時 午後10時～午後11時
午後11時～午前0時 午前0時より遅い時間 無回答

42.4 

46.8 

49.6 

48.8 

46.0 

37.0 

32.5 

34.1 

33.7 

35.2 

11.3 

13.0 

11.6 

12.1 

10.5 

6.7 

6.2 

3.2 

3.7 

6.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

ふたり親

ひとり親

起きることができる どちらかと言えば起きることができる
どちらかと言えば起きることができない 起きることができない
無回答

4.2 

3.4 

1.9 

2.3 

4.6 

12.2 

10.6 

6.8 

6.9 

13.3 

12.2 

11.7 

13.2 

12.3 

16.7 

65.5 

71.7 

76.3 

76.1 

61.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

ふたり親

ひとり親

よくあった ときどきあった あまりなかった なかった わからない 無回答

60100



③健康・食事  
ア 健康状態（子どもの回答） 
一般群、予備群、ふたり親と比べて貧困群、ひとり親の子どもで、健康状態が「良い」

割合が低い傾向にあります。 

イ 通院と投薬の状況（子どもの回答） 
体調不良やけがをした時に、どの群もおよそ 4割が「すぐに病院に行く」傾向にありま

す。投薬の割合は、困窮群の子どもでほかの群と比べて低い傾向にあります。 

ウ 朝食を食べる回数（子どもの回答） 
一般群、ふたり親と比べて困窮群、予備群、ひとり親の子どもで、毎日朝食を食べる割

合が低い傾向にあります。 

68.1 

72.2 

73.2 

73.3 

64.8 

6.3 

7.8 

10.0 

9.1 

9.3 

18.1 

14.3 

13.7 

14.0 

17.9 

2.9 

2.1 

1.4 

1.4 

4.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

ふたり親

ひとり親

良い どちらかといえば良い 普通 どちらかといえば悪い 悪い 無回答

41.6 

40.5 

43.1 

42.7 

42.9 

26.1 

31.7 

32.5 

32.1 

30.9 

18.9 

17.7 

13.5 

14.2 

16.0 

8.0 

6.2 

8.5 

8.0 

6.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

ふたり親

ひとり親

すぐに病院に行く 薬を飲んだり使ったりする 何もしない その他 無回答

83.2 

85.7 

90.1 

90.1 

78.7 

10.1 

8.3 

6.4 

6.3 

11.7 

3.4 

2.9 

1.5 

1.4 

4.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

ふたり親

ひとり親

毎日食べる（週７日） 週５～６日 週３～４日 週１～２日 ほぼ食べない 無回答

61 101



エ 給食以外の食事での野菜摂取状況（子どもの回答） 
一般群、ふたり親と比べて困窮群、予備群、ひとり親の子どもで、毎日野菜を食べる割

合が低い傾向にあります。 

④こころ  
ア 学校へ行きたくない経験（子どもの回答）
一般群、ふたり親と比べて困窮群、予備群、ひとり親の子どもで、学校に行きたくない

ことが「よくあった」の割合が高い傾向にあります。 

イ 自分には長所がある（子どもの回答） 
一般群、ふたり親と比べて困窮群、予備群、ひとり親の子どもで、「とても思う」の割合

が低く、「あまり思わない」や「思わない」の割合が高い傾向にあります。 

60.5 

70.6 

77.4 

75.9 

65.1 

21.0 

16.6 

14.2 

14.3 

19.4 

13.0 

7.3 

5.5 

6.1 

10.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

ふたり親

ひとり親

ほぼ毎日食べる 週に４～５日 週に２～３日 週に１日 食べない 無回答

19.3 

14.5 

12.9 

13.6 

18.5 

31.5 

33.2 

31.1 

31.0 

32.4 

20.6 

22.1 

22.4 

21.9 

21.3 

24.4 

27.5 

30.9 

30.4 

24.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

ふたり親

ひとり親

よくあった ときどきあった あまりなかった なかった わからない 無回答

22.3 

28.8 

32.1 

31.6 

23.1 

44.1 

41.0 

45.7 

44.7 

47.2 

21.4 

20.5 

17.4 

17.9 

19.1 

8.8 

6.8 

3.5 

4.1 

8.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

ふたり親

ひとり親

とても思う 思う あまり思わない 思わない 無回答

62102



ウ 自分のことが好きだ（子どもの回答） 
一般群、ふたり親と比べて困窮群、予備群、ひとり親の子どもで、「とても思う」、「思う」

の割合が低く、「あまり思わない」や「思わない」の割合が高い傾向にあります。 

エ 孤独を感じることはない（子どもの回答） 
一般群、ふたり親と比べて困窮群、予備群、ひとり親の子どもで、「とても思う」の割合

が低く、「あまり思わない」や「思わない」の割合が高い傾向にあります。 

21.8 

22.6 

26.0 

25.3 

23.1 

27.3 

35.3 

38.3 

37.4 

31.2 

27.7 

28.1 

24.0 

24.6 

26.9 

20.2 

11.7 

10.6 

11.2 

17.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

ふたり親

ひとり親

とても思う 思う あまり思わない 思わない 無回答

27.3 

32.2 

37.2 

36.5 

25.9 

27.7 

30.4 

30.9 

30.8 

30.6 

23.9 

22.3 

18.8 

18.7 

26.5 

17.6 

12.5 

12.1 

12.4 

14.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

ふたり親

ひとり親

とても思う 思う あまり思わない 思わない 無回答

63 103



オ 困っていることや悩んでいること、誰かに相談したいこと（子どもの回答） 
一般群、ふたり親と比べて困窮群、予備群、ひとり親の子どもで、「家での生活のこと」、

「勉強のこと」、「進学・進路のこと」、「自分自身のこと」の割合が高い傾向にあります。 

5.9 

5.9 

11.3 

8.4 

9.2 

19.7 

16.0 

11.8 

0.4 

61.3 

6.7 

4.4 

5.2 

7.5 

8.1 

8.8 

15.6 

12.5 

10.6 

1.0 

63.4 

6.2 

3.4 

3.1 

7.9 

8.5 

8.1 

13.6 

11.4 

9.0 

1.2 

63.5 

6.6 

3.3 

3.3 

8.2 

8.7 

7.8 

13.6 

11.1 

9.2 

1.3 

63.9 

6.8 

6.8 

6.2 

9.3 

8.0 

10.2 

21.3 

18.8 

12.7 

1.2 

56.5 

5.9 

 -  10.0  20.0  30.0  40.0  50.0  60.0  70.0

家族のこと

家での生活のこと

学校での生活のこと

友だちのこと

部活動やクラブ活動のこと

勉強のこと

進学・進路のこと

自分のこと（からだ、性格、病気のことな

ど）

その他

特にない

無回答

困窮群 予備群 一般群 ふたり親 ひとり親

（％）

64104



⑤支援サービスの利用ニーズ  
ア （学校以外で）大学生などのボランティアがいて、無料で勉強や宿題を教えてくれる
場所（子どもの回答） 
どの群の子どもも、約 50％が「使ってみたい」又は「興味がある」としています。 

イ 家の人がいない時、食事をみんなで食べられる場所（子ども食堂など）（子どもの回答） 
どの群の子どもも、30％以上が「使ってみたい」又は「興味がある」としています。 

⑥自由意見  
子どもの自由意見欄への記載が多いカテゴリは次のとおりでした。 
ア 学校（施設・設備の充実、授業、生活のルール等） 568 件（34.3％） 
エアコンの設置、学校の改修、給食の充実、タブレット端末の整備などの意見がありま

した。 

イ 市政（施設の充実、イベント開催等） 290 件（17.5％） 
図書館、スポーツ施設の整備や充実、アミューズメント施設の誘致などの意見がありま

した。 

ウ 子どもの居場所（公園等のあそび場、自習室、相談室等） 184 件（11.1％） 
公園の増設・遊具等の設置、自習室、子どもの交流スペースの整備などの意見がありま

した。  

25.6 

22.6 

20.8 

20.8 

25.0 

27.3 

26.8 

27.3 

27.5 

21.0 

12.2 

17.1 

12.8 

13.3 

15.4 

32.8 

32.5 

38.1 

37.2 

36.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

ふたり親

ひとり親

使ってみたい 興味がある 使いたくない 必要ない 無回答

14.3 

14.5 

16.7 

16.3 

13.6 

19.3 

18.4 

18.9 

18.6 

18.2 

15.1 

12.2 

11.2 

12.1 

10.8 

49.2 

53.8 

52.4 

52.0 

55.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

ふたり親

ひとり親

使ってみたい 興味がある 使いたくない 必要ない 無回答

65 105



（２）保護者の状況（経済・就労・困りごと） 
①経済状況  
ア 毎月子どもにお小遣いを渡す（保護者の回答）
一般群、ふたり親と比べて、困窮群、予備群、ひとり親の家庭で、「経済的にできない」

の割合が高い傾向にあります。 

イ 学習塾の利用（保護者の回答） 
一般群、ふたり親と比べて、困窮群、予備群、ひとり親の家庭で、「経済的にできない」

の割合が高い傾向にあります。 

ウ 習い事（スポーツ・音楽・習字など）の利用（保護者の回答） 
一般群、ふたり親と比べて、困窮群、予備群、ひとり親の家庭で、「経済的にできない」

の割合が高い傾向にあります。 

40.8 

39.5 

48.4 

46.9 

40.1 

33.6 

47.5 

48.1 

48.0 

38.0 

23.5 

12.2 

2.7 

4.2 

19.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

ふたり親

ひとり親

している 方針でしない 経済的にできない 無回答

33.6 

39.2 

54.5 

50.9 

43.8 

29.4 

36.1 

36.9 

37.5 

25.0 

33.6 

22.9 

7.3 

9.9 

29.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

ふたり親

ひとり親

している 方針でしない 経済的にできない 無回答

60.9 

70.6 

82.7 

81.2 

59.6 

14.3 

15.6 

12.0 

12.4 

14.8 

23.1 

13.2 

4.3 

5.2 

25.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

ふたり親

ひとり親

している 方針でしない 経済的にできない 無回答

66106



エ 子どもの将来のための貯蓄（保護者の回答） 
一般群、ふたり親と比べて、困窮群、予備群、ひとり親の家庭で、「貯蓄したいが、でき

ていない」の割合が高い傾向にあります。 

40.8 

56.4 

78.2 

73.2 

53.4 

58.0 

42.6 

21.2 

25.7 

45.7 

0.4 

0.5 
0.2 

0.3 

0.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

ふたり親

ひとり親

貯蓄をしている 貯蓄したいが、できていない 貯蓄をするつもりはない 無回答

67 107



オ 子どもの進路（保護者の回答） 
困窮群、予備群、ひとり親の家庭の、保護者が希望する子どもの進路は「大学まで」の

割合が高い傾向にありますが、それと比べて保護者が考える子どもの現実的な進路は「高
校まで」の割合が高く、「大学まで」とほぼ同じ割合となっている傾向にあります。 
一般群、ふたり親と比べて困窮群、予備群、ひとり親の家庭で、保護者が希望する子ど

もの進路と保護者が考える子どもの現実的な進路は「高校まで」の割合が高く、子どもの
現実的な進路と考える理由は「家庭の経済的な状況から考えて」が多い傾向にあります。 

《保護者が希望する子どもの進路》 

《保護者が考える子どもの現実的な進路》 

 《子どもの現実的な進路と考えた理由》 

1.3 

1.3 

0.9 

0.8 

3.1 

29.8 

28.3 

13.5 

15.8 

28.4 

22.3 

17.4 

15.2 

15.4 

18.5 

24.4 

30.9 

49.0 

45.3 

28.4 

0.8 

1.3 

2.0 

1.8 

0.9 

20.6 

20.0 

19.2 

20.3 

19.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

ふたり親

ひとり親

中学まで 高校まで 短大・高専・専門学校まで 大学まで 大学院まで まだわからない 無回答

0.4 

0.8 

0.2 

0.4 

-

15.1 

16.9 

8.8 

9.9 

17.9 

21.4 

19.2 

12.4 

13.2 

20.4 

41.2 

43.4 

60.1 

56.6 

42.6 

2.1 

0.8 

2.8 

2.4 

2.5 

18.9 

18.4 

15.3 

16.6 

15.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

ふたり親

ひとり親

中学まで 高校まで 短大・高専・専門学校まで 大学まで 大学院まで まだわからない 無回答

41.7 

32.1 

39.3 

38.4 

37.7 

20.3 

31.5 

32.6 

32.2 

26.5 

26.2 

29.2 

30.5 

29.8 

26.5 

26.2 

21.0 

7.7 

10.0 

21.8 

6.4 

5.2 

5.9 

6.1 

6.6 

4.3 

3.0 

3.9 

3.6 

5.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

ふたり親

ひとり親

お子さんがそう希望しているから 一般的な進路だと思うから お子さんの学力を考えて
家庭の経済的な状況から考えて 特に理由はない その他
無回答

68108



カ 過去 1 年間で、経済的な理由でできなかったこと（保護者の回答） 
一般群、ふたり親と比べて困窮群、予備群、ひとり親の家庭で、衣食住や税金等の支出、

「理髪店や美容院」「趣味やレジャー」に行けなかった割合が高い傾向にあります。 

7.1 

10.1 

2.1 

6.7 

4.2 

5.5 

2.5 

13.4 

8.4 

5.5 

17.2 

28.6 

16.4 

48.3 

8.4 

4.7 

6.0 

0.8 

4.7 

3.9 

2.6 

1.6 

6.2 

4.9 

2.6 

9.9 

20.0 

9.1 

62.6 

7.3 

0.6 

0.9 

0.1 

0.6 

0.4 

0.4 

0.2 

1.1 

1.0 

0.3 

2.9 

7.1 

3.2 

81.0 

8.3 

1.1 

1.4 

0.1 

1.3 

1.0 

0.7 

0.5 

2.5 

1.6 

0.7 

3.9 

9.0 

4.5 

77.9 

8.3 

6.5 

10.5 

2.2 

5.6 

3.4 

4.3 

0.9 

6.8 

6.8 

4.3 

14.5 

25.0 

11.1 

57.4 

6.2 

 -  30.0  60.0  90.0

必要な食料品を買えなかった

家族が必要とする新しい衣服や靴を買えなかっ

た

学校で使う体操服やノートなど学用品が購入で

きなかった

電気・ガス・水道の料金の支払いができなかっ

た

電話（固定・携帯）等の通信料の支払いができ

なかった

家賃や住宅ローンの支払いができなかった

給食費を滞納した

税金や国民健康保険料、国民年金の支払いがで

きなかった

病院や歯科医院などの医療機関の受診ができな

かった

冠婚葬祭のつきあいができなかった

理髪店や美容院に行けなかった

趣味やレジャーに行けなかった

生活費が不足して、親族や金融機関からお金を

借りた

特にない

無回答

困窮群 予備群 一般群 ふたり親 ひとり親

（％）

69 109



②就労状況  
ア 就業状況（保護者の回答） 
父親は困窮群でほかの群と比べて、「複数の仕事をしている」、「休職中」、「仕事をしてい

ない」の割合が高い傾向にあります。 
母親は「１つの仕事をしている」の割合が、他の群と比べて困窮群、予備群で低く、ひ

とり親で高い傾向にあります。 
《父親》 

 《母親》 

85.4 

94.8 

96.3 

94.6 

92.3 

5.7 

3.4 

2.9 

3.0 

2.6 

2.4 5.7 

5.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

ふたり親

ひとり親

１つの仕事をしている 複数の仕事をしている 求職中 していない 無回答

69.0 

66.0 

77.0 

72.8 

81.8 

9.2 

6.7 

4.7 

5.2 

8.2 

3.5 

4.8 

1.7 

2.3 

1.8 

17.0 

21.4 

16.0 

18.0 

5.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

ふたり親

ひとり親

１つの仕事をしている 複数の仕事をしている 求職中 していない 無回答

70110



イ 就業形態（保護者の回答） 
父親はほかの群と比べて困窮群で、「正社員・正規社員」の割合が低く、「自営業」の割

合が高い傾向にあります。 
母親は「正社員・正規社員」の割合が、他の群と比べて困窮群、予備群で低く、ひとり

親で高い傾向にあります。 
《父親》 

《母親》 

57.1 

80.5 

86.6 

83.9 

81.1 

2.7 

3.5 

1.0 

2.7 

4.5 

2.7 

4.5 

2.7 

25.9 

12.6 

6.2 

8.5 

2.7 

2.7 

1.9 

5.5 

5.0 

8.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

ふたり親

ひとり親

正社員・正規社員 嘱託・契約社員・準社員 派遣社員 パート・アルバイト

自営業 会社経営者 その他 無回答

25.7 

22.1 

33.6 

28.9 

47.2 

3.9 

3.7 

4.3 

4.2 

3.6 

5.6 

2.9 

1.7 

1.6 

6.0 

53.6 

61.8 

53.4 

57.2 

35.7 

7.8 

5.5 

4.1 

4.7 

4.0 

1.1 

0.7 

0.6 

0.7 

1.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

ふたり親

ひとり親

正社員・正規社員 嘱託・契約社員・準社員 派遣社員 パート・アルバイト

自営業 会社経営者 その他 無回答

71 111



ウ 帰宅時間（保護者の回答） 
父親は一般群、ふたり親と比べて困窮群、予備群、ひとり親で「18 時より前」、「18 時 

20 時」に帰宅している割合が高い傾向にあります。 
母親はひとり親でそれ以外の群と比べて、「18 時より前」に帰宅している割合が低く、「18

時 20 時」に帰宅している割合が高い傾向にあります。 
《父親》 

《母親》 

17.0 

12.3 

8.5 

9.1 

13.5 

44.6 

45.6 

43.6 

43.2 

51.4 

15.2 

14.2 

21.7 

20.4 

8.1 

7.1 

6.3 

5.7 

5.6 

8.1 

3.6 

11.0 

7.8 

8.3 

5.4 

10.7 

8.5 

10.7 

11.1 

10.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

ふたり親

ひとり親

18時より前 18～20時
20～22時 22時以降
交代制勤務のため決まっていない 残業などで帰宅時間が一定でない
無回答

62.6 

70.2 

69.2 

72.0 

46.4 

22.3 

16.9 

20.8 

18.1 

34.9 

5.6 

3.3 

3.6 

3.2 

7.5 

2.2 

1.8 

2.0 

1.9 

3.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

ふたり親

ひとり親

18時より前 18～20時
20～22時 22時以降
交代制勤務のため決まっていない 残業などで帰宅時間が一定でない
無回答

72112



③保護者の状態  
  ア 健康状態（保護者の回答） 

父親、母親共に、一般群、ふたり親と比べて困窮群、予備群、ひとり親で「健康である」
の割合が低い傾向にあります。 

《父親》 

《母親》 

80.3 

88.5 

91.1 

89.8 

80.4 

16.6 

9.4 

7.8 

7.8 

15.7 

2.2 

0.8 

0.6 

0.6 

1.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

ふたり親

ひとり親

健康である 病気・障がいがあるが日常生活に支障はない

病気・障がいのために日常生活に支障がある 無回答

86.2 

88.6 

93.7 

91.7 

84.6 

8.1 

10.8 

5.9 

6.4 

10.3 

1.6 

0.2 

0.3 

2.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

ふたり親

ひとり親

健康である 病気・障がいがあるが日常生活に支障はない

病気・障がいのために日常生活に支障がある 無回答

73 113



イ 悩み事（保護者の回答） 
一般群、ふたり親と比べて困窮群、予備群、ひとり親で、生活面では経済的なこと、子

どもに関しては「進路・学力」に悩んでいる割合が多い傾向にあります。 
 《生活のこと》 

56.7 

60.9 

42.0 

20.6 

27.7 

10.5 

37.8 

16.4 

5.0 

11.3 

0.4 

46.5 

51.4 

30.4 

15.3 

21.6 

8.3 

40.3 

23.4 

3.1 

14.5 

1.0 

19.4 

32.4 

22.8 

6.4 

19.0 

6.3 

26.4 

17.3 

3.8 

28.8 

1.0 

23.5 

35.4 

24.0 

7.7 

19.4 

6.8 

27.4 

18.1 

3.5 

27.2 

1.2 

45.7 

51.5 

36.4 

18.8 

26.9 

10.8 

43.2 

18.8 

6.2 

13.0 

1.2 

25.9 

37.1 

25.4 

8.9 

20.1 

7.2 

29.1 

18.1 

3.8 

25.6 

1.4 

 -  10.0  20.0  30.0  40.0  50.0  60.0  70.0

生活費

子どもの教育費

仕事

住宅

健康

対人関係

自身の老後

家族

その他

特にない

無回答

困窮群 予備群 一般群 ふたり親 ひとり親 全体

（％）
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《子どものこと》 

16.0 

13.0 

22.3 

19.7 

47.5 

50.0 

7.1 

4.2 

2.5 

0.4 

2.5 

17.2 

1.3 

15.6 

9.1 

21.0 

21.3 

37.1 

41.3 

5.7 

4.4 

1.6 

1.6 

2.3 

26.0 

1.0 

13.2 

8.2 

19.2 

17.6 

34.6 

34.4 

3.6 

3.1 

1.3 

1.0 

3.2 

33.1 

0.8 

13.7 

8.7 

19.5 

18.2 

34.9 

35.2 

4.1 

3.1 

1.2 

1.0 

3.2 

31.8 

1.1 

16.7 

9.6 

25.3 

18.8 

42.9 

49.4 

5.2 

5.6 

3.7 

1.5 

3.1 

21.6 

1.2 

 -  10.0  20.0  30.0  40.0  50.0  60.0

発育・発達

病気・健康問

題

生活習慣

友人関係

進学・進路

学力

いじめ

不登校

非行・問題行

動

異性問題

その他

特にない

無回答

困窮群 予備群 一般群 ふたり親 ひとり親

（％）
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ウ 相談相手（保護者の回答） 
一般群、ふたり親と比べて困窮群、予備群、ひとり親で、心配ごとや悩みごとを親身に

なって聞いてくれる人が「いない」の割合が高い傾向にあります。 

エ 支援窓口の認知度（保護者の回答） 
一般群、ふたり親と比べて困窮群、予備群、ひとり親で、それぞれの支援窓口について、

「制度を知らない」の割合が高い傾向にあります。 
《生活困窮者の自立支援相談窓口》 

《母子家庭等就業・自立支援センター（ひとり親サポートセンター）》 

80.7 

83.9 

88.6 

87.9 

79.3 

11.3 

9.9 

5.6 

5.6 

15.1 

8.0 

5.7 

5.4 

5.9 

4.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

ふたり親

ひとり親

いる いない わからない 無回答

0.4 

0.3 

0.3 

0.3 

0.3 

52.1 

59.7 

75.2 

72.4 

52.5 

7.1 

5.2 

2.7 

3.0 

6.8 

26.5 

30.9 

19.8 

21.8 

28.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

ふたり親

ひとり親

利用している/したことがある 知っていたが利用する必要がない
利用したいが基準にあてはまらない 利用するのがためらわれた
利用の手続きが分からない 制度を知らない
無回答

7.6 

1.8 

0.8 

0.7 

10.5 

49.2 

64.9 

74.7 

73.3 

45.1 

5.5 

2.9 

2.7 

2.6 

6.2 

22.7 

25.7 

19.3 

20.9 

22.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

ふたり親

ひとり親
利用している/したことがある 知っていたが利用する必要がない
利用したいが基準にあてはまらない 利用するのがためらわれた
利用の手続きが分からない 制度を知らない
無回答
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④利用ニーズ  
ア 学習支援（保護者の回答） 
一般群、ふたり親、ひとり親と比べて困窮群、予備群で、「使ってみたい」の割合が高い

傾向にあります。 

イ 子ども食堂（保護者の回答） 
一般群、ふたり親と比べて困窮群、予備群、ひとり親で、「使ってみたい」の割合が高い

傾向にあります。 

ウ 食糧支援（保護者の回答） 
一般群、ふたり親と比べて困窮群、予備群、ひとり親で、「使ってみたい」、「興味がある」

の割合が高い傾向にあります。 

59.2 

52.2 

42.9 

45.2 

46.9 

28.6 

34.3 

33.2 

32.8 

33.6 

2.1 

1.6 

1.4 

1.4 

1.9 

8.8 

11.4 

21.5 

19.8 

14.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

ふたり親

ひとり親

使ってみたい 興味がある 使いたくない 必要がない 無回答

33.6 

24.4 

18.9 

20.1 

28.1 

30.3 

31.4 

27.9 

28.9 

27.5 

4.6 

3.6 
2.0 

2.1 

5.2 

27.7 

39.0 

49.5 

47.2 

34.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

ふたり親

ひとり親

使ってみたい 興味がある 使いたくない 必要がない 無回答

35.7 

21.6 

11.9 

13.8 

30.6 

33.2 

31.2 

23.7 

25.0 

27.5 

2.5 
3.4 

2.2 

2.1 

4.6 

23.9 

42.9 

60.9 

57.4 

33.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

困窮群

予備群

一般群

ふたり親

ひとり親

使ってみたい 興味がある 使いたくない 必要がない 無回答
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⑤情報の入手方法  
現在の子どもの支援情報の入手経路は、「学校からのおたより」、「広報誌」、「家族や友人」

が多くなっています。今後受け取りたい方法と比較すると、SNSや浜松市公式ホームページ
の活用希望が高くなっています。

《子どもに関する支援策等の情報の入手方法（現在の受け取り方法・今後受け取りたい方法）》 

⑥自由意見（主な意見）  
保護者の自由意見欄への記載が多いカテゴリは次のとおりでした。 
ア 子どもの居場所（放課後の居場所、長期休暇期間の預かり先等） 148 件（16.4％） 
子どもが放課後に安心して過ごせる居場所や子ども食堂に関する意見がありました。 

イ 市政全般の意見 111 件（12.3％） 
子育て支援政策に関する意見や子どもの教育費の負担軽減などの意見がありました。 

ウ 学校関連 102 件（11.3％） 
学校の学習環境の充実、教員の増員や質の向上、部活動などの意見がありました。 

56.6 

19.8 

17.0 

16.2 

82.1 

54.1 

44.6 

30.0 

18.2 

32.0 

71.3 

42.0 

 -  10.0  20.0  30.0  40.0  50.0  60.0  70.0  80.0  90.0

広報はままつ等の広報誌

浜松市公式ホームページ

浜松市子育て情報サイトぴっぴ

SNS（Facebook、LINE、Twitterなど）

学校からのおたより

家族や友人からの情報

現在の受け取り方法

今後、受け取りたい方法
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98
11

76
34

6
11

28
15
19

1

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

児童扶養手当
遺児等福祉手当、交通遺児等福祉手当

母子家庭等医療費助成
母子家庭等自立支援給付金

高等学校卒業程度認定試験合格支援
日常生活支援事業

学習支援制度(小・中学生)
ひとり親家庭等悩み電話相談
ひとり親サポートセンター

すべて知らない

２ ひとり親に対する実態調査結果（抜粋）                 
（１）分析結果 
①ひとり親支援制度、窓口の認知状況 
ア ひとり親支援制度の認知  
児童扶養手当、母子家庭等医療費助成の認知度は高いですが、他の事業等の認知度は低

い傾向にあります。 

イ 子どもの就学関係のひとり親支援制度の認知  
就学援助制度の認知度が 4割を超える以外は、いずれも低い認知度となっています。 
また、すべて知らないと答えた人が 3割いました。 

22
24

41
26
29

10
6

1
30

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

母子父子寡婦福祉資金貸付金
浜松市奨学金制度

就学援助制度(公立の小中学生)
高校生等奨学給付金

高等学校等就学支援金
大学などの高等教育の修学支援新制度

学校独自の貸付制度
その他の貸付制度
すべて知らない

（％）

（％）
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②子どもの養育費の確保状況 
ア 養育費の取り決め状況  
養育費について、約 3割の人が取り決めをしていません。 

イ 「ア」で取り決めをしたと回答した人の受け取り状況 
取り決めがある人の半数以上が、養育費を受け取っています。 

ウ 全回答者に対する養育費の受け取り状況  
実際に養育費を受け取っている人は 38.1％となっています。 

取り決めした
67.7

取り決めしていない
32.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取り決めした、

支払い有り
38.1

取り決めした、

支払い無し
29.6

取り決めしていない
32.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

養育費の支払い有り
56.3

養育費の支払い無し
43.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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３ 支援者調査結果（抜粋）
（１）関わりのある子どもの状況（主な意見） 

（２）関わりのある保護者の状況（主な意見） 

カテゴリ 支援者から見た実態
・身なりは普通で、服装など外見からは困窮していることが分からない子どももいる。
・長期休暇には昼食が取れないこともある。
・不衛生な室内環境で生活している。
・保護者の多忙や経済的に苦しいことを知っているので、必要なものを買ってもらうことを諦め
 て遠慮している子どももいる。
・家庭内に学習するスペースがないなど家庭学習の環境が整っていない。
・長時間集中して座っていることが難しい。
・学習に対する積極性に乏しい。
・ゲームやスマホで、就寝時間が遅くなっている。
・親の生活パターンに影響され、朝起きられず、学校に遅刻するなど生活全般が崩れている。
・片付けができず、よく物を無くしてしまう。
・あいさつができない。

生活状況等

学習面

生活習慣

カテゴリ 支援者から見た実態
・生活保護を受けていないが、それ以下の収入で頑張っている母子世帯が多い。
・近所付き合いが少なく、自らSOSを出すことができない。
・金銭管理に課題がある。家計管理の支援が必要である。
・夜間もダブルワークで働いており、金銭的にも時間的にも余裕がない。
・パートで働いており、不規則な就労状況である。
・母子家庭の場合、若いお母さんは正社員率が高いが、40歳以上は非正規雇用が多い。
・ひとり親家庭では保護者が体調を崩して離職すると、すぐに生計が立たなくなることがある。
・子どもへの関心が低い。
・経済的に苦しいとイライラして子どもにあたる状況が生まれやすい。
・働きづめであるために、子どもへの接し方以前に、関わる時間が全くない家庭もある。
・子どもを叱ることができない。子どもとの関わり方がわからない保護者もいる。
・多忙から通知に気が付かないことや手続きができなかった話を聞く。
・学校からの周知で、情報が得られている。
・情報を取得する力が弱い世帯が多い。公的サービスに結びつきにくい。
・支援につながっている人でも不十分。つながっていない人は利用できていない。

制度の
利用状況

生活状況等

就労状況

子どもとの
接し方
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（３）今後の支援に必要なこと（主な意見） 
カテゴリ 支援者の意見

・他団体との情報交換や支援面での連携強化が必要である。
・子どもや家庭の情報の共有の仕組みづくりが必要である。
・学校、スクールソーシャルワーカーとの連携を続けて信頼関係を深める。
・地域の支援団体による取り組みが長期的に継続できるための支援が必要である。
・行政の担当者が子どもの貧困に対して関心を高めること。
・対応するスタッフのスキルアップが必要である。
・現状、保護者からの申し込みがなければ何もできないので、行政・学校とボランティアが連携
 して支援する体制が重要である。
・近い年齢の支援者（若者）によるナナメの関係を築く。
・地域での理解者を増やし、見守り役を増やしていく。
・困りごとがあったら、地域の大人に相談しやすい環境づくりが必要である。
・学習支援に通う子どもの学習面だけでなく、心の悩みを聞き出せる関係を築く。
・大人に裏切られた経験をさせない社会づくりが必要である。
・行政等の専門の相談機関と連携した支援を行いたい。
・どうにもならなくなってからではなく、早い段階で相談してもらいたい。
・教育と福祉の一体化（情報開示・情報共有）が必要である。
・相談窓口の一元化でたらい回しを避ける。
・地域の資源をコーディネートする機能の強化が必要である。
・子どもが通える場所に会場を増やす必要がある。増やせなければ、送迎が必須である。
・学習支援事業の定員をコンパクト化し、子どもの生活が見える規模で実施すべきである。
・困窮家庭への配食サービス、フードバンクの仕組みの拡充が必要である。
・子どもの貧困は、非行・不登校・児童虐待など多くの問題とつながっていることを、子どもに
 関わる機関が認識し、子どもの心身の健康を阻害しないように協力し ていくことが重要であ
 る。

支援団体の
運営面

子どもへの
支援

支援の
在り方
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４ 用語の解説                               

学習支援
子どもの居場所の取り組みの一つ。地域の大学生や元教員などのボ
ランティアが、放課後等に無料で学習をサポートし、学習習慣の定
着や基礎学力の習得等を支援する。

国民生活基礎調査

厚生労働省が実施する統計調査。保健、医療、福祉、年金、所得等
の国民生活の基礎的な事項を調査し、世帯の状況を総合的に把握す
ることを目的としている。3年ごとに大規模な調査を実施し、その中
間年には小規模で簡易的な調査を行う。

子育て世代包括支援センター

妊産婦や乳幼児などの状況を継続的・包括的に把握し、妊産婦や保
護者からの相談に保健師等の専門家が対応するとともに、必要な支
援の調整や関係機関との連絡調整を行うなど、妊産婦や乳幼児など
に対して切れ目ない支援を提供する機関。

子ども支援コーディネーター

行政、地域支援者、学校等との連携を促進するつなぎ役として、子
どもと家庭を支援する関係者間の相互連携を強化する役割を担う。
関係機関を集めた連絡会の開催や、支援団体の情報収集と発信、ボ
ランティア等の支援人材の育成など、地域での子ども支援活動の活
性化のために市が設置する調整役。

子ども食堂
子どもの居場所の取り組みの一つ。地域のボランティアやNPO法人
等が運営し、子どもやその保護者に対し、無料又は安価で栄養のあ
る食事や温かな団らんを提供する活動。

子どもの居場所

放課後等に子ども同士や地域の大人と気軽に交流ができ、子どもが
安心して過ごせる居場所を地域で提供する取り組み。多世代交流や
遊び場の提供のほか、食事の提供をする子ども食堂やボランティア
が勉強を教える学習支援の活動などを含んだ総称としても用いられ
る。

コミュニティ・スクール

学校と地域が連携・協働する仕組み。学校に保護者や地域住民等に
より構成される運営協議会を設置し、学校運営の基本方針等を地域
と共有する。学校と地域が力を合わせて学校運営に取り組むこと
で、子どもたちに学校だけでは実現できない豊かな体験や学びの機
会を提供できるなどの効果がある。

児童の権利に関する条約

1989年の国連総会採択され、1990年に発効。日本は1994年に批
准。児童の権利の尊重及び確保の観点から必要となる事項を規定し
たもので、締結国は「児童の最善の利益」のために行動しなければ
ならないと定められている。

児童扶養手当
父母の離婚などで、父親又は母親と生計を同じくしていない18歳の
年度末までの児童を養育しているひとり親家庭の父又は母、又は父
母に代わってその児童を養育している人に支給される手当。

就学援助
公立小・中学校に通う子どもたちが滞りなく義務教育を受けられる
よう、経済的な理由でお困りの方に対して、学用品費や給食費など
の一部を援助するもの。

か行

さ行
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ショートステイ
「子育て短期支援事業」の略称。保護者の疾病や仕事等の事由によ
り児童の養育が困難になった場合等に、児童を児相養護施設などで
一時的に預かる事業。

スクールカウンセラー
学校で、児童生徒や保護者の心のケアに関わるカウンセリング活動
を行い、他機関と連携しながらストレスの緩和に向けた支援を行
う。

スクールソーシャルワーカー

学校で、福祉的視点に立ち、課題を抱えた児童生徒を取り巻く環境
に働きかけ、学校・家庭・地域の関係機関をつなぎ、児童生徒の抱
えている課題解決に向けて支援する専門家。不登校、いじめ、問題
行動等の未然防止や早期発見、早期解消に向けた支援を行う。

生活困窮者の自立支援相談窓口 「生活自立相談支援センター」を参照。

生活自立相談支援センター 

生活困窮者の自立支援相談窓口。生活に困った方からの相談に応じ
て、適切な関係機関・支援窓口へつなぐとともに、必要な関係機関
と連携して課題解決に向けた寄り添い型支援を行う。
※浜松市生活自立相談支援センター 「つながり」「つながり浜北」

生活保護
生活に困った方に、必要に応じた援助を行うことにより、最低限度
の生活を保障するとともに、自活していけるように手助けをする国
の制度。

ひとり親サポートセンター
母子家庭等就業・自立支援センターの通称。ひとり親家庭の父又は
母に対して生活相談、就業相談、就業支援講習会及び各種情報提供
の就労支援サービスなどを行う。

ファイナンシャルプランナー
相談者の資産に関する情報を分析し、ライフイベントに沿って、資
産設計のアドバイス等を行う専門家。

ファミリー・サポート・センター
育児の援助を受けたい人（依頼会員）と育児の支援を行いたい人
（援助会員）が会員登録し、子育ての相互援助活動を行う。市は会
員の登録・人材育成・利用調整等を行う。

放課後児童会
就労などの理由で保護者が家庭にいない小学生に対して、放課後等
に適切な遊びや生活の場を提供し、児童の健全な育成を図ることを
目的とした「放課後児童健全育成事業」を行う施設の通称。

母子家庭等就業・自立支援センター 「ひとり親サポートセンター」を参照。

要保護児童対策地域協議会
児童福祉法第25条の２の規定に基づき、要保護児童の適切な保護又
は要支援児童若しくは特定妊婦への適切な支援を図るため、関係機
関が情報を共有し、連携協力のもと支援を行うための協議会。

ロールモデル 自分にとって具体的な行動や考え方の模範となる人物のこと。

SNS
「ソーシャルネットワーキングサービス（Social Networking
Service）」の略。登録された利用者同士が交流できるWebサイトの
会員制サービスのこと。

アルファベット等

は行

や行

ら行

84124
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